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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 （百万円） 152,755 146,375 175,430 214,239 218,801

経常利益又は

経常損失(△)
（百万円） △11,604 △11,401 △13,889 1,722 △1,288

親会社株主に帰属する当
期純損失（△）

（百万円） △17,300 △19,465 △13,906 △1,559 △9,182

包括利益 （百万円） △16,112 △14,499 △9,796 1,535 △2,390

純資産額 （百万円） 47,216 31,095 19,874 20,245 22,909

総資産額 （百万円） 145,327 141,461 148,500 142,738 144,831

１株当たり純資産額 （円） 993.18 559.08 259.80 263.05 162.34

１株当たり

当期純損失（△）
（円） △447.12 △503.07 △359.41 △40.31 △241.82

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 26.4 15.3 6.8 7.1 8.6

自己資本利益率 （％） △36.6 △64.8 △87.8 △15.4 △81.1

株価収益率 （倍） △1.02 △0.55 △0.57 △6.20 △0.41

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △4,222 2,071 △1,898 △547 911

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △7,538 △3,602 2,741 871 △5,170

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 10,271 6,242 2,343 △10,742 7,302

現金及び現金同等物
の期末残高

（百万円） 19,495 26,045 30,685 21,899 26,730

従業員数 （名） 8,981 8,581 7,865 8,147 8,030

[平均臨時雇用者数] （名） 〔349〕 〔267〕 〔413〕 〔360〕 〔306〕
 

(注) １　従業員数は、就業人員で表示しており、臨時従業員数は［ ］内に各連結会計年度の平均人員を外数で記載

しております。

２　第91期における親会社株主に帰属する当期純損失（△）の増加は、連結子会社における減損損失の計上と当

社及び連結子会社において事業整理損を計上したことによるものであります。第92期の親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）の減少は、前連結会計年度で計上した事業整理損を当連結会計年度では計上していない

こと、連結子会社において収益性の低下に伴う減損損失が大幅に減少したことによるものであります。第93

期の親会社株主に帰属する当期純損失（△）の減少は、得意先の生産台数の増加や大幅な円安による為替差

益の計上等によるものであります。また第94期における親会社株主に帰属する当期純損失（△）の大幅な増

加は、連結子会社における減損損失を計上したことによるものであります。

３　１株当たり純資産は、自己株式数を除外した期末発行済株式総数により算出しております。また、Ａ種優先

株式に優先して配分される残余財産額を純資産の部の合計額から控除して算定しております。

４　第90期、第91期、第92期及び第93期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第94期の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第91期の期首から適用してお

り、第91期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

６　米国会計基準を採用している在外連結子会社は、第92期の期首より、ASC第842号「リース」を適用しており

ます。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 （百万円） 57,877 48,569 54,860 69,409 63,305

経常利益又は

経常損失(△)
（百万円） 2,302 4,545 9,586 3,951 △4,196

当期純損失(△) （百万円） △4,015 △13,247 △7,166 △3,266 △33,314

資本金 （百万円） 5,821 5,821 5,821 5,821 5,821

発行済株式総数       

普通株式 （株） 39,511,728 39,511,728 39,511,728 39,511,728 39,511,728

Ａ種優先株式 （株） － － － － 5,827,274

純資産額 （百万円） 15,809 2,290 △5,077 △8,818 △36,136

総資産額 （百万円） 71,476 68,680 88,014 84,238 66,531

１株当たり純資産額 （円） 408.58 59.19 △131.22 △227.90 △1,093.48

１株当たり配当額 （円） － － － － －

（１株当たり
  中間配当額）

（円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり

当期純損失(△)
（円） △103.78 △342.37 △185.21 △84.41 △865.50

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 22.1 3.3 △5.8 △10.5 △54.3

自己資本利益率 （％） △21.3 △146.4 － － －

株価収益率 （倍） △4.38 △0.81 △1.11 △2.96 △0.43

配当性向 （％） － － － － －

従業員数 （名） 775 679 573 551 646

[平均臨時雇用人員] （名） 〔121〕 〔53〕 〔56〕 〔58〕 〔67〕

株主総利回り （％） 86 53 39 47 19

(比較指標：配当込み
TOPIX)

（％） 〔142〕 〔145〕 〔153〕 〔217〕 〔213〕

最高株価 （円） 550 472 290 349 319

最低株価 （円） 335 254 126 146 95
 

(注) １　従業員数は、就業人員数を表示しており、臨時従業員数は［　］内に各事業年度の平均人員を外数で記載し

ております。

２　第94期の「発行済株式総数」欄については、Ａ種種類株式5,827,274株を含めております。

３　１株当たり純資産は、自己株式数を除外した期末発行済株式総数により算出しております。また、Ａ種優先
株式に優先して配分される残余財産額を純資産の部の合計額から控除して算定しております。

４　第91期における当期純損失（△）の大幅な増加は、関係会社株式評価損を計上したことによるものであり、
第92期における当期純損失（△）の減少は、受取配当金等の増加によるものであり、第93期における当期純
損失（△）の減少は、前連結会計年度で計上した関係会社株式評価損が当連結会計年度では減少したこと、
為替差益や投資有価証券売却益等が増加したことによるものであります。また第94期における当期純損失
（△）の大幅な増加は、連結子会社向け債権評価に伴う貸倒引当を計上したことによるものです。

５　第90期、第91期、第92期及び第93期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純
損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第94期の潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりませ
ん。

６　第92期、第93期及び第94期の自己資本利益率については、債務超過であるため記載しておりません。
７　第90期、第91期、第92期、第93期及び第94期の配当性向については、当期純損失であり、かつ、無配である
ため記載しておりません。

８　最高・最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部、2023年10月19日以前は東京証券取引
所プライム市場、2023年10月20日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。

９　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第91期の期首から適用してお
り、第91期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま
す。
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２ 【沿革】

年月 概要

1912年１月 東京都八王子市に織物工場を設立。

1933年１月 河西合名会社を設立。

1946年10月 河西合名会社を河西工業株式会社に組織変更。

1949年８月 東京都墨田区に両国工場開設、ドア用木製品製造開始。

1956年８月 東京都品川区に品川工場開設、両国工場から移転。

1961年12月 神奈川県横須賀市に追浜工場開設。

1964年７月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

1964年７月 神奈川県高座郡寒川町に寒川本社工場開設、品川工場より移転。

1965年３月 本店を東京都品川区から東京都中央区に移転。

1973年４月 栃木県足利市に足利工場開設。

1976年12月 大分県宇佐市に九州工場開設。

1983年８月 寒川本社内に技術センター完成。

1986年３月 三重県津市に三重河西㈱を設立。(現・河西工業ジャパン㈱)

1986年10月 米国テネシー州にM-TEK INC.を設立。(現・連結子会社：KASAI NORTH AMERICA, INC.)

1986年12月 ㈱エーピーエムを設立。(現・連結子会社：河西サポートサービス㈱)

1990年11月 埼玉県大里郡寄居町に寄居工場開設。

1991年10月
英国マーサにレイデル社(現・ビステオン社)と合弁でR-TEK Ltd.(現・連結子会社：KASAI UK

LTD)を設立。(2021年７月 マーサ工場閉鎖)

1991年10月 台湾穎隆車材股份有限公司(現・穎西工業股份有限公司)へ資本参加。

1993年７月
R-TEK Ltd.(現・連結子会社：KASAI UK LTD)が英国レイデル社(現・ビステオン社)ワシントン工

場を買収。

1995年３月 ㈱三国製作所へ資本参加。(現・河西工業ジャパン㈱)

1996年８月 追浜工場を閉鎖。

1997年５月 メキシコ グァナファト州にKASAI MEXICANA S.A. DE C.V.を設立。(現・連結子会社)

1998年11月 ㈱ワイエスエム(現・ユニプレスモールド㈱)へ資本参加。

1999年２月 江東プラスチック工業㈱（㈱ケーピーケィ）へ資本参加。(現・河西工業ジャパン㈱)

1999年６月 本店を東京都中央区から神奈川県高座郡寒川町に移転。

1999年９月 足利工場を閉鎖。

1999年11月 米国オハイオ州にM-TEK INC.(現・KASAI NORTH AMERICA, INC.)を開設。

2001年11月 米国ミシシッピー州にM-TEK Mississippi,Inc.(現・KASAI NORTH AMERICA, INC.)を設立。

2004年６月 中国広州河西汽車内飾件有限公司(旧広州裕信汽車内飾件㈲)へ資本参加。(現・連結子会社)

2005年４月 静岡県富士宮市に河西テック㈱を設立。

2005年６月 岩手県北上市に岩手河西㈱を設立。

2005年12月 米国アラバマ州にM-TEK INC.(現・KASAI NORTH AMERICA, INC.)を開設。

2007年３月 株式を東京証券取引所市場第一部に上場。

2007年３月 タイ アユタヤ県にKASAI TECK SEE CO.,LTD.を設立。(現・連結子会社)

2007年５月 神奈川県高座郡寒川町に河西テクノ㈱を設立。(現・連結子会社)

2007年７月 滋賀県東近江市に三重河西㈱滋賀工場を開設。(現・河西工業ジャパン㈱)

2008年３月 群馬県太田市に三和工業㈱と合弁でエスケイ工業㈱を設立。

2008年４月
中国広州市に三和工業㈱と合弁で広州艾司克汽車内飾有限公司を設立。

（2024年２月 清算結了）

2009年４月 ㈱ケーピーケィと㈱三国製作所が合併し、群馬河西㈱に社名を変更。(現・河西工業ジャパン㈱)

2009年７月
インドネシアのPT.Oriental Manufacturing Indonesiaに資本参加。

(現・連結子会社：PT. KASAI TECK SEE INDONESIA)

2010年１月 河西工業㈱九州事業部を新設分割し、九州河西㈱を設立。(現・河西工業ジャパン㈱)

2010年９月 中国安徽省に蕪湖奇端科技㈲と合弁で蕪湖河西汽車内飾件有限公司を設立。
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年月 概要

2012年３月 インド タミル・ナードゥ州に合弁でAntolin Kasai TEK Chennai Private Ltd.

（現・連結子会社：KASAI INDIA（CHENNAI）PRIVATE LTD.）を設立。

2012年４月 中国河南省に海南鈞達汽車飾件㈲と合弁で開封河西汽車飾件有限公司を設立。(現・連結子会社)

2012年７月 マレーシア セランゴール州に合弁でKASAI TECK SEE (MALAYSIA) SDN. BHD.を設立。

2013年11月 中国湖北省に東風偉世汽車飾件系統㈲と合弁で東風河西（襄陽）汽車飾件有限公司を設立。

2014年１月 連結子会社であった東北KAT㈱（旧社名：岩手河西㈱）の株式の一部を売却。

2014年３月 メキシコのSHINIL-MEXICANA S.A. DE C.V.に資本参加。

2014年９月 中国遼寧省に東風偉世汽車飾件系統㈲と合弁で東風河西（大連）汽車飾件有限公司を設立。

(現・連結子会社)

2014年10月 KASAI INDIA（CHENNAI）PRIVATE LTD.（旧社名：Antolin Kasai TEK Chennai Private Ltd.）の

全株式を取得。(現・連結子会社)

2015年１月 蕪湖河西汽車内飾件有限公司の持分出資金の全部を譲渡。

2015年６月 フランス ヴェリジー・ビラクブレー市にKASAI SALES & ENGINEERING FRANCE SASを設立。

（2021年８月 閉鎖）

2016年４月 M-TEK INC.をKASAI NORTH AMERICA, INC.、R-TEK Ltd.をKASAI UK LTD、㈱エーピーエムを河西

サポートサービス㈱に社名変更。

2016年６月 監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行。

2016年７月 中国湖北省に東風偉世汽車飾件系統㈲との合弁である東風河西（大連）汽車飾件有限公司が

100％出資する東風河西（武漢）頂飾系統有限公司を設立。(現・連結子会社)

2016年８月 米国テネシー州マーフリーズボロ市にKASAI NORTH AMERICA, INC.の本社機能を移転。

2017年６月 寒川本社内に技術新棟完成。

2017年８月 スロバキア共和国ニトラ県レビツェ市にKASAI SLOVAKIA s.r.o.を設立。

（2023年６月 清算結了）

2019年４月 ドイツ連邦共和国ニーダーザクセン州ヴォルフスブルク市にKasai (Germany) GmbHを設立。

（2025年３月 全株式を売却）

2019年４月 モロッコ王国タンジェ・フリーゾーンに KASAIKOGYO MOROCCO SARL AU を設立。

（2024年12月 清算結了）

2019年７月 福岡県京都郡苅田町に九州河西株式会社 苅田工場を竣工。(現・河西工業ジャパン㈱)

2019年９月 中国湖北省に広州河西汽車内飾件有限公司及び海南鈞達汽車飾件股份有限公司と合弁で 武漢河

達汽車飾件有限公司を設立。（2025年８月 清算結了）

2019年12月 中国広東省に傲成集団有限公司との合弁で広東河澤汽車飾件有限公司を設立。

（2023年11月 清算結了）

2020年３月 メキシコのSHINIL-MEXICANA S.A. DE C.V.の全株式を売却。

2020年７月 生産技術部門との業務一本化を図るため、連結子会社の河西テック株式会社を吸収合併。

2020年10月 日本地域における生産体制の全体最適化を図るため、当社の寒川工場・寄居工場を吸収分割によ

り九州河西㈱へ継承させ、同社は三重河西㈱及び群馬河西㈱を吸収合併し、河西工業ジャパン株

式会社へ商号を変更。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移

行。

2022年８月 河西サポートサービス㈱の綾瀬工場を譲渡。

2023年10月 東京証券取引所プライム市場からスタンダード市場に移行。

2024年11月 東北KAT㈱（旧社名：岩手河西㈱）の全株式を売却。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当連結会計年度末現在、当社、子会社15社、関連会社４社で構成され、自動車内装部品の製

造販売を主な事業内容としております。

当社グループの事業に係る位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであり、セグメントと同一の区分

であります。

 
（日本）

日本においては、子会社である河西工業ジャパン㈱は当社からの部品等の支給を受けて製造しており、そのほ

とんどを当社を通して得意先に納入しております。エスケイ工業㈱は自動車用天井素材の製造を行う関連会社で

あります。河西テクノ㈱は自動車内装部品設計開発子会社であり、河西サポートサービス㈱はグループ各社のた

めの保険代理業や業務請負等を行っております。

 
（北米）

北米においては、米国のKASAI NORTH AMERICA, INC.は自動車内装部品を製造し、NISSAN NORTH AMERICA,

INC.、Honda of America Mfg.,Inc.、Honda Canada Inc.、Honda Manufacturing of Alabama, LLC、Honda

Manufacturing of Indiana, LLC 、 Subaru of Indiana Automotive, Inc. 、 Toyota Motor Manufacturing,

Indiana, Inc.、Toyota Motor Manufacturing, Mississippi, Inc.、Volkswagen Group of America Chattanooga

Operations, LLC、General Motors Corporation等向けに販売しております。メキシコのKASAI MEXICANA S.A. DE

C.V.は、NISSAN MEXICANA,S.A. de C.V.、Cooperation Manufacturing Plant Aguascalientes、Honda de Mexico

S.A. de C.V.、Mazda de Mexico Vehicle Operation S.A. de C.V.、Toyota Motor Manufacturing, Indiana,

Inc.、Toyota Motor Manufacturing, Mississippi, Inc.等向けに製造販売しております。

 
（欧州）

欧州においては、英国のKASAI UK LTDは、NISSAN MOTOR MANUFACTURING (UK) LTD.、JAGUAR LAND ROVER

AUTOMOTIVE PLC向けに製造販売しております。インドのKASAI INDIA（CHENNAI）PRIVATE LTD.は、Renault

Nissan AutomotiveIndia Private Limited向けに製造販売をしております。

 　なお、VOLKSWAGEN AG、DAIMLER AG、BMW AG向けに製造販売しておりましたKasai (Germany) GmbHの全株式を

2025年3月31日付で売却しております。

 
（アジア）

アジアにおいては、中国の広州河西汽車内飾件㈲は、東風日産乗用車公司、本田汽車用品(広東)㈲等向けに製

造販売しております。開封河西汽車飾件㈲は、同国において自動車内装部品の製造を行っております。また、東

風河西（大連）汽車飾件系統㈲は、東風日産大連工場向けに製造販売しております。東風河西（武漢）頂飾系統

㈲は、東風本田汽車有限公司向けに製造販売しております。武漢河達汽車飾件㈲は、同国において自動車内装部

品の製造販売拠点であります。東風河西（襄陽）汽車飾件系統㈲は、東風日産襄陽工場向けに製造販売している

当社の関連会社であります。台湾の穎西工業股份㈲は、台湾裕隆汽車製造股份㈲等向けに製造販売している当社

の関連会社であります。タイのKASAI TECK SEE CO.,LTD.は、当社及びHonda Automobile (Thailand) Co.,Ltd.及

びNissan Motor (Thailand) Co.,Ltd.等向けに製造販売をしております。インドネシアのPT. KASAI TECK SEE

INDONESIAは、PT. Mitsubishi Motors Krama Yudha Indonesia、PT. Honda Prospect Motor等向けに製造販売し

ております。マレーシアのKASAI TECK SEE (MALAYSIA) SDN. BHD.は、自動車内装部品の製造を行う当社の関連会

社であります。
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事業系統図は次のとおりであります。

(注) １　◎ は連結子会社、○ は持分法適用関連会社を示しております。

 ２　連結の範囲に含めております特別目的会社１社は、上記の表に含めておりません。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

河西サポートサービス㈱ 

（注）３
神奈川県高座郡寒川町 90

保険代理業

業務請負他
100.0

当社業務請負

当社の資金借入あり

役員の兼任等あり

河西工業ジャパン㈱

（注）１
神奈川県高座郡寒川町 90

自動車内装部品

製造販売
100.0

当社製品製造販売

当社より資金貸付あり

役員の兼任等あり

河西テクノ㈱ 神奈川県高座郡寒川町 40
自動車内装部品

設計開発
100.0

当社製品設計開発

当社の資金借入あり

役員の兼任等あり

KASAI NORTH AMERICA, INC.

（注）１、５

米国 テネシー州 

マーフリーズボロ市

百万ドル

408

自動車内装部品

製造販売
100.0

当社製品製造販売

当社より資金貸付あり

役員の兼任等あり

KASAI UK LTD （注）１
英国 タイン＆ウェア郡 

ワシントン町

百万ポンド

10

自動車内装部品

製造販売
100.0

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

KASAI MEXICANA

S.A. DE C.V.

（注）１、２、５

メキシコ グァナファト州

  レオン市

百万ドル

 20

自動車内装部品

製造販売

100.0

(51.0)

当社製品製造販売

当社より資金貸付あり

役員の兼任等あり

広州河西汽車内飾件㈲

（注）１
中国  広東省広州市

百万ドル

11.6

自動車内装部品

製造販売
65.9

当社製品製造販売

当社の資金借入あり

役員の兼任等あり

開封河西汽車飾件㈲

（注）１、２
中国 河南省開封市

百万人民元

60

自動車内装部品

製造販売

60.0

(50.0)

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

KASAI TECK SEE CO.,LTD.

（注）１
タイ アユタヤ県

百万バーツ

407

自動車内装部品

製造販売
75.0

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

PT. KASAI TECK SEE

INDONESIA

（注）１、２

インドネシア 西ジャワ州

 カラワン県

百万ドル 

14

 

自動車内装部品

製造販売

62.2

(62.2)

当社製品製造販売

当社より資金貸付あり

役員の兼任等あり

KASAI INDIA（CHENNAI）

PRIVATE LTD.

（注）１

インド タミル・ナードゥ

州チェンナイ市

百万ルピー

700

自動車内装部品

製造販売
100.0

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

東風河西（大連）汽車飾件系

統㈲ （注）１
中国 遼寧省大連市

百万人民元

65

自動車内装部品

製造販売
50.0

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

東風河西（武漢）頂飾系統㈲

（注）２
中国 湖北省武漢市

百万人民元

15

自動車内装部品

製造販売

50.0

(50.0)

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

武漢河達汽車飾件有限公司

（注）１、２
中国 湖北省武漢市

百万人民元

60

自動車内装部品

製造販売

 60.0

(50.0)

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

その他１社     
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名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合(％)

関係内容

(持分法適用関連会社)      

エスケイ工業㈱ 群馬県太田市 300
自動車内装部品

製造販売
49.0

当社材料製造販売

役員の兼任等あり

穎西工業(股)
中華民国

台湾省桃園県中歴市

百万台湾ドル

177

自動車内装部品

製造販売
33.4

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

KASAI TECK SEE (MALAYSIA)

SDN.BHD.

マレーシア　セランゴー

ル州　シャー・アラム市

百万リンギット

6.5

自動車内装部品

製造販売
37.5

当社製品製造販売

役員の兼任等あり

東風河西（襄陽）汽車飾件系

統㈲
中国 湖北省襄陽市

百万人民元

77

自動車内装部品

製造販売
35.0

当社製品製造販売

役員の兼任等あり
 

 

(注) １　特定子会社に該当いたします。

２　議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

３　河西サポートサービス㈱は、2024年８月1日に神奈川県綾瀬市から神奈川県高座郡寒川町に本店移転致して

おります。

４　Kasai (Germany) GmbHは2025年３月31日付で保有する全株式の売却に伴い、当連結会計年度より連結の範囲

から除外しております。

５　東北KAT㈱は保有する全株式の売却に伴い、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外しております。

６　KASAI NORTH AMERICA, INC.及びKASAI MEXICANA S.A. DE C.V.は売上高(連結会社相互間の内部売上高を除

く)が連結売上高の10％を超えております。

 　「主要な損益情報等」は次のとおりであります。

 
売上高

（百万円）

経常損失（△）

（百万円）

当期純損失（△）

（百万円）

純資産額

（百万円)

総資産額

（百万円)

KASAI NORTH AMERICA, INC. 86,447 △5,271 △8,436 5,941 38,084

KASAI MEXICANA S.A. DE C.V. 35,205 △4,810 △4,722 5,011 21,758
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５ 【従業員の状況】

(1)  連結会社の状況

　2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

日本
1,404
(208)

北米
4,921

(0)

欧州
584

(14)

アジア
1,121

(85)

合計
8,030

(306)
 

(注) １　従業員数は、就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当

社グループへの出向者を含む）であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

 
(2)  提出会社の状況

　2025年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

646
42.4 13.7 6,474

(67)
 

(注) １　従業員数は、就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む）であり、

臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　前連結会計年度に比べ従業員数が95名増加しております。主な理由は、当事業年度において、河西工業

ジャパン㈱への出向者が出向を解除され、当社に復帰したことによるものであります。

 
(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合（組合員数1,155名）は、全日産・一般業種労働組合連合会を上部団体として、全日本自

動車産業労働組合総連合会を通して日本労働組合総連合会に加盟しております。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①女性の活躍推進

多様化する顧客ニーズに対応するために、当社グループは女性活躍推進を積極的に行っており、多数の女性

が様々な場で重要な役割を担って活躍しております。今後さらにこれを加速するため、能力ある女性を積極的

に管理職に登用し、当社では2026年３月期までに女性管理職比率を９％に向上させることを目標として掲げて

おります。

（女性管理職比率の状況推移）

 
2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

男性

(人)

女性

(人)

女性比率

(％)

男性

(人)

女性

(人)

女性比率

(％)

男性

(人)

女性

(人)

女性比率

(％)

当社 180 12 6.3％ 180 10 5.3％ 200 13 6.1％

河西工業ジャパン㈱ 39 0 0.0％ 43 0 0.0％ 32 0 0.0％
 

(注) １　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出

したものであります。

２　当社、及び連結子会社のうち、常時雇用する労働者が101名以上の国内子会社を記載しております。

３　河西工業ジャパン㈱では、2026年３月期までに女性管理職比率を３％に向上させることを目標とし

ております。
 

②男性社員による育児目的休暇の取得

積極的に子育てをしたいという男性の希望を実現し、女性側に偏りがちな育児や家事の負担を夫婦で分かち

合うことで、出産意欲や継続就業の促進をおこない、企業全体の働き方改革を目指します。そのため、当社で

は男性の育児休業取得率を2026年３月期までに100.0%へ引き上げることを目標としております。

（男女別育児休業取得率の推移）

 
2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

男性 女性 男性 女性 男性 女性

当社 37.9％ 100％ 65.2％ 100％ 82.4％ 100％

河西工業ジャパン㈱ 7.1％ 100％ 33.3％ 100％ 31.3％ 100％
 

(注) １　「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76

号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

施行規則」（平成３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出し

たものであります。

２　当社、及び連結子会社のうち、常時雇用する労働者が101名以上の国内子会社を記載しております。

３　河西工業ジャパン㈱では、有価証券報告書提出日現在において目標値を設定しておりません。
 

③男女間賃金の差異

女性活躍推進の指標の一つである男女間の平均賃金差異は下記のとおりとなっておりますが、これは人事制

度・賃金体系の違いによるものでなく、職位・等級別在籍数、平均年齢等総合的な労務構成の違いにより平均

賃金差異が生じているものです。

当社グループの人事制度・賃金体系は、性別に関係なく、個人の仕事における責任と能力により平等・公正

な処遇をおこなうことを理念としており、女性活躍推進の取り組みにより、女性の採用と定着率向上施策の

推進、女性管理職比率向上をはかることで、男女間の賃金差異の縮小に努めて参ります。

（男女の賃金の差異・・・男性の賃金に対する女性の賃金の割合）

 
女性賃金割合（2025年３月期）

全労働者 正規従業員 非正規従業員

当社 77.2％ 80.5％ 43.2％

河西工業ジャパン㈱ 76.9％ 77.2％ 86.3％
 

(注) １　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出

したものであります。

２　当社、及び連結子会社のうち、常時雇用する労働者が101名以上の国内子会社を記載しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、次の社訓、経営理念、経営方針及び行動指針を経営の基本方針として掲げ、企業活動を行っ

ております。

 
＜社訓＞

１．社会の信用を　"Gain Trust from Society"

２．企業の繁栄を　"Seek Prosperity for Company"

３．相互の幸福を　"Share Happiness with Everybody"

 
＜経営理念＞

当社グループは、誠意と新しい技術の創造によって、価値ある商品、サービスをグローバルに提供し、顧客・

株主・従業員をはじめ、全ての関わる人々の幸福を実現します。

 
当社グループは、過去数年間で毀損した経営基盤を再構築するため、2027年度を最終年度とする中期経営計画

「Kasai Turnaround Aspiration ("KTA")」を策定し、2025年４月28日に発表しました。

 
＜目指す姿＞

当社グループは、不透明な事業環境の中、KTAにて以下の三領域を柱に、主要経営課題（収益・財務・ガバナン

ス）の解決に取り込むことにより、経営再建を果たし、成長軌道へのスタートラインに立つことを目指します。

１. 北米事業構造改革を中心とした収益改善により2027年度営業利益４～５％

２. キャッシュコンバージョンサイクルの改善によるフリーキャッシュフロー創出

３. グローバル組織、グローバルプロセスの構築

 
また、当社の持続的な成長に向けて、新規事業創出とイノベーション開発投資へのシフト、及び人的資本経営

を推進します。当社グループは、このKTAを着実に実行することにより、経営の再建と将来の成長への基盤を確か

なものとし、企業価値の向上に努めてまいります。

 
(2) 当社グループを取り巻く経営環境

＜企業構造＞

当社グループは、自動車分野を事業領域と位置づけ、研究開発・生産技術開発・営業活動を担っている当社を

中心に、世界各国において製造・販売を行う各事業会社で構成されております。各事業会社は、それぞれの国に

おいて、得意先への納入体制を確立し、自律した形で事業運営を行っております。

 
＜事業を行う市場の状況＞

当社グループの事業領域である自動車業界では、企業間の競争が世界規模でますます激しくなっております。

原材料費やエネルギー価格の高止まり、人件費の上昇が続いており、市場の回復は依然として緩やかなものと

なっております。さらに、地政学リスクの高まりや米国の関税政策の影響もあり、グローバルサプライチェーン

に不確実性が増しております。また、電動化へのシフトは一時的には停滞しているものの、中長期的には技術革

新と共に普及していく大きな流れは変わらないと思われ、各メーカーは新型電動車の投入を進めております。

このような経営環境の中、市場の回復は見通しにくい状況ではございますが、当社グループは経営再建を目指

して、事業構造改革の取り組みを進めているところであります。

 
＜主要製品・サービスの内容＞

当社の主力事業は、ドアトリム・ルーフトリムをはじめとする自動車内装トリムシステム部品の企画・開発・

生産であります。当社は独立系部品メーカーとして、全自動車メーカー（OEM）に対しビジネスの門戸を拡げ、高

級ブランド車から軽自動車、商用車に至る幅広い得意先ニーズにお応えするために、企画・開発・設計・実験、

そして生産に至る一貫した体制で高品質、低コストの製品づくりを追求しております。
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＜顧客基盤＞

主得意先は、日本の自動車メーカーであります。自動車メーカー各社の海外現地生産に追従し、当社は1986年

（昭和61年）の北米を皮切りに、積極的な海外展開を進めてまいりました。近年、飛躍的な成長を遂げている中

国やアジア諸国においてもすでに供給体制を構築しており、全世界にネットワークを確立しております。製品の

現地開発・生産を進めるとともに、非進出国における現地部品メーカーとの技術援助契約の締結、そしてこれら

を統括管理するワールドワイドな経営の確立にも努め、グローバルな競争力強化を図っております。

 
＜競争優位性＞

当社は内外装トリムシステムサプライヤーとして、キャビントリム・ラゲッジトリム・防音部品など取扱製品

の性能向上に取り組むとともに、「快適な移動空間の創造」をありたい姿としてイノベーション開発ロードマッ

プを策定し、未来を先取りする付加価値の高い製品づくりに取り組んでおります。当社は世界各地に生産拠点が

あり、それぞれの地域や得意先に対応するための開発機能を持っております。製品設計から制作までを一貫して

行う開発体制と、お客様にご満足いただける製品を提供するためのグローバルに統一・強化された生産体制で、

自動車内外装部品の新しい価値を創造する製品を提供してまいります。

 
＜販売網＞

当社グループは高い技術力とともに、最高の品質と価格競争力をもった製品をグローバルに供給するために、

国内はもとより、世界９か国に所在する子会社等を通じて販売網を確立しております。

 

(3) 会社の対処すべき課題

当社グループは、販売先OEMの減産や生産の不安定化等の厳しい環境変化に直面した結果、2021年３月期以降は

売上高が大幅に減少し固定費の負担も大きくなり、３期連続で大幅な営業損失を計上しましたが、2024年３月期

に４期ぶりに営業利益を黒字化しました。しかしながら、2025年３月期は、北米地域では依然として赤字が継続

していることから、営業赤字となりました。これが今後の課題となっています。

今後の見通しにつきましては、足元では米国における関税政策、為替変動、原材料・エネルギー価格の高止ま

りや賃金上昇の影響等により、厳しい外部環境が継続すると予想されます。

このような経営環境下、グループの収益力向上及び財務体質の改善・強化を図り、安定した経営基盤を築くべ

く、 北米地域を中心とした事業改革の継続や不採算事業の撤退等も含めた拠点再編などの抜本的な経営再建策を

策定し、実行に取組んでおります。その結果、足元では着実に諸施策の効果が発現し、業績の改善が進んでおり

ます。

経営体制につきましても、2024年11月１日に日産自動車株式会社を割当先とする第三者割当の方法による優先

株式の発行（以下、「本第三者割当増資」といいます。）に係る払込みが完了し、日産自動車株式会社が指名す

る者２名が当社取締役に就任しております。このうち１名は当社の代表取締役社長 社長役員に、他の１名は、製

造部門、北米地域統括を担当する取締役 副社長役員に就任しております。2025年４月に公表した中期経営計画

「Kasai Turnaround Aspiration」（以下「KTA」）の策定を主導するなど、経営再建に向けた新たな体制をス

タートしております。新経営体制の下、事業構造改革への取組みを更に加速し、経営再建の早期達成に邁進して

いく所存でございます。

なお、2026年３月期の連結業績予想を以下のとおり見込んでおります。為替レートにつきましては、１米ドル

150円を想定しております。

 

（連結業績予想）

売上高 200,000 百万円

営業利益 3,500 百万円

経常利益 1,500 百万円

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △2,000 百万円
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

KASAIグループは、環境にやさしい製品開発に取り組むことをグループ経営の重要な課題と位置付け、代表取締役を

筆頭に会社を挙げて、企業活動における環境負荷を低減するための活動に取り組んでおります。

当社ホームページ（https://www.kasai.co.jp/sustainability/sustainability/）においても詳細を掲載しておりま

す。

 
　これらの重要課題の解決にあたって関連性の強い主管部署を定め、各々に目標を設定して課題解決に取り組んでい

ます。世界的な情勢や社会の要請、または経営の観点から、特に脱炭素社会の実現・人的資本経営の取り組みを拡充

しております。
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●脱炭素社会の実現に向けた取り組み

当社は、「美しい地球を次世代へ、人と環境にやさしいモノづくりを目指して」をスローガンに環境負荷の低い製

品の開発を継続的に取り組むことをグループ経営の重要な課題と位置付け、脱炭素社会に向けて環境負荷を低減する

ための活動に取り組んでおります。TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）が推奨する情報開示の枠組みであ

る「測定基準と目標」・「気候変動が与えるリスクと機会」などを活用して目標を設定し、その目標を達成させるた

めの活動による自社のリスクや機会の抽出・評価を行い、その対応策を事業戦略に反映させていきます。

 
ガバナンス

環境マネジメント推進体制

取締役会の定めた環境保全活動の方針や設定目標を設定します。執行組織として設定された目標を実現するために

「経営会議」で環境業務計画の策定・監督、「全社環境会議」で環境業務計画の達成度の評価を行い、「EMS推進会

議」で環境業務計画の推進を行っております。

 
環境マネジメント推進体制

当社ホームページ（https://www.kasai.co.jp/sustainability/environment/organization/）においても詳細を掲載しておりま

す。

 

リスク管理

気候変動による経営に与えるインパクトを調査し、インパクトに対するリスクと影響度を評価、更にリスクへの対

応策と機会への施策を策定し、環境活動の年次計画・中期計画に取り入れ全社活動で進めております。施策として省

エネルギー、産業廃棄物削減、環境負荷の高い化学物質の使用削減等、サステナビリティに係る環境活動の実績を月

次で管理し、全社環境会議（１回/６カ月）にて実績報告を行い、環境管理統括責任者判断の下、環境負荷の削減に向

け全社で取り組みを進めております。

 

戦略

気温上昇を1.5℃以内に抑えて脱炭素社会へ移行するシナリオ、および気温上昇が４℃に達するシナリオの２つのシ

ナリオで2030年の社会を想定し、気候変動のリスクと機会を分析しております。その分析を基に事業インパクトを想

定しリスクと機会への対応策を策定しました。

シナリオ分析の検討に際しては、国際エネルギー機関（IEA：International Energy Agency）および国連気候変動

に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change）等を参照しております。

 
事業インパクトに対するリスクと機会の対応策

当社ホームページ（https://www.kasai.co.jp/sustainability/environment/carbonneutral/）にも本頁の詳細を掲
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載しております。

 
指標と目標

中期目標

2030年度までにCO2排出量を2019年度比で30%削減（年に2019年度比３%削減）する。

（GHG Scope１,２）

 
CO2削減のパフォーマンスデータ（2024年度）

河西工業グループ（日本）CO2年間総排出量

 

＊
　Scope１とScope２の値の合計とは、

四捨五入の関係で必ずしも一致しません。

 
日本CO2排出量実績（Scope1 + 2）

 

 

 

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 16/146



 

●人的資本経営に関する取り組み

（１） 経営戦略と人的資本経営

当社は、2025年４月28日付で発表した中期経営計画「Kasai Turnaround Aspiration (KTA)」の中で、６本の柱の

一つに「人的資本経営」を掲げ、「再建の成功と将来の成長の推進役となる人財の価値が最大限発揮されるための

人的資本経営の実践により、パフォーマンスとエンゲージメントの向上を実現」を宣言しております。

従業員のエンゲージメントレベルをKPIとするため、手始めに直接雇用の従業員を対象とした「エンゲージメント

カルテ（診断）」を導入し、現状把握と目標値設定を図ってまいります。

当社は社訓「社会の信用を、企業の繁栄を、相互の幸福を」および経営理念「当社グループは、誠意と新しい技

術の創造によって、価値ある商品、サービスをグローバルに提供し、顧客・株主・従業員をはじめ、すべての関わ

る人々の幸福を実現します。」のもと、人的資本経営を推進します。100年に一度と言われる自動車産業の大変革期

において、「快適な移動空間」を実現し続けるため、多様な人財が「One Kasai」で最大の力を発揮できる環境を整

備し、事業競争力と持続的な企業価値向上につなげます。これらの実現のための具体的な取り組みは以下の通りで

す。

 

（２）中核人材の登用等における多様性の確保について

　当社は、社内における人材の多様性を確保し、多様化する顧客ニーズに対応すべく、国籍・性別・年齢・学歴を

問わず、人材採用を継続的に進めており、グローバルで活躍できる高度な専門スキルを有する社員を育成するため

の教育体系を整え、一人ひとりがキャリアを築けるよう取り組んでおります。

　なお、海外拠点においては、管理職区分の定義や人事制度が異なるため、統一的な集計が困難でありますが、グ

ローバル本社として、多様性ある人材が活躍する組織づくりを率先して進めることが重要であると考えておりま

す。まずは日本地域において多様な人材が活躍できる環境整備を進め、ダイバーシティ推進の基盤を構築してまい

ります。

 
＜女性の管理職への登用＞

当社グループは、女性活躍推進を積極的に行っており、近年、女性管理職比率も向上し、様々な場で重要な役割

を担っており、多数活躍しております。今後とも能力ある女性を積極的に管理職に登用し、中長期的な女性管理職

比率の更なる向上を目指し、2026年３月期までに当社の女性管理職比率を９％に向上させることを目標として掲げ

ております。また、連結子会社である河西工業ジャパン株式会社においては同比率を３％に向上させる目標を掲げ

ております。

女性管理職比率の詳細については「第１　企業の概況　５ 従業員の状況　(4)管理職に占める女性労働者の割

合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異」をご参照ください。

なお、海外事業会社においては、性別に関する考え方や文化的背景が日本とは異なる場合が多く、現時点では一

律の数値目標設定は行っておりません。各地域の法令や文化、価値観を尊重しつつ、多様性推進の取り組みを進め

てまいります。

 
 ＜外国人の管理職への登用＞

当社グループでは、毎年国籍を問わない多国籍な人材採用を継続的に進めてきており、当社グループを支える海

外事業会社においては、事業運営の中核を担う外国人管理職が多数活躍しております。今後も海外拠点での現地外

国人の積極的な人材採用を進めてまいります。

なお、外国人管理職の登用に関しては、各国・地域における法制度や文化的背景の違いを尊重し、現時点ではグ

ローバルで統一的な数値目標の設定は行っておりません。今後も、現地主導の経営体制を支援する観点から、現地

外国人の積極的な登用を推進してまいります。

 
 ＜中途採用者の管理職への登用＞

当社は、人材の多様性を強化する方針のもと、管理職における中途採用者の登用を積極的に進めております。現

在、日本国内における管理職における中途採用者の割合は50％を占めております。今後も引き続き、当社の成長を

促進させるために必要な多様性を確保するため、中途採用を進めてまいります。

なお、連結子会社である河西工業ジャパン株式会社においては、製造現場である工場主体の組織であり業務の習

熟に一定の期間を要することから、管理職に占める中途採用者の目標比率は定めておりません。なお、当社グルー

プでは、日本国内においては新卒一括採用の慣習が根強く残っていることから、中途採用者比率を人的資本指標の

一つとして管理しております。一方、海外拠点においては、採用慣行や人事制度が国・地域ごとに大きく異なり、

中途採用という区分自体が存在しない場合もあるため、当該指標は日本地域におけるものとして開示しておりま

す。今後も、地域ごとの実情を踏まえつつ、グローバル全体で多様性ある人材が活躍できる環境づくりを推進して

まいります。
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（３）人的資本への投資等

当社グループは、様々な教育・研修などのサポートプログラムを整え、一人ひとりがキャリアを築けるよう人的

資本強化に努めており、全社員を対象とした階層別研修や語学教育、専門スキルを磨く職種ごとの教育等を下記体

系図のように整備し、実行しております。

当社ホームページ（http://recruit.kasai.co.jp/education/）においても詳細を掲載しております。
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであ

ります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1)経済状況等

当社グループの連結売上高は、今日までの積極的な海外展開と得意先の海外生産のシフトにより、その海外売上

比率は76.1％と高い水準にあります。したがって、当社グループの自動車関連製品の需要は、進出先の国及び地域

の経済状況の影響を受けます。特に北米地域の売上高は53.4％と連結売上高に占める割合が高く、同地域の自動車

市場の景気動向と需要変動が、当社グループの経営成績等に大きく影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、北米地域のほか、欧州、アジア地域、を含めたバランスの取れた経営体制を目指してまいり

ます。

 
(2)グローバル展開

当社グループは、前述のとおり海外売上比率は76.1％と高い水準にあります。そのため、海外生産拠点に予期し

ない政治・経済の不安定化、法律又は税制の変更、或いはテロ、戦争、その他の要因による社会的混乱等により事

業の遂行に問題が生じる可能性があり、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(3)特定の取引先への依存

当社グループの現在の主な販売先は、日産自動車㈱グループと本田技研工業㈱グループであり、当連結会計年度

における連結売上高に占める割合は71.7％となっております。当社グループは、両社の自動車販売動向が、当社グ

ループの経営成績等に大きく影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、両グループとの取引関係を維持発展させつつ、販売先の多様化を推進し、安定した事業運営

を目指してまいります。

 
(4)為替レートの変動

当社グループの連結売上高に占める海外売上高比率は、当連結会計年度で76.1％(前連結会計年度72.7％)となっ

ており、為替相場の影響を受けやすい状況になっております。当社グループの想定を超えた為替レートの変動が生

じた場合には、当社グループの経営成績等に影響を与える可能性があります。

当社グループの想定を超えた為替レートの変動に備え、各地域において現地通貨による取引・決済等を進めてま

いります。

 
(5)製品の欠陥・品質

当社グループは、予期せぬ製品の欠陥や品質面の不備が発生した場合、その欠陥や不備の内容によっては多額の

コストが発生したり、当社グループの評価が低下したりすることにより、当社グループの経営成績等に影響を及ぼ

す可能性があります。

当社グループでは、自動車産業の国際的な品質マネジメントシステム規格（IATF16949）を国内・海外拠点におい

て取得し、グローバルで品質保証体制の強化に努めております。このシステムを継続的に実践し、製品品質の安定

と向上を図るために、マネジメントシステムの定期的な監査と経営層による診断を実施しております。

 
(6)原材料等の供給不足・供給価格の高騰

当社グループの事業にとっては、十分な品質の原材料、部品、サービス等を調達することが不可欠であります。

しかし、供給業者での不慮の事故、震災などにより供給が中断した場合や不安定となった場合、当社グループの事

業が悪影響を受ける可能性があります。また、当社グループと供給業者は、契約によりその供給価格を決定してお

りますが、原油価格上昇等により原材料・部品価格が高騰する可能性があり、この場合には当社グループの経営成

績等が影響を受ける可能性があります。

当社グループにおきましては、不測の事態に備え、複数の供給網を構築し、原材料等の供給不足への対策を講じ

ております。
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(7)自然災害等

当社グループの生産拠点において、大規模な地震、台風による水害、昨今の気候変動による洪水・大寒波などの

自然災害、新型コロナウイルス感染症のようなパンデミック等は、経済活動に大きな影響を及ぼしております。こ

れら異常事態が発生した場合、一時的な操業停止や減産対応、サプライチェーンへの影響による製品部材等の調達

遅延や価格高騰、経済活動の停滞による製品やサービスの受注・売上の減少など、当社グループの経営成績等に大

きく影響を及ぼす可能性があります。

 
(8)情報セキュリティ

当社グループは、製品の開発、生産、販売など、事業活動において情報技術やネットワーク、システムを利用し

ております。これらの情報技術やネットワーク、システムには安全な対策が施されておりますが、サイバーテロ、

不正アクセス、コンピューターウイルスへの感染等により、情報システム障害による業務の停止、重要なデータの

喪失、機密情報や個人情報の漏洩などが発生する可能性があります。この結果、当社グループの経営成績等に影響

を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、一般的なセキュリティ対策とされる外部からの不正アクセスを防ぐファイヤーウォールの設

置、リアルタイムでのウイルスチェックによる検疫、サーバーやネットワーク回線の冗長化に加えクラウドサービ

スの利用促進、サイバー攻撃を考慮したバックアップシステムの確立、生産系とOA系のネットワークの論理的分離

の対策により不測の事態による業務停止リスク軽減など取引先への影響極小化に向けた各種の対策を講じておりま

す。

 
(9)価格競争

当社グループの製品は、価格的、品質的、技術的に十分競争力を有していると考えておりますが、新たな競合先

の台頭や、既存競合先による市場シェア拡大を目的とした低販売価格に対して、販売を維持、拡大し、収益性を保

つことができなくなる可能性があります。この場合には、当社グループの経営成績等が影響を受ける可能性があり

ます。

当社グループでは、ユーザー及び自動車メーカー各社のニーズに積極的に応える新製品・新工法を提供するた

め、強力に研究開発を進め、競争力確保に努めてまいります。

 
(10)有利子負債依存度、支払利息の増加並びに財務制限条項への抵触

当社グループは、設備投資、システム投資及び研究開発投資等のための資金調達を主に金融機関からの借入金に

依存しており、当連結会計年度末現在における有利子負債依存度（有利子負債額/総資産額比率）は53.3％でありま

す。適切な設備投資計画の策定や資産の効率化を図ることで、これ以上有利子負債依存度を高めないように取り組

んでおります。しかしながら、現時点における有利子負債依存度は相当程度高く、今後有利子負債依存度がさらに

増加した場合には、期待した金利・時期・金額での資金調達に影響を及ぼす可能性があります。

また、市場金利の上昇から、今後借入金利の上昇等により支払利息が増加した場合には、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、当社グループの借入契約には財務制限条項が付されております。これに抵触した場合、貸付人の請求が

あれば本契約上の期限の利益を失うため、ただちに当社の財務状況、キャッシュ・フロー、事業継続性等に重大な

影響を及ぼす可能性があります。

 
第90期

2021年３月期

第91期

2022年３月期

第92期

2023年３月期

第93期

2024年３月期

第94期

2025年３月期

総資産額 (百万円) 145,327 141,461 148,500 142,738 144,831

有利子負債額 (百万円) 60,393 71,124 79,835 74,179 77,126

有利子負債依存度 (％) 41.6 50.3 53.8 52.0 53.3

売上高 (百万円) 152,755 146,375 175,430 214,239 218,801

支払利息 (百万円) 550 582 1,185 1,912 2,049

支払利息／売上高 (％) 0.4 0.4 0.7 0.9 0.9
 

 
(11)希薄化及び流動性に関するリスク

当社は、2024年11月１日付で、第三者割当の方法により日産自動車株式会社（以下「日産自動車」といいま

す。）に対してＡ種優先株式を5,827,274株発行しました（以下「本第三者割当増資」といいます。）。Ａ種優先株

式には、発行後原則として１年経過後に行使可能な普通株式を対価とする取得請求権が付されており、Ａ種優先株

式の累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額がいずれも存在しない前提でＡ種優先株式全てについて当初

取得価額をもって当社普通株式に転換された場合、2025年３月31日現在の当社発行済株式総数に係る議決権の数を
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分母とする希薄化率は260.97％となります。したがって、Ａ種優先株式の当社普通株式への転換に伴い、当社普通

株式の１株当たりの株式価値及び持分割合が希薄化する可能性があり、また、Ａ種優先株式の累積未払配当金相当

額及び日割未払優先配当金額の増加に伴い希薄化規模は増加し、当社株価に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、全てのＡ種優先株式が一括して当社普通株式に転換された場合には、株式会社東京証券取引所がスタン

ダード市場の上場維持基準として定める流通株式比率25％以上の水準に抵触する可能性があります。また、この場

合には、当社株式の需給関係にも悪影響を及ぼす可能性があります。

 
(12)大株主との関係に関するリスク

Ａ種優先株式には当社普通株式と同等の議決権が付されており、2025年３月31日現在の総議決権数に占める割合

は13.05％となります。また、Ａ種優先株式には普通株式を対価とする取得請求権が付されており、全てのＡ種優先

株式が一括して普通株式に転換された場合には、当社の議決権の３分の２を超える議決権を有する支配株主となり

ます。さらに、日産自動車との投資契約においては、当社の重要事項について日産自動車の事前の承諾を要するこ

ととされており、当社の意思決定に対し影響力を持つことになります。

　また、日産自動車は、Ａ種優先株式発行後2028年３月31日までは、原則としてＡ種優先株式（Ａ種優先株式の取

得請求権の行使により当社普通株式を取得した場合には、当該普通株式）を譲渡することができませんが、かかる

譲渡制限期間経過後、日産自動車が当社株式の一部又は全部を売却する可能性があり、市場で売却した場合には、

売却の規模等によっては、当社株式の需給関係及び市場価格に影響を与える可能性があります。

　さらに、本第三者割当増資の実施を条件として、日産自動車から２名の取締役が派遣されております。当社は、

日産自動車との人的関係を維持する方針ではありますが、何らかの要因により日産自動車の方針等の変更が生じ、

人的関係が見直された場合には、当社の経営・事業戦略に影響を及ぼす可能性があります。

 

(13)金銭を対価とする取得請求権に関するリスク

当種優先株式においては年率7.0％の優先配当条項（複利、累積型）が定められており、当該配当が行われなかっ

た場合には翌期に複利で累積することとなります。また、Ａ種優先株式には、2028年４月１日以降行使可能な金銭

を対価とする取得請求権が付されており、その対価の金額はＡ種優先株式の払込金額相当額並びにＡ種累積未払配

当金相当額及びＡ種日割未払優先配当金額の合計額となります。したがって、Ａ種優先株主が金銭を対価とする取

得請求権を行使した場合、一括して上記の金銭の支払いを行う必要があり、当社グループの財政状態及びキャッ

シュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

 
(14)継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、①当連結会計年度末において自己資本が低い水準に留まっていることから、収益力向上、財務

体質の改善・強化、安定した経営基盤の構築及び安定的な資金繰りの確保を求められていること、②2023年度に策

定した経営再建策に従い、当連結会計年度において営業利益48億円を見込んでおりましたが、北米事業は継続的な

再建への取組みの遅延などの影響により経営再建策を大幅に下回り、２億89百万円の連結営業損失となったこと、

③当連結会計年度の業績には販売先OEMによる支援も含まれていること、④下記のとおり各取引金融機関と締結して

おります借入契約における確約条項及び財務制限条項に抵触していることから現時点では依然として継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

これに対して、当社グループでは当該事象又は状況を改善、解消すべく、当連結会計年度も引き続き、全社を挙げ

て以下の取組みを実行しております。

 
(1) グループの収益力向上

① 取引先との販売価格・数量等の改定交渉、材料の市況変動による高騰や労務費高騰の販売価格への転嫁、生

産現場における生産ロスの圧縮、人員体制の最適化等による人件費抑制の継続などの経営改革を断行し、

グループ収益力の向上を引き続き取り組んでまいります。

②　取引先との販売価格等の改定交渉は、着実に合意形成が図られており、グループ収益力の向上に取り組ん

でおります。

③　特に課題である北米拠点においては、上記取組みに加えて、主要販売先OEMのご協力による生産現場改善

や、間接部門における早期退職の実施、並びに事務のメキシコへの集約によるコストダウンなどの経営改

革を着実に実行しております。

④　米国関税の影響に関しては、販売先OEM等との交渉を通じて、利益圧迫を最小限にすべく取り組んでおりま

す。

⑤ 欧州拠点においても、拠点再編・不採算事業の撤退による収益改善施策を実行しております。

 
(2) 財務体質の改善・強化と安定した経営基盤の構築
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① 当社グループの安定的な事業運営の継続、自己資本の充実による財務体質の改善・強化及び経営再建を確実

とするための抜本的な構造改革施策の実施に必要な資金を確保することを目的とした、第三者割当増資に

よる総額60億円の資金調達（以下、「本第三者割当増資」）が2024年11月１日に完了しております。

② 2024年11月１日に本第三者割当増資に係る払込みが完了したことで、古川幸二が当社の代表取締役社長　社

長役員に新たに就任し、稲津茂樹が当社の取締役　副社長役員に新たに就任しております。2025年４月に

公表した中期経営計画「Kasai Turnaround Aspiration」の策定を主導するなど、経営再建に向けた新たな

体制をスタートしております。

 
(3) 安定的な資金繰りの確保

① 2024年11月１日に株式会社りそな銀行との間の、2024年５月９日付劣後特約付準金銭消費貸借契約書に基づ

く、デットデットスワップ（以下、「本DDS」といいます。）の効力が生じております。本DDSは、当社の

既存借入金（総額約176億円）の一部（総額60億円）について2033年３月31日を返済期限とする資本性劣後

ローンへ転換するものであり、当社の資金繰りの安定化に大きく寄与するものです。

② 当社は2022年５月26日に締結したシンジケートローン契約について、2024年10月23日付で変更契約を締結

し、これにより最終返済期限を2028年３月31日に変更しており、短期的な債務返済に関する懸念は解消さ

れています。

③ 当社は2022年９月30日に締結したコミットメントライン契約について、2024年10月23日付で変更契約を締結

し、コミットメント期日を2028年３月31日に変更すると共に、2024年11月１日より貸出コミットメントの

総額を55億円に増額しております。

④ 当社は2024年10月23日付で全取引金融機関との間で、「債権者間協定書」を締結しており、新たな財務制限

条項を設定すると共に、同「債権者間協定書」において定められた新たな弁済条件に基づく金銭消費貸借

契約書を併せて締結しております。

⑤ 上記に加えて、投資案件の厳選及び抑制等を図るとともに、グループ収益力の向上による営業キャッシュ・

フローの獲得により、事業及び運転資金需要の抑制に努めてまいります。

 
しかしながら、現在進めている経営再建策の進捗のみならず、主要販売先の生産台数の動向による売上減少要因

や原材料等の供給価格の高騰によるコスト増加要因などの外部環境の急激な変化により当社の業績に影響を及ぼす

可能性があることから、計画している業績の回復が早期に達成できない可能性があります。さらに、当社は2025年3

月期有価証券報告書の提出が法定期限内に行えなかったことにより、各取引金融機関と締結しております借入契約

における確約条項に抵触していることに加え、当連結会計年度において営業赤字となったことにより借入契約の財

務制限条項に抵触しております。この結果、当該契約に基づき、金融機関からの請求により期限の利益を喪失する

事由に該当する可能性があります。現時点において、金融機関からの期限の利益喪失に関する請求は受けておりま

せんが、当社としては、金融機関と協議を進めており、有価証券報告書提出遅延の原因となった事象の解消及び再

発防止策の策定・実施を講じること及び、グループの収益力向上へのさらなる取組みを実施することにより、期限

の利益喪失請求等の権利を放棄いただくことに理解を得られるよう努めております。これらの取組みに対して金融

機関の理解が得られず、期限の利益を喪失する事態となった場合には、当社の財務状況、キャッシュ・フロー、事

業継続性等に重大な影響を及ぼす可能性があります。上記のとおり各金融機関に期限の利益喪失請求等の権利を放

棄いただくことが確定していないため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 
(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 
①　財政状態及び経営成績の状況

世界経済は緩やかな回復となりつつあるものの、米国トランプ政権の関税政策、中東やロシア・ウクライナでの

不安定な国際情勢による地政学的リスクや下振れ要因が多く、先行き不透明感が増してきております。

わが国の経済も、物価上昇により内需の中心である個人消費の落ち込みが続くと予想されます。こうした中、当

社グループの関連する自動車業界は、中国市場などでの電気自動車（BEV）へのシフト、トランプ政策を巡る不確実

性の拡大により、市場の回復は見通しにくい状況が続くものと予想されます。

このような経営環境の中、当社グループは経営再建を目指して、100年に一度と言われる変革に対応すべく事業構

造改革の取り組みを進めているところであります。

 
a．財政状態

総資産は1,448億31百万円と前連結会計年度末に比べ、20億93百万円の増加（＋1.5％）となりました。

負債は1,219億22百万円と前連結会計年度末に比べ、５億70百万円の減少（△0.5％）となりました。

純資産は229億９百万円と前連結会計年度末に比べ、26億64百万円の増加（＋13.2％）となりました。

 
b．経営成績

売上高は2,188億１百万円と前連結会計年度に比べ45億61百万円（＋2.1％）の増収となりました。営業損失は２

億89百万円(前連結会計年度は16億53百万円の営業利益)、経常損失は12億88百万円(前連結会計年度17億22百万円の

経常利益)、親会社株主に帰属する当期純損失は91億82百万円（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失

15億59百万円）となりました。

 
セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

　（日本）

売上高は522億６百万円と前連結会計年度に比べ63億10百万円（△10.8％）の減収となり、セグメント利益は47億

54百万円と前連結会計年度に比べ７億11百万円の増益となりました。

 
（北米）

売上高は1,168億88百万円と前連結会計年度に比べ110億38百万円（＋10.4％）の増収となり、セグメント損失は

63億25百万円と前連結会計年度に比べ７億50百万円の損失の増加となりました。

 
（欧州）

売上高は275億49百万円と前連結会計年度に比べ48億９百万円（＋21.2％）の増収となり、セグメント損失は２億

94百万円と前連結会計年度に比べ６億96百万円の損失の減少となりました。

 
（アジア）

売上高は221億56百万円と前連結会計年度に比べ49億76百万円（△18.3％）の減収となり、セグメント利益は14億

98百万円と前連結会計年度に比べ23億23百万円の減益となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、267億30百万円（前連結会計年度末比48億31百万円の増加）と

なりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失69億22百万円となりましたが、減価償却費73億

16百万円、減損損失42億13百万円等による資金の増加があり、一方で、仕入債務の減少39億60百万円等により、９

億11百万円の収入（前連結会計年度は５億47百万円の支出）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出56億37百万円等により、51億70百万円の

支出（前連結会計年度は８億71百万円の収入）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少135億９百万円、長期借入れによる収入235億39百万

円、長期借入金の返済による支出67億83百万円、株式の発行による収入60億円等により、73億２百万円の収入（前

連結会計年度は107億42百万円の支出）となりました。

 
③　生産、受注及び販売の状況

a．生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
生産高
(百万円)

前年同期比
(％)

日本 52,241 △10.1

北米 116,861 ＋10.6

欧州 27,544 ＋19.9

アジア 22,174 △17.4

合計 218,822 ＋2.5
 

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によるものであります。

３　当連結会計年度において、日本セグメントの生産高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の減産によるものであります。

４　当連結会計年度において、北米セグメントの生産高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の増産や新車立上げによるものであります。

５　当連結会計年度において、欧州セグメントの生産高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の増産や新車立上げによるものであります。

６　当連結会計年度において、アジアセグメントの生産高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の減産によるものであります。

 
 

b．受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
(百万円)

前年同期比
(％)

受注残高
(百万円)

前年同期比
(％)

日本 51,756 △16.1 3,617 △52.6

北米 117,933 ＋11.1 9,433 ＋12.5

欧州 28,281 ＋22.9 2,384 ＋44.4

アジア 21,544 △21.5 1,307 △31.9

合計 219,516 ＋0.5 16,742 △14.5
 

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　当連結会計年度において、日本セグメントの受注高及び受注残高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の減産によるものであります。

３　当連結会計年度において、北米セグメントの受注高及び受注残高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の増産や新車立上げによるものであります。

４　当連結会計年度において、欧州セグメントの受注高及び受注残高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の増産や新車立上げによるものであります。

５　当連結会計年度において、アジアセグメントの受注高及び受注残高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の減産によるものであります。
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c．販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
販売高
(百万円)

前年同期比
(％)

日本 52,206 △10.8

北米 116,888 ＋10.4

欧州 27,549 ＋21.2

アジア 22,156 △18.3

合計 218,801 ＋2.1
 

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　当連結会計年度において、日本セグメントの販売高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の減産によるものであります。

３　当連結会計年度において、北米セグメントの販売高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の増産や新車立上げによるものであります。

４　当連結会計年度において、欧州セグメントの販売高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の増産や新車立上げによるものであります。

５　当連結会計年度において、アジアセグメントの販売高に著しい変動がありました。

これは当連結会計年度の当社受注車種の減産によるものであります。

６　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高
(百万円)

割合
(％)

販売高
(百万円)

割合
(％)

日産自動車株式会社 114,055 53.2 111,331 50.9

本田技研工業株式会社 41,023 19.1 45,456 20.8
 

７　上記の日産自動車株式会社の販売高には、同社の関係会社(NISSAN NORTH AMERICA,INC.、NISSAN

MEXICANA S.A. de C.V.、NISSAN MOTOR MANUFACTURING (UK) LTD.、日産車体株式会社、東風日産乗用

車公司、鄭州日産汽車有限公司、日産 (中国) 投資有限公司、Nissan Motor (Thailand) Co.,Ltd.、

Renault Nissan AutomotiveIndia Private Limitedの９社)向けの販売高を含めております。

８　上記の本田技研工業株式会社の販売高には、同社の子会社(Honda of America Mfg.,Inc.、Honda

Canada Inc.、Honda Manufacturing of Alabama,LLC、Honda Manufacturing of Indiana,LLC、Honda

de Mexico.S.A.de C.V.、株式会社本田技術研究所、広汽本田汽車有限公司、東風本田汽車有限公司、

Honda Automobile (Thailand) Co.,Ltd.、P.T. Honda Prospect Motorの10社)向けの販売高を含めてお

ります。

 
 

(2) 経営者の視点による経営成績の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①　財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

　（a）財政状態の分析

（資産の部）

総資産は1,448億31百万円と前連結会計年度末に比べ、20億93百万円の増加（＋1.5％）となりました。この主

な要因は、原材料及び貯蔵品16億46百万円減少、現金及び預金が37億77百万円増加したことによるものでありま

す。

（負債の部）

負債は1,219億22百万円と前連結会計年度末に比べ、５億70百万円の減少（△0.5％）となりました。この主な

要因は、長期借入金が651億37百万円増加、短期借入金が616億39百万円減少、支払手形及び買掛金が20億52百万

円減少、固定負債リース債務が３億48百万円減少、流動負債その他が17億68百万円減少したことによるものであ

ります。
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（純資産の部）

純資産は229億９百万円と前連結会計年度末に比べ、26億64百万円の増加（＋13.2％）となりました。この主

な要因は、利益剰余金が31億82百万円減少、為替換算調整勘定が53億82百万円増加、非支配株主持分が３億87百

万円増加したことによるものであります。

 
(b)経営成績の分析

（前連結会計年度と当連結会計年度の増減分析）

当連結会計年度の売上高は、日本・中国を始めとするアジア地域で主要得意先の生産台数が減少したものの、北

米地域、欧州地域における主要得意先の生産台数の増加に加え円安による為替影響により、2,188億１百万円と前連

結会計年度に比べ45億61百万円（＋2.1％）の増収となりましたが、急激なインフレ率の上昇による諸費用（労務

費、材料費、物流費、電力料等）の高騰や、新規車種立上げ関連費用の増加、為替の影響により、２億89百万円

（前連結会計年度は営業利益16億53百万円）の営業損失となりました。また経常損失は12億88百万円（前連結会計

年度は経常利益17億22百万円）となりました。なお、不採算事業からの撤退に伴う特別損失等を計上したことによ

り、親会社株主に帰属する当期純損失は、91億82百万円（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失15億

59百万円）となりました。

 
（計画値と実績値の増減分析）

売上高は主要得意先の生産台数等の増加や改善、円安影響などにより予想値に比べ4.2％増となりました。取引先

への販売価格の改定交渉、材料の市況変動による高騰や労務費高騰の販売価格への転嫁、生産現場における生産ロ

スの圧縮、人員体制の最適化等による人件費抑制の継続などの経営改革の断行を行いましたが、営業利益は、KMEX

の買掛金処理等を見直した結果、予想値より約8億円減少しました。一方、経常利益は、本業外での為替差益を計上

したこと等により、予想値より約2億円増加 いたしました。親会社株主に帰属する当期純利益は、主に米国子会社

の事業用資産について、正味売却価額を再評価した結果、減損損失を約31億円計上したため、約90億円の損失とな

りました。

 
2025年３月期
 （計画）

2025年３月期
    （実績）

2025年３月期
(計画比)

売上高 210,000百万円 218,801百万円 　8,801百万円増 （4.2％増）

営業利益又は営業損失(△) 500百万円 △289百万円 △789百万円減     （－）

経常損失(△) △1,500百万円 △1,288百万円 212百万円増     （－）

親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

△11,000百万円 △9,182百万円 1,818百万円増     （－）
 

(注) 計画値は、2025年４月28日付け「通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」にて公表した数値でありま

す。

 
（c）当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２ 事業の状況　３ 事業等のリスク」

に記載のとおりであります。

 
（d）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、「第２ 事業の状況　１ 経営方針、

経営環境及び対処すべき課題等　(1)　会社の経営の基本方針」に記載のとおりであります。
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（e）セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

 
(日本)

物価上昇により内需の中心である個人消費の落ち込みからの新車購買意欲も落ち込み、売上高は522億６百万円

と前連結会計年度比63億10百万円の減収（△10.8％）となりましたが、経営改革の断行の効果によりセグメント

利益は47億54百万円と前連結会計年度比７億11百万円の増益（＋17.6％）となりました。

(北米)

主要得意先の生産台数の増加や為替の影響により、売上高は1,168億88百万円と前連結会計年度比110億38百万

円の増収（＋10.4％）となりました。ただし、原材料費・労務費・物流費の高騰により、セグメント損失は63億

25百万円（前連結会計年度はセグメント損失55億74百万円）となりました。

(欧州)

好調な主要得意先の生産台数に支えられ、売上高は275億49百万円と前連結会計年度比48億９百万円の増収（＋

21.2％）となりました。セグメント損失は２億94百万円（前連結会計年度はセグメント損失９億91百万円）とな

りました。

(アジア)

アセアン地域は生産台数回復傾向にある一方、中国地域は期初からの主要得意先の販売不振が回復遅れに影響

し、売上高は221億56百万円と前連結会計年度比49億76百万円の減収（△18.3％）となり、セグメント利益は14億

98百万円と前連結会計年度比23億23百万円の減益（△60.8％）となりました。

 
②　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

（a）キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「第２ 事業の状況　４ 経営者による財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 （1）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フロー

の状況」に記載のとおりであります。

 
（b）当社グループの資本の財源及び資金の流動性

当社グループの運転資金需要は、材料費、経費、労務費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要

は、新規車種の生産準備に係わる金型、生産設備、新工場の増新設及び設備の更新等の投資資金であります。

当社グループは事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本としており、これ

ら資金需要については、営業活動によるキャッシュ・フローを主とし、必要に応じて金融機関からの借入等によ

り資金を充当しております。また、国内連結子会社にＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入、

海外連結子会社についても当社がグループ資金を一元管理することで資金の効率化を図っております。さらに、

当社は適時に資金繰り計画を作成・更新し、手元流動性を検証することなどにより流動性のリスクを管理してお

ります。

当社は、2024年11月１日、当社グループの安定的な事業運営の継続、自己資本の充実による財務体質の改善・

強化及び経営再建を確実とするための抜本的な構造改革施策の実施に必要な資金を確保することを目的として、

日産自動車株式会社より、総額60億円の本第三者割当増資を実行いただきました。また、2024年11月１日、株式

会社りそな銀行はデットデットスワップ（以下、「本DDS」といいます。）を実行しました。このように、急速な

外部環境の変化に対応するため手元流動性を高め、緊急時の資金対応に備えております。

 
（c）資金配分について

当社グループ全体として得られた資金は、設備投資、株主還元、手元資金に振り分けております。設備投資に

ついては、経営戦略を踏まえた投資意義や投資資金の回収可能性を検討の上、投資の可否を判断しております。

また、業績に応じた株主還元を実施することを基本方針としており、配当政策については、継続的かつ安定的な

配当の維持を目指しております。手元資金については、適切な事業環境に応じて一定の水準に抑えることでグ

ループ全体の資金効率を高めていくよう努めております。

なお、翌連結会計年度の設備投資予定額につきましては、「第３ 設備の状況　３ 設備の新設、除却等の計

画」に記載のとおりであります。

 
③　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され
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ております。重要な会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項　

（重要な会計上の見積り）」に記載しております。連結財務諸表の作成にあたっては、会計上の見積りを行う必

要があり、特に以下の事項は、経営者の会計上の見積りの判断が財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼすと

考えております。

 
（固定資産の減損処理）

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グルー

プから得られる将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上しております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては

慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が

生じ減少した場合、減損処理が必要となる可能性があります。
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５ 【重要な契約等】

（借入に関する契約）

１.金銭消費貸借契約（コミットメントライン）

貸付人 株式会社りそな銀行

貸付極度額 総貸付額　3,000百万円

債務の期末残高 3,000百万円（2025年３月31日現在）

契約締結日
コミットメントライン契約書：2022年５月26日

コミットメントライン契約書に関する変更契約書：2024年10月23日

返済期日 2028年３月31日

担保等の状況
担保：当社及び河西工業ジャパン株式会社が所有する不動産に根抵当権を設定

保証：該当事項なし

財務制限条項 該当事項なし
 

 
２.金銭消費貸借契約（コミットメントライン）

貸付人 株式会社りそな銀行

貸付極度額 総貸付額　5,500百万円

債務の期末残高 732百万円（2025年3月31日現在）

契約締結日
相対型コミットメントライン契約書：2022年９月30日

相対型コミットメントライン契約書に関する変更契約書：2024年10月23日

返済期日 2028年３月31日

担保等の状況
担保：当社が所有する工場財団に根抵当権を設定

保証：該当事項なし

財務制限条項

(１)  利益維持条項

2025年３月期以降、各事業年度の連結の損益計算書における営業利益を正の数値に維持す

ること。

(２)  現預金維持条項

2024年６月以降、各暦月末日における当社の貸借対照表における現金及び預金（現金同等

物を含む。）の合計額に、当社の相手方当事者としての金融機関が貸付義務を有するコ

ミットメントライン契約の未使用貸付極度額を加算した金額を20億円以上に維持するこ

と。

(３)  純資産維持条項

2025年３月期以降、決算期末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額を101億3,000

万円以上に維持する。ただし、純資産の部の金額については、連結子会社に対する貸付等

債権に係る「為替差損益」の額及び「為替換算調整勘定」の額を差し引いた額とする。
 

 
３.債権者間協定書

対象となる借入

上記１及び上記２に記載する金銭消費貸借契約（コミットメントライン契約）に基づく借入債

務及び後記の劣後特約付準金銭消費貸借契約の対象となる債務を除く、当社の全取引金融機関

（都市銀行、地方銀行、政府系金融機関、信託銀行、保険会社、サービサー）に対する一切の

借入債務

債務の期末残高 合計63,790百万円（2025年３月31日現在）

契約締結日 2024年10月23日

最終返済期日 2028年３月31日

担保等の状況 各借入契約による
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財務制限条項

(１)  利益維持条項

2025年３月期以降、各事業年度の連結の損益計算書における営業利益を正の数値に維持

し、これを損失としない。

(２)  現預金維持条項

2024年６月末日を初回とし、各暦月末日における借入人単体の貸借対照表における現金及

び預金（現金同等物を含む。）の合計額に、借入人の相手方当事者としての金融機関が貸

付義務を有するコミットメントライン契約の未使用貸付極度額を加算した金額（以下「最

低現預金」という。）を20億円以上に維持する。

(３)  純資産維持条項

2025年３月期以降、決算期末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額を101億3,000

万円以上に維持する。ただし、純資産の部の金額については、連結子会社に対する貸付等

債権に係る「為替差損益」の額及び「為替換算調整勘定」の額を差し引いた額とする。

 
 

 
（第三者割当による優先株式の発行に係る投資契約の締結）

当社は、2024年５月９日付けで、日産自動車（住所：神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地）との間で、第三者割

当の方法により日産自動車に対して総額6,000,000,000円のＡ種優先株式（以下「Ａ種優先株式」といいます。）を

発行すること（以下「本第三者割当増資」といいます。）等に関して投資契約（以下「本投資契約」といいま

す。）を締結し、2024年11月１日付けで本第三者割当増資に係る払込手続が完了いたしました。本投資契約におい

て、当社の取締役の指名等に関する合意及び当社の株主総会又は取締役会において決議すべき事項等について日産

の事前の承諾を要する旨の合意が含まれており、当該合意に係る内容は以下のとおりです。

１．本投資契約の目的、取締役会における検討状況その他の当社における合意に係る意思決定に至る過程及び当該

合意が当社の企業統治に及ぼす影響

    当社グループは、2019年末に発生した新型コロナウイルス感染症、及び世界的な半導体不足の影響により、主

要販売先OEMの減産や生産の不安定化等の厳しい環境変化に直面しております。その結果、2020年度以降は売上

高が大幅に減少し、固定費の負担が大きくなったことから大幅な営業損失を計上し、2023年３月期には、14,925

百万円の営業損失を計上しました。これに伴い、財務の健全性を示す自己資本比率は2023年９月末時点で7.8％

と2019年12月末時点の38.8％から低下するに至りました。

    このような状況において、当社グループは当該事象又は状況を改善・解消すべく、収益力向上及び財務体質の

改善・強化を図り、安定した経営基盤を築くために、さまざまな対応策を実施しております。これらの取組みは

一定の成果を上げているものの、当社グループとしては、中長期的な企業価値向上を実現するためには、不採算

拠点の再編を含む拠点の最適化による固定費の抜本的な削減等の早期の構造改革の断行が不可欠であると考えて

おります。当社グループは、このような状況において、当社グループの安定的な事業運営を継続し財務体質の抜

本的な改善を図りつつ経営改革を実行していくためには、スポンサーからの早期の資本性資金の調達が必要であ

ると判断しました。

    当社グループは2022年11月以降、スポンサー候補との接触を開始しました。また、フィナンシャルアドバイ

ザーを起用した上で、当社グループとのシナジーが見込める事業会社28社、及び事業規模等の観点から当社グ

ループへの出資が検討可能であると想定されるファンド21社をリストアップし、スポンサー支援の打診を行いま

した。一方で、各スポンサー候補としては、当社グループの借入金残高が収益力対比で過大であると判断し、複

数のスポンサー候補から、借入金の大幅な軽減を前提としない限り本格的な検討は難しいという趣旨の回答が得

られました。

    こうした状況の中、当社グループは最大の販売先OEMである日産自動車に対して、スポンサー支援の打診を行

い、協議を継続してまいりました。その結果、今般協議がまとまり、2024年５月９日開催の取締役会において、

日産自動車との間で本投資契約を締結し、第三者割当の方法により日産自動車に対して総額60億円のＡ種優先株

式を発行することを決議いたしました。本投資契約を通じて日産自動車との連携を深めつつ、早期の経営再建を

実現することで、当社グループの企業価値向上を実現してまいります。併せて当社といたしましては、日産自動

車による当社経営への寄与によりガバナンス体制の向上が図れるものと考えております。

２．本投資契約の内容

（１）取締役の指名等に関する合意内容

    当社は日産自動車との間で、当社が取締役（監査等委員である取締役を含みます。）の定数を15名から10名以

内に変更すること、日産自動車が、(i)日産自動車が完全希釈化ベースで10％以上の議決権を保有する限り、当

社の取締役候補者２名を指名する権利を、(ii)日産自動車が完全希釈化ベースで５％以上の議決権を保有する限

り、当社の取締役候補者１名を指名する権利を有することを合意しております。なお、当社には、日産自動車が

指名する取締役候補者が株主総会において選任されるよう最大限努力する義務が課されております。上記(i)の

場合において、日産自動車が指名する取締役候補者２名が当社取締役に選任されたとき、２名のうち、１名は当

社の代表取締役兼CEOに、他の１名は、製造部門を担当する取締役となります。上記(ii)の場合において、日産

自動車が指名する取締役候補者が当社取締役に選任されたとき、当該取締役は、製造部門又は当社及び日産自動

車の間で合意する他の部門を担当する取締役となります。また、当社には、りそな銀行が指名する取締役候補者
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１名が株主総会において選任されるよう最大限努力する義務が課されており、りそな銀行が指名する取締役候補

者１名が当社取締役に選任された場合、当該取締役は当社のCFO（取締役企画本部長）となります。

（２）事前承諾事由に関する合意内容

   当社は日産自動車との間で、日産自動車が完全希釈化ベースで５％以上の議決権を保有する限り、当社グループ

に関して、日産自動車による事前の承諾なく、以下の事項を行わないことを合意しております。

(i)    定款又はその他重要な組織規程の改訂

(ii)   株式等の発行

(iii)  剰余金の配当又は自己株式の取得

(iv)   負債等の負担、引受け、保証

(v)    資産の売却若しくは処分又は担保権の設定（総額が10億円未満の資産を除きます。）

(vi)   10億円を超える設備投資又は資本支出の実施（本再建計画に記載の事項を除きます。）

(vii)  吸収合併、新設合併、組織再編、清算、解散又は倒産手続の決定

(viii) 負債等の期限前弁済又はローン契約等の契約条件の変更

(ix)   当社の取締役を９名を超えて選任すること

(x)    日産自動車による普通株式対価の取得請求権の行使に必要な相手方の承認又は同意を得るこ とな

く、チェンジオブコントロール条項を含む重要な契約を締結すること

（３）日産自動車の新株引受権

   当社は日産自動車との間で、日産自動車が完全希釈化ベースで５％以上の議決権を保有する限り、当社が株式等

を新たに発行する場合、日産自動車がかかる株式等について新株引受権を有することを合意しております。

（４）譲渡制限

   本投資契約において、日産自動車は、2028年３月31日までＡ種優先株式（Ａ種優先株式の取得請求権の行使によ

り当社普通株式を取得した場合には、当該普通株式）の譲渡が制限される旨が定められております。但し、本投

資契約において、日産自動車は、上記譲渡制限期間中であっても、保有する当社株式の全てを日産自動車の連結

子会社へ譲渡することが認められております。

 
（劣後特約付準金銭消費貸借契約の締結）

当社は、当社の既存借入金（総額約176億円）の一部（総額60億円）を資本性劣後ローンへ転換することを目的と

して、2024年５月９日付けで、株式会社りそな銀行（以下「りそな銀行」といいます。）との間で、劣後特約付準

金銭消費貸借契約（以下「本劣後特約付準金銭消費貸借契約」といいます。）を締結しました。

 
本劣後特約付準金銭消費貸借契約の概要は、以下のとおりです。

弁済期 2033年３月31日

利率 年0.5％

期限前弁済 通常借入金債務（※）に係る債権を有する者の全ての同意を得た場合に限り、劣後債務

（デットデットスワップ（DDS）の対象となる借入金債務をいう。以下同じ。）の元本の

期限前弁済が可能。

劣後特約 当社について破産手続が開始した場合、劣後債務の元利金に係るりそな銀行の当社に対す

る支払請求権は、破産法第99条第２項の約定劣後破産債権として扱われる。

当社について特別清算手続が開始した場合、劣後債務の元利金に係るりそな銀行の当社に

対する支払請求権は、その他の一切の債権（但し、劣後債権（デットデットスワップ

（DDS）の対象となる借入金債権をいう。）と同等の条件を付された債権を除く。）に劣

後する。
 

※通常借入金債務とは、本劣後特約付準金銭消費貸借契約締結日現在において当社が負担している全ての債務

（但し、劣後債務及び劣後債務と同等の条件を付された債務を除きます。）及び再建計画に基づき当社が新たに

負担する全ての借入金債務をいいます。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは自動車内装トリム部品の専門メーカーとして、ユーザー及び自動車メーカー各社のニーズに積極的

に応える新製品・新工法を提供するため、強力に研究開発を進めております。

なお、当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費の総額は1,398百万円であり、主に日本で発生したも

のであります。この他に新車開発及び既存製品の改良等で発生した研究開発関連の費用は2,799百万円であります。

主な成果は次のとおりであります。

2024年４月から2025年３月までの主な活動を報告します。

 
(1)産業廃棄物を活用した新材料の開発

 当社は、カーボンニュートラルに貢献できる材料として産業廃棄物となっているウニ殻を利用した機能性フィラー

の開発を進めております。現在世界中の沿岸地域においてウニの大量発生による海の砂漠化と呼ばれる「磯焼け」が

起こっております。このウニを捕獲・畜養する活動が各地で行われており、陸上の３～６倍のCO2吸収が見込める藻場

の回復が促進されております。一方で畜養されたウニは食用となりますが、殻は産業廃棄物として焼却処分されてお

ります。当社はウニ殻が多孔質構造を持っていることに着目し、材料化に取り組んでおります。作製されたウニ殻由

来機能性フィラーは従来設備による樹脂へのコンパウンド及び成形が可能です。粉体のまま消臭剤としての使用も検

討をしております。

ウニ殻由来機能性フィラー「ウニライトⓇ」に期待できる効果

・鉱産物炭酸カルシウムのような補強効果に加え，多孔構造を持つバイオミネラルをフィラーとして活用し

 VOC吸着効果や消臭効果を発揮することが期待できます。

・増量材として使用することで、石油由来樹脂の使用量を削減できます。

本件は「人とくるまのテクノロジー展2024」及び同時開催の「公益社団法人自動車技術会2024春季大会」にて発表

いたしました。

 
(2)解析に基づいた新技術開発

 ①流動解析と熱弾塑性構造解析の連成による内装樹脂部品外観不具合発生メカニズムの解明

 自動車内装部品では従来の知見では解決できない白モヤ（外観不良）が課題となっていました。新たなシミュレー

ション技術により、白モヤ現象は、従来の知見である脱型時の金型との摺動で発生するだけでなく、型内で成形品が

冷却される時の固化収縮挙動でも発生することを解明しました。併せて、実部品で発生した固化収縮挙動の発生要因

を突き止め、デジタル段階で外観改善の対策が可能となりました。また型内の樹脂挙動を再現できる本手法は、成形

工程で発生する様々な不具合現象の未然防止に貢献できます。

本件は「公益社団法人自動車技術会2024春季大会」にて発表いたしました。

 
②HSEAを用いたドア詳細モデル解析から音の流れ可視化技術開発による車室内騒音の効率的低減の検討

電動化・自動運転化に向け、より快適な室内空間として車室内の静粛性向上が求められております。 騒音を低減す

るには一般的に遮音材など質量増加を招くこともあります。これは電動車両に於いては車両重量が増加することで航

続距離の低下を招く事もあり、効率的な騒音低減対策が求められております。当社主力製品であるドアトリムは、車

外からの騒音が車室内へ侵入する境界にあり、重要な役割を果たしております。ドアを構成するアウター及びイン

ナーパネル、ドアトリムを音が通過するパネルとしてモデル化すると同時に、それぞれパネル間の空間も詳細にモデ

ル化しました。その結果、騒音がどのように侵入するかを可視化でき、効率的な騒音低減策を可能としました。

本件は「公益社団法人自動車技術会2024春季大会」にて発表いたしました。

 
(3)デジタル技術を活用した新製品開発を推進

 当社のデジタル開発では、デザイン領域や設計領域で用いられる3DCADソフト、3D解析ソフト、3Dビジュアライ

ゼーション（CG）ソフトを、先行開発や製品開発において有効活用しております。新製品の開発において、これまで

は原寸大のモックアップ（試作品）を製作していましたが、バーチャルモックアップに移行しております。先行開発

品の開発スピード向上はコスト削減に繋がるとともにアウトプット数の増加も可能であり、利点は多くなっておりま

す。バーチャルモックアップはデジタル技術であるバーチャルリアリティ（VR）を活用して、現実に近い形でのアウ

トプットをお客様にご提案しております。

 
(4)アップサイクル製品を初展示

 当社は工場から排出された製品の端材を新しい製品に生まれ変わらせる、3R活動（産業廃棄物削減活動）に取り組

んでおります。高機能パーテーションは、災害時の避難所生活でのプライバシー保護を目的とした防音性、断熱性に

優れた工具無しで誰でも簡単に組み立てられる端材を利用した軽量パーテーションです。2枚の板をジョイントで組み

上げ空気層を持ったパーテーションにする構造体で当社固有の技術として特許出願中です。寒川町の体験型のイベン
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ト「さむかわ安全・安心フェア」に出店し、高機能パーテーションの展示と組み立て体験、端材を使用したマスコッ

ト工作体験を行いました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)は、「自動車内装部品事業」を中心に、自動車のモデルチェンジに伴う新規部

品の研究開発、品質管理及び生産に関連した設備投資を継続的に実施しております。

当連結会計年度の設備投資の総額は6,055百万円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりで

あります。

 
(1)日本

当連結会計年度の主な設備投資は、モデルチェンジに伴う生産設備を中心に総額1,380百万円の投資を実施いた

しました。

なお、生産能力に重大な影響を与えるような固定資産の除却、売却等はありません。

 
(2)北米

当連結会計年度の主な設備投資は、モデルチェンジに伴う生産設備を中心に総額3,450百万円の投資を実施いた

しました。

なお、生産能力に重大な影響を与えるような固定資産の除却、売却等はありません。

 
(3)欧州

当連結会計年度の主な設備投資は、モデルチェンジに伴う生産設備を中心に総額704百万円の投資を実施いたし

ました。

なお、生産能力に重大な影響を与えるような固定資産の除却、売却等はありません。

 
(4)アジア

当連結会計年度の主な設備投資は、モデルチェンジに伴う生産設備を中心に総額521百万円の投資を実施いたし

ました。

なお、生産能力に重大な影響を与えるような固定資産の除却、売却等はありません。

 
一部の海外連結子会社において、第89期の期首よりIFRS第16号「リース」を適用しており使用権資産を計上して

おります。

 
また、当連結会計年度において、減損損失4,213百万円を計上しております。減損損失の内容については、「第

５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（連結損益計算書関係）※８減損損失」に記載のとおりでありま

す。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。

(1)  提出会社

2025年３月31日現在

事業所名

(所在地)
セグメント
の名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具
工具、器具
及び備品

土地

(面積千㎡)
合計

本社

(神奈川県寒川町)
日本

自動車

内装部品

製造設備

3,898 462 358
1,413

(74)
6,132

646

[67]
 

(注) １　帳簿価額のうち建物及び構築物、土地に投資不動産が含まれており、その内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物　303百万円

土地　　　　　　297百万円

 
(2)  国内子会社

2025年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)
セグメント
の名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具
工具、器具
及び備品

土地

(面積千㎡)
合計

河西サポー
トサービス
㈱

本社工場
(神奈川県
高座郡)

日本
自動車内装
部品用賃貸
設備

0 － 0 － 1
15

[13]

 
河西工業
ジャパン㈱

本社・寒川
工場（神奈
川県高座
郡）

〃

自動車

内装部品

製造設備

11 151 86 － 249

674

[129]

寄居工場
（埼玉県寄
居町）

〃 〃 225 97 0
436

(40)
759

三重工場
(三重県津
市)

〃 〃 322 476 30
218

(20)
1,047

滋賀工場
(滋賀県東
近江市)

〃 〃 289 123 0
388

(25)
801

館林工場
(群馬県明
和町)

〃 〃 22 58 4
573

(21)
659

太田工場
(群馬県

太田市)
〃 〃 118 253 4

236

(17)
612

宇佐工場
(大分県

宇佐市)
〃 〃 298 683 15

534

(52)
1,530

苅田工場

(福岡県苅
田町)

〃 〃 1,249 183 4
362

(17)
1,800

河西テクノ
㈱

本社

(神奈川県

寒川町)

〃
事務所用
設備

－ － 0 － 0
31

[－]

岩手分室

(岩手県

北上市)

〃 〃 41 － 0
18

(3)
60

38

[－]
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(3)  在外子会社

2025年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)
セグメント
の名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)

従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具
工具、器具
及び備品

土地

(面積千
㎡)

合計

KASAI NORTH
AMERICA, INC.

マンチェス
ター・

アッパーサン
ダスキー・

プラットビ
ル・

タラデガ・

マディソン

工場(米国)

北米

自動車

内装部品

製造設備

7,057 1,942 355
275

(344)
9,630

2,398

[－]

KASAI

MEXICANA

S.A. DE C.V.

本社工場

(メキシコ)
〃 〃 2,417 2,880 892

1,298

(253)
7,488

2,523

[－]

KASAI UK LTD
ワシントン工
場(英国)

欧州 〃 24 1,402 72
82

(21)
1,582

583

[14]

広州河西汽車
内飾件㈲

本社工場

(中国)
アジア 〃 1,264 782 494 - 2,542

420

[33]

KASAI

TECK SEE

CO.,LTD.

アユタヤ・
ピントン工場

(タイ)
〃 〃 533 998 6

196

(21)
1,735

337

[－]

PT. KASAI
TECK SEE
INDONESIA

本社工場

(インドネシ
ア)

〃 〃 315 581 21
533

(44)
1,452

221

[52]
 

(注) １　従業員数の［ ］は、平均臨時従業員数であり外数であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、中期経営計画に基づき、「自動車内装部品事業」の生産設備の新設・改修

を中心に計画しております。

当連結会計年度末現在における設備の新設、改修に係る翌連結会計年度の投資予定額は120億円であり、その所要

資金につきましては、自己資金及び借入金を充当する予定であります。

なお、重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおりであります。

 
(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名

(所在地)
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
資金調達

方法

着手及び

完成予定日

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

河西工業㈱

本社

(神奈川県

寒川町)

日本
研究開発用設備、
建物附属設備等

323 46
自己資金

借入金

2025年

4月

2026年

3月

河西工業ジャパ

ン㈱

本社・工場

(神奈川県

寒川町他)

〃
自動車内装部品組立設

備、金型、治工具等
2,710 1,173

自己資金

借入金

リース

2025年

4月

2026年

3月

KASAI NORTH

AMERICA, INC.

米国

テネシー州
北米

自動車内装部品組立設

備、治工具等
5,053 1,912

自己資金

借入金

2025年

4月

2026年

3月

KASAI MEXICANA

S.A. DE C.V.

メキシコ

グァナファト

州

〃 〃 1,179 722
自己資金

借入金

2025年

4月

2026年

3月

KASAI UK LTD
英国タイン＆

ウェア郡
欧州 〃 1,310 606

自己資金

借入金

2025年

4月

2026年

3月

広州河西汽車

内飾件㈲

中国

広州市
アジア 〃 484 356 自己資金

2025年

4月

2026年

3月

東風河西(大連)
汽車飾件系統㈲

中国

大連市
〃 〃 52 12 自己資金

2025年

4月

2026年

3月

東風河西(武漢)

頂飾系統㈲

中国

武漢市
〃 〃 43 21 自己資金

2025年

4月

2026年

3月

KASAI

TECK SEE

CO.,LTD.

タイ

アユタヤ県
〃 〃 394 125

自己資金

借入金

2025年

4月

2026年

3月

PT. KASAI

TECK SEE

INDONESIA

インドネシア

西ジャワ州
〃 〃 382 16

自己資金

借入金

2025年

4月

2026年

3月
 

(注) １　完成後の増加能力については、合理的な算出が困難なため記載を省略しております。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】
 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 181,356,008

Ａ種優先株式 5,827,274

計 181,356,008
 

（注）2024年６月27日開催の定時株主総会（第一会）において、第三者割当増資の方法による日産自動車に対する総額

60億円のＡ種優先株式の発行（以下「本第三者割当増資」といいます。）に係る払込みが実行されること等を条件とし

て、定款を一部変更し、発行可能株式総数及び発行可能種類株式総数の変更をする旨決議していたところ、2024年11月

１日、本第三者割当増資に係る払込が実行されたことに伴い、発行可能株式総数及び発行可能種類株式総数を変更しま

した。

 
②  【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(2025年３月31日)

提出日現在

発行数(株)

(2025年10月８日)

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 39,511,728 39,511,728
東京証券取引所

スタンダード市場

株主としての権利
内容に制限のな
い、標準となる株
式であり、単元株
式数は100株であり
ます。

Ａ種優先株式 5,827,274 5,827,274 －
単元株式数は100株
であります。

計 45,339,002 45,339,002 － －
 

(注)　Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

１．剰余金の配当

(1) Ａ種優先配当金

当会社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当の基準

日（以下「配当基準日」という。）の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主（以

下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（Ａ種優先株主と併せて、以下「Ａ種優

先株主等」という。）に対し、下記８．(1)に定める支払順位に従い、Ａ種優先株式１株につき、下記(2)に

定める額の金銭による剰余金の配当（かかる配当によりＡ種優先株式１株当たりに支払われる金銭を、以下

「Ａ種優先配当金」という。）を行う。なお、Ａ種優先配当金に、各Ａ種優先株主等が権利を有するＡ種優

先株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

(2) Ａ種優先配当金の額

(a) Ａ種優先配当金の額は、金6,000,000,000円を5,827,274で除した金額（下記(c)及び(d)に従って調整され

た場合は、調整後の価額をいい、以下「払込金額相当額」という。）に、年率7.0％を乗じて算出した額の

金銭について、当該配当基準日の属する事業年度の初日（但し、当該配当基準日が2025年３月末日に終了

する事業年度に属する場合は、Ａ種優先株式について払込みがなされた日）（同日を含む。）から当該配

当基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日（但し、当該事業年度に閏日を含む場

合は366日）として日割計算を行うものとする（除算は最後に行い、円位未満小数第５位まで計算し、その

小数第５位を四捨五入する。）。但し、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当基準日より前の

日を基準日としてＡ種優先株主等に対して剰余金の配当（下記(4)に定めるＡ種累積未払配当金相当額の配

当を除く。また、下記(b)に従ってＡ種優先配当金の額を計算した場合においても、本(a)に従い計算され

るＡ種優先配当金の額の剰余金の配当が行われたものとみなす。）が行われたときは、当該配当基準日に

係るＡ種優先配当金の額は、その各配当における配当金の合計額を控除した金額とする。

(b) 上記(a)にかかわらず、当該配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該剰余金の配当が行われる時点まで

の間に当会社がＡ種優先株式を取得した場合は、当該配当基準日を基準日として行う当該剰余金の配当に

おいて各Ａ種優先株主等に対して支払われるＡ種優先配当金の額は、上記(a)に従って計算される額に、当
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該剰余金の配当が行われる時点の直前における当該Ａ種優先株主等の所有又は登録に係るＡ種優先株式の

数を当該配当基準日の終了時点における各Ａ種優先株主等の所有又は登録に係るＡ種優先株式の数で除し

て得られる比率を乗じて得られる金額とする。

(c) 当会社がＡ種優先株式につきＡ種優先株主に割当てを受ける権利を与えて発行又は処分（株式無償割当て

を含む。以下、本(c)において同じ。）を行う場合、以下の算式により払込金額相当額を調整する。なお、

以下の算式における「Ａ種優先株主への割当て前のＡ種優先株式の発行済株式数」、「Ａ種優先株主への

割当てにより発行されるＡ種優先株式の数」及び「Ａ種優先株主への割当て後のＡ種優先株式の発行済株

式数」は、当該発行又は処分の時点で当会社が保有するＡ種優先株式の数を控除した数とし、当会社が保

有するＡ種優先株式を処分する場合には、以下の算式における「Ａ種優先株主への割当てにより発行され

るＡ種優先株式の数」は「処分する当会社が保有するＡ種優先株式の数」と読み替える。また、調整の結

果、１円未満の端数が生じた場合、当該端数は切り捨てる。

 

  
調整前の

払込金額

相当額

×

Ａ種優先株主へ
の割当て前のＡ
種優先株式の発
行済株式数

＋

Ａ種優先株主へ
の割当てに際し
て払い込まれる

１株当たりの払
込金額

×

Ａ種優先株主へ
の割当てにより
発行される

Ａ種優先株式の
数

調整後の

払込金額

相当額 ＝

_______________________________________________________________________
 

 
Ａ種優先株主への割当て後の
Ａ種優先株式の発行済株式数

 

 
調整後の払込金額相当額は、Ａ種優先株主への割当てを行う場合はＡ種優先株主への割当ての効力発生日

（Ａ種優先株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日の翌日）以降これを適用する。

その他Ａ種優先株主への割当てに類する事由が発生した場合は、払込金額相当額は、取締役会決議により

適切に調整される。

(d) 当会社がＡ種優先株式につき株式の分割又は併合を行う場合、以下の算式により払込金額相当額を調整す

る。なお、以下の算式における「株式の分割・併合前のＡ種優先株式の発行済株式数」は、当該分割又は

併合前の時点で当会社が保有するＡ種優先株式の数を控除した数とし、「株式の分割・併合後のＡ種優先

株式の発行済株式数」は、当該分割又は併合後の時点で当会社が保有するＡ種優先株式の数を控除した数

とする。また、調整の結果、１円未満の端数が生じた場合、当該端数は切り捨てる。

 

調整後の

払込金額相当額
＝

調整前の

払込金額相当額
×

株式の分割・併合前の
Ａ種優先株式の発行済株式数

株式の分割・併合後の
Ａ種優先株式の発行済株式数

 

 
調整後の払込金額相当額は、株式の分割を行う場合は当該株式の分割のための基準日の翌日以降、株式の

併合を行う場合は当該株式の併合の効力発生日（当該株式の併合にかかる基準日を定めた場合は当該基準

日の翌日）以降これを適用する。

その他株式の分割又は併合に類する事由が発生した場合は、払込金額相当額は、取締役会決議により適切

に調整される。

(3) 参加条項

当会社がＡ種優先株主等に対して、Ａ種優先配当金及びＡ種累積未払配当金相当額（下記(4)に定める。）を

配当した後、普通株主等（下記８.(1)に定める。）に対して剰余金の配当を行うときは、同時に、Ａ種優先

株主等に対して、Ａ種優先株式１株につき、それぞれ、普通株式１株あたりの剰余金の配当額と同額の剰余

金の配当を行う。

(4) 累積条項

ある事業年度に属する日を基準日としてＡ種優先株主等に対して行われた１株当たりの剰余金の配当（当該

事業年度より前の各事業年度に係るＡ種優先配当金につき本(4)に従い累積したＡ種累積未払配当金相当額

（以下に定義される。）の配当を除く。また、上記(2)(b)に従ってＡ種優先配当金の額を計算した場合にお

いても、上記(2)(a)に従い計算されるＡ種優先配当金の額の剰余金の配当が行われたものとみなす。）の総

額が、当該事業年度に係るＡ種優先配当金の額（当該事業年度の末日を基準日とする剰余金の配当が行われ

ると仮定した場合において、上記(2)(a)に従い計算されるＡ種優先配当金の額をいう。但し、かかる計算に

おいては、上記(2)(a)但書の規定は適用されないものとして計算するものとする。）に達しないときは、そ

の不足額は、当該事業年度の翌事業年度の初日（同日を含む。）以降、実際に支払われる日（同日を含

む。）までの期間、年利7.0％で１年毎の複利計算により累積する。なお、当該計算は、１年を365日（但

し、当該事業年度に閏日を含む場合は366日）とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位
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未満小数第５位まで計算し、その小数第５位を四捨五入する。Ａ種優先株式１株当たりにつき本(4)に従い累

積した金額（以下「Ａ種累積未払配当金相当額」という。）については、下記８．(1)に定める支払順位に従

い、Ａ種優先株主等に対して配当する。なお、複数の事業年度に係るＡ種累積未払配当金相当額がある場合

は、最も古い事業年度に係る当該Ａ種累積未払配当金相当額から先に配当される。なお、かかる配当が行わ

れるＡ種累積未払配当金相当額に、各Ａ種優先株主等が権利を有するＡ種優先株式の数を乗じた金額に１円

未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

 
２．残余財産の分配

(1) 残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主等に対し、下記８．(2)に定める支払順位に従い、Ａ種

優先株式１株につき、払込金額相当額に、Ａ種累積未払配当金相当額及び下記(3)に定めるＡ種日割未払優先

配当金額を加えた額（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）の金銭を支払う。但し、本(1)においては、残

余財産の分配が行われる日（以下「分配日」という。）が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当

基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当基準日を基準日とする

剰余金の配当は行われないものとみなしてＡ種累積未払配当金相当額を計算する。なお、Ａ種残余財産分配

額に、各Ａ種優先株主等が権利を有するＡ種優先株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、

当該端数は切り捨てる。

(2) 参加条項

Ａ種優先株主等に対してＡ種残余財産分配額の全額が分配された後、普通株主等（下記８．(1)に定める。）

に対して残余財産の分配をするときは、Ａ種優先株主等は、Ａ種優先株式１株当たり、普通株式１株当たり

の残余財産の分配額と同額の残余財産の分配を受ける。

(3) 日割未払優先配当金額

Ａ種優先株式１株当たりの日割未払優先配当金額は、分配日の属する事業年度において、分配日を基準日と

してＡ種優先配当金の支払がなされたと仮定した場合に、上記１．(2)(a)に従い計算されるＡ種優先配当金

相当額とする（以下、Ａ種優先株式１株当たりの日割未払優先配当金額を「Ａ種日割未払優先配当金額」と

いう。）。

 
３．議決権

　Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有する。Ａ種優先株式の１単元の株式数は100株とする。

 
４．金銭を対価とする取得請求権

(1) 金銭対価取得請求権

Ａ種優先株主は、2028年４月１日以降、当会社に対して、金銭を対価としてその有するＡ種優先株式の全部

又は一部を取得することを請求すること（以下「金銭対価取得請求」といい、金銭対価取得請求をした日

を、以下「金銭対価取得請求日」という。）ができるものとし、当会社は、金銭対価取得請求に係るＡ種優

先株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、金銭対価取得請求の効力発生日に、Ａ種

優先株主に対して、次に定める取得価額の金銭を交付するものとする。但し、同一の効力発生日に複数のＡ

種優先株主から会社法第461条第２項所定の分配可能額を超えて取得請求があった場合、取得すべきＡ種優先

株式は各Ａ種優先株主から取得請求された株式数に応じた按分比例の方法により決定する。

(2) Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する金銭の額

Ａ種優先株式の取得価額は、金銭対価取得請求の効力発生日における(i)Ａ種優先株式１株当たりの払込金額

相当額、(ⅱ)Ａ種累積未払配当金相当額及び(ⅲ)Ａ種日割未払優先配当金額の合計額に、金銭対価取得請求

に係るＡ種優先株式の数を乗じて得られる額をいう。なお、本４.の計算において、Ａ種累積未払配当金相当

額及びＡ種日割未払優先配当金額の計算は上記２.(1)及び２．(3)に準じて行われるものとし、Ａ種累積未払

配当金相当額及びＡ種日割未払優先配当金額の計算における「残余財産の分配が行われる日」及び「分配

日」を「金銭対価取得請求の効力発生日」と読み替えて、Ａ種累積未払配当金相当額及びＡ種日割未払優先

配当金額を計算する。また、金銭対価取得請求に係るＡ種優先株式の取得と引換えに交付する金銭に１円に

満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

(3) 金銭対価取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行営業第７部 受託サービス第２課

(4) 金銭対価取得請求の方法及び効力発生

金銭対価取得請求は、対象とする株式を特定した書面を当会社に交付することにより行うものとし、その効

力は、金銭対価取得請求に要する書類が上記(3)に記載する金銭対価取得請求受付場所に到達した日から10営

業日が経過した時点に発生する。
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(5) 前各号に定めるほか、当会社が会社法第156条から第165条まで（株主との合意による取得）の定めに基づき

自己株式の有償での取得を行う場合には、Ａ種優先株主は、普通株式に優先してＡ種優先株式を取得の対象

とすることを請求できるものとする。

 
５．普通株式を対価とする取得請求権

(1) 普通株式対価取得請求権

Ａ種優先株主は、Ａ種優先株式の発行日以降いつでも、当会社に対して、下記(2)に定める数の普通株式（以

下「請求対象普通株式（普通株式対価）」という。）の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全部又

は一部を取得することを請求すること（以下「普通株式対価取得請求」という。）ができるものとし、当会

社は、当該普通株式対価取得請求に係るＡ種優先株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内にお

いて、請求対象普通株式（普通株式対価）を、当該Ａ種優先株主に対して交付するものとする。

(2) Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、(i)Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額、

(ⅱ)Ａ種累積未払配当金相当額及び(ⅲ)Ａ種日割未払優先配当金額の合計額に普通株式対価取得請求に係る

Ａ種優先株式の数を乗じて得られる額を、下記(3)及び(4)で定める取得価額で除して得られる数とする。な

お、本(2)の計算において、Ａ種累積未払配当金相当額及びＡ種日割未払優先配当金額の計算は上記２．(1)

及び２．(3)に準じて行われるものとし、Ａ種累積未払配当金相当額及びＡ種日割未払優先配当金額の計算に

おける「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」を「普通株式対価取得請求の効力発生日」と読み替

えて、Ａ種累積未払配当金相当額及びＡ種日割未払優先配当金額を計算する。また、普通株式対価取得請求

に係るＡ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これ

を切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わない。

(3) 当初取得価額

取得価額は、当初51.48円とする。

(4) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

① 普通株式につき株式の分割をする場合、次の算式により取得価額を調整する。

 

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×

分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数
 

 
調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日以降これを適用する。

② 普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取得価額を調整する。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×

併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
 

 
調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。

③ Ａ種優先株式１株当たりの調整前の取得価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当会社が保

有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合を含み、普通株式の交付と引換えに取得される

株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本(4)において同じ。）の取

得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合、その他その保有者若しくは当会社

の要求又は一定の事由の発生により、普通株式が発行又は処分される権利の行使による場合、又は合

併、株式交換、株式交付若しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下

「取得価額調整式」という。）により取得価額を調整する。取得価額調整式における「１株当たり払込

金額」は、金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財産の適正な評価額とする。調整後取得

価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以下「株主割当日」という。）の翌日以降、これを適用す

る。なお、当会社が保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株

式の数」は「処分する当会社が保有する普通株式の数」、「当会社が保有する普通株式の数」は「処分

前において当会社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

 

  
調整前
取得価額

×
(発行済普通株式数
－当会社が保有す
る普通株式の数)

＋
１株当たり
払込金額

×
新たに発行する

普通株式の数
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調整後

取得価額
＝

__________________________________________________________
 

  
(発行済普通株式数－当会社が保有する普通株式の数)

＋新たに発行する普通株式の数
 

 
なお、取得価額調整式における「発行済普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の前日時点に

おける当会社の普通株式の発行済株式数をいう。

④ 当会社に取得をさせることにより又は当会社に取得されることにより、Ａ種優先株式１株当たりの調整

前の取得価額を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる株

式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期間を定

めた場合には当該払込期間の最終日。以下、本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合にはその

効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本④において同

じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが当初の条件で取得

され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込金額」としてかか

る価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、

株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌

日以降、これを適用する。

⑤ 行使することにより又は当会社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込金額

と新株予約権の行使に際して出資される財産（金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財産

の適正な評価額とする。以下、本⑤において同じ。）の合計額がＡ種優先株式１株当たりの調整前の取

得価額を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予

約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはそ

の効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本⑤におい

て同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初の条件で行使

され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込金

額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込金額と新株予約権の行使に際して出資される財産の

普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価

額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の

翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。

⑥ その他その保有者若しくは当会社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件としてＡ種優先株式１株

当たりの調整前の取得価額を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる証券又は権利を

発行する場合には、取得価額の調整を適切に行うものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①乃至⑤のいずれかに該当する場合には、当会社はＡ種優先株主等

に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその他必要な事項

を通知した上、取得価額の調整を合理的な範囲で行うものとする。

① 時価を超える価額による自己株式等の取得、合併、株式交換、株式交換若しくは株式交付による他の株

式会社の発行済株式の取得、株式移転、吸収分割若しくは吸収分割による他の会社がその事業に関して

有する権利義務の全部若しくは一部の承継、又は新設分割のために取得価額の調整を必要とするとき。

② 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出に

当たり使用すべき調整前の取得価額につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

③ 当会社に取得をさせることにより若しくは当会社に取得されることによりＡ種優先株式１株当たりの調

整前の取得価額を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる

株式、行使することにより若しくは当会社に取得されることにより普通株式１株当たりの新株予約権の

払込金額と新株予約権の行使に際して出資される財産（金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、

当該財産の適正な評価額とする。以下、本(b)において同じ。）の合計額がＡ種優先株式１株当たりの調

整前の取得価額を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権、その他その保

有者若しくは当会社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件としてＡ種優先株式１株当たりの調整

前の取得価額を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる証券又は権利（以下「潜在株

式等」という。）の、当会社に取得させることにより若しくは当会社に取得されることにより普通株式

の交付を受けることができる期間が終了した場合（但し、当該潜在株式等の全部が既に普通株式の交付

と引き換えに取得され又は行使された場合を除く。）において、取得価額の調整が必要であると当会社

の取締役会が認めるとき。

④ 潜在株式等の１株当たりの取得価額又は新株予約権の行使に際して出資される財産の金額が変更された

場合において、取得価額の調整が必要であると当会社の取締役会が認めるとき。

⑤ その他、発行済普通株式数（但し、当会社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能性

を生ずる事由の発生によって取得価額の調整が必要であると当会社の取締役会が認めるとき。
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(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五

入する。

(d) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1円未満にとどま

るときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、本(d)により不要とされた調整は繰り越されて、その

後の調整の計算において斟酌される。

(e) 本５.に定める取得価額の調整は、Ａ種優先株式の発行並びに当会社又は当会社の子会社の取締役、監査

役、執行役その他の役員又は従業員に対してインセンティブ目的で発行される普通株式及び普通株式を目

的とする新株予約権の発行については適用されないものとする。

(5) 普通株式対価取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行営業第７部 受託サービス第２課

(6) 普通株式対価取得請求の方法及び効力発生

普通株式対価取得請求は、対象とする株式を特定した書面を当会社に交付することにより行うものと

し、その効力は普通株式対価取得請求に要する書類が上記(5)に記載する普通株式対価取得請求受付場所

に到達した日から３営業日が経過した時点に発生する。

(7) 普通株式の交付方法

当会社は、普通株式対価取得請求の効力発生後、当該普通株式対価取得請求をしたＡ種優先株主に対して、

当該Ａ種優先株主が指定する株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振

替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を交付する。

 
６．金銭を対価とする取得条項

当会社は、Ａ種優先株式の発行日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日（以下「金銭対価償還日」と

いう。）が到来することをもって、Ａ種優先株主等に対して、金銭対価償還日の前日までに書面による通知を

行った上で、法令の許容する範囲内において、金銭を対価として、Ａ種優先株式の全部又は一部を取得すること

ができる（以下「金銭対価償還」という。）ものとし、当会社は、当該金銭対価償還に係るＡ種優先株式を取得

するのと引換えに、(i)金銭対価償還に係るＡ種優先株式の数に、(ⅱ)①Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相

当額、②Ａ種累積未払配当金相当額及び③Ａ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる額の金銭を、Ａ

種優先株主に対して交付するものとする。なお、本６．の計算において、Ａ種累積未払配当金相当額及びＡ種日

割未払優先配当金額の計算は上記２．(1)及び２．(3)に準じて行われるものとし、Ａ種累積未払配当金相当額及

びＡ種日割未払優先配当金額の計算における「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「金銭

対価償還日」と読み替えて、Ａ種累積未払配当金相当額及びＡ種日割未払優先配当金額を計算する。また、金銭

対価償還に係るＡ種優先株式の取得と引換えに交付する金銭に１円に満たない端数があるときは、これを切り捨

てるものとする。

Ａ種優先株式の一部を取得する場合において、Ａ種優先株主が複数存在するときは、按分比例の方法によって、

Ａ種優先株主から取得すべきＡ種優先株式を決定する。

 
７．株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

(1) 当会社は、株式の分割又は併合を行う場合、普通株式及びＡ種優先株式について、それぞれ同時に同一割合

で行う。

(2) 当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利を与える場合、普通株主には普通株式の割当てを受ける権

利を、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一割合で与える。

(3) 当会社は、株式無償割当てを行う場合、普通株主には普通株式の無償割当てを、Ａ種優先株主にはＡ種優先

株式の無償割当てを、それぞれ同時に同一割合で行う。

(4) 当会社は、株主に募集新株予約権（新株予約権には、新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本

７．において同じ。）の割当てを受ける権利を与える場合、普通株主には普通株式を目的とする新株予約権

の割当てを受ける権利を、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利

を、それぞれ同時に同一割合で、与える。

(5) 当会社は新株予約権無償割当てを行う場合、普通株主には普通株式を目的とする新株予約権の無償割当て

を、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、それぞれ同時に同一割合で行

う。

(6) 当会社は、単元株式数について定款の変更をするときは、普通株式及びＡ種優先株式のそれぞれの単元株式

数について同時に同一の割合で変更する。

 
８．優先順位

(1) Ａ種優先配当金、Ａ種累積未払配当金相当額及び普通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者（以
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下「普通株主等」と総称する。）に対する剰余金の配当の支払順位は、Ａ種累積未払配当金相当額が第１順

位、Ａ種優先配当金が第２順位、普通株主等に対する剰余金の配当が第３順位とする。

(2) Ａ種優先株式及び普通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式に係る残余財産の分配を第１

順位、普通株式に係る残余財産の分配を第２順位とする。

(3) 当会社が剰余金の配当又は残余財産の分配を行う額が、ある順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を行う

ために必要な総額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を行うために必要な金額

に応じた比例按分の方法により剰余金の配当又は残余財産の分配を行う。

 
９．種類株主総会の決議

　定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。

 
 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
③【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

2024年11月１日
（注）１

Ａ種優先株式

5,827,274

普通株式
39,511,728

 
 Ａ種優先株式
5,827,274

3,000 8,821 3,000 4,455

2024年11月１日

（注）２
－

普通株式

39,511,728
 

 Ａ種優先株式

5,827,274

△3,000 5,821 △3,000 1,455

 

（注）１ 2024年11月１日に発行したＡ種優先株式の概要は下記のとおりです。

　　　　発行新株式数：Ａ種優先株式5,827,274株

　　　　発行価額：１株あたり60億円を5,827,274株で除した金額

　　　　調達資金の額：6,000,000,000円

　　　　増加する資本金及び資本準備金：資本金　　　　総額3,000,000,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本準備金　　総額3,000,000,000円

　　　　募集又は割当方法（割当先）：第三者割当の方法により日産自動車株式会社に全てのＡ種優先株式を割り当

てました。

 
２ Ａ種優先株式発行による資本金増加額3,000百万円を会社法第447条第１項の規定に基づき減少させ、その

全額をその他資本剰余金に振り替えました。その結果、資本金は5,821百万円となりました。

Ａ種優先株式発行による資本準備金の増加額3,000百万円を、会社法第448条第１項の規定に基づき減少さ

せ、その全額をその他資本剰余金に振り替えました。その結果、資本準備金は1,455百万円となりました。

 
(5) 【所有者別状況】

普通株式

　2025年３月31日現在
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区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数

(人)
- 9 35 102 33 68 16,587 16,834 －

所有株式数

(単元)
- 63,058 14,223 83,260 15,978 1,723 216,714 394,956 16,128

所有株式数

の割合(％)
- 15.97 3.60 21.08 4.05 0.44 54.87 100.00 －

 

(注) １　自己株式663,348株は「個人その他」に6,633単元及び「単元未満株式の状況」に48株含まれております。

２　業績連動型報酬制度導入の際に株式給付信託として設定した、株式会社日本カストディ銀行が所有する当社

株式は「金融機関」に1,554単元及び「単元未満株式の状況」に29株含まれております。

３　株式の状況の「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式数50単元が含まれております。

 
 
Ａ種優先株式

　2025年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数

(人)
- - - 1 - - - 1 －

所有株式数

(単元)
- - - 58,272 - - - 58,272 74

所有株式数

の割合(％)
- - - 100.00 - - - 100.00 －
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(6) 【大株主の状況】

　2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日産自動車株式会社 神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地 5,827 13.04

長瀬産業株式会社 大阪府大阪市西区新町１丁目１－17 5,404 12.10

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 1,825 4.09

河西工業取引先持株会 神奈川県高座郡寒川町宮山3316番地 1,475 3.30

横浜銀行
(常任代理人 株式会社日本カスト
ディ銀行)

神奈川県横浜市西区みなとみらい
３丁目１－１
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

1,276 2.86

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 株式会社日本カスト
ディ銀行)

東京都千代田区大手町１丁目５番５号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

921 2.06

損害保険ジャパン株式会社
(常任代理人 株式会社日本カスト
ディ銀行)

東京都新宿区西新宿１丁目26－１
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

871 1.95

三菱UFJ信託銀行株式会社
(常任代理人 日本マスタートラスト
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
(東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イ
ンターシティＡＩＲ)

699 1.56

新島　洋一 福岡県福岡市南区 540 1.21

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 506 1.13

計 － 19,346 43.30
 

 

(注) １　上記の他に当社が自己保有株式として所有している株式が663千株あり、発行済株式総数に対する所有株式

数の割合は1.46％であります。

２　（注）１の自己株式には、業績連動型報酬制度導入の際に株式給付信託として設定した、株式会社日本カス

トディ銀行が所有する当社株式155千株を含んでおりません。

３　2024年11月１日、本第三者割当増資により日産自動車株式会社がＡ種優先株式5,827千株を所有することと

なり、新たに主要株主となりました。

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 46/146



 

(7) 【議決権の状況】

①  【発行済株式】

　2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－ －
普通株式 663,300

完全議決権株式（その他）
普通株式 38,832,300 388,323 －

Ａ種優先株式 5,827,200 58,272 －

単元未満株式
普通株式 16,128 － －

Ａ種優先株式 74 － －

発行済株式総数
普通株式 39,511,728 － －

Ａ種優先株式 5,827,274 － －

総株主の議決権  － 446,595 －
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式5,000株(議決権50個)が含ま

れております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「業績連動型報酬制度」にかかる信託口が保有する当社株

式155,400株（議決権の数1,554個）が含まれております。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

　2025年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

（自己保有株式）
河西工業株式会社

神奈川県高座郡寒川町
宮山3316番地

663,300 - 663,300 1.46

計 － 663,300 - 663,300 1.46
 

(注) 保有自己株式数には、業績連動型報酬制度導入に伴い設定した信託口が保有する当社株式155,429株は含まれて

おりません。

 
(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

１. 役員・従業員株式所有制度の概要

　当社は、中長期的視野をもって、業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、当社の

業績と株式価値との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い報酬制度として、業績連動型株式報酬制度（以下

「本制度」という。）を導入しております。

　本制度は、取締役及び執行役員に対し、役位及び業績達成度、業績貢献度に応じて各事業年度にポイントを付与

し、原則として取締役及び執行役員が退任し、受益者要件を満たした場合、所定の受益者確定手続を行うことによ

り、退任時に定められた確定ポイント数に応じた数の当社株式を給付します。取締役及び執行役員に対して給付す

る株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとしま

す。

 
２. 取締役等に取得させる予定の株式の総数

　155千株

 
３. 当該役員・従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　予め当社が定めた「株式給付規程」に基づき、一定の受益者要件を満たした当社の取締役及び執行役員を対象と

しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 
(1)  【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2)  【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3)  【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 113 26,191

当期間における取得自己株式 － －
 

(注) 当期間における取得自己株式には、2025年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、

会社分割に係る移転を行った

取得自己株式

－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 663,348 － 663,348 －
 

(注) １　当期間における保有自己株式数には、2025年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。

２　保有自己株式数には、業績連動型報酬制度導入に伴い設定した信託口が保有する当社株式155,429株は含ま

れておりません。

 

３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置付けております。

利益配分につきましては、安定的な配当の継続を基本としながら、今後の業績及び配当性向等を総合的に勘案し、

株主の皆様への利益還元に努めてまいります。

内部保留資金につきましては、取引先ニーズに応えるための商品開発や生産性向上、拡販のための設備投資等に有

効活用し、併せて財務体質の強化を図っていく所存であります。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当、期末配当ともに取締役会であります。なお、当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議に

よって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

当期の配当につきましては、当期の業績や来期の業績予想を勘案し、誠に遺憾ではございますが無配とさせていた

だきました。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは創業以来、「社会の信用を、企業の繁栄を、相互の幸福を」を社訓と定め、株主・投資家の皆

様をはじめ、お客様や社会からの信頼を高め、環境への影響を十分配慮した製品造りを通じて、最高の品質と価

格競争力をもった製品を提供することにより、社会に貢献できる企業をめざしてまいりました。当社ではステー

クホルダーの皆様からの、なお一層の信頼獲得のためにはコーポレート・ガバナンスの強化・充実が最重要課題

と認識しており、より透明度の高い経営システムの構築に積極的に取組んでおります。

 

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、経営と執行の分離により、職務執行の権限を執行役員に委譲することで、効率的な事業・業務執行を

図ることを目的として、執行役員制度を導入しております。これにより、取締役はグループ全体の目標、方針、

戦略を定め、執行役員は取締役会で決定された方針・戦略に従い、個々の事業・業務を責任と権限をもって執行

しております。

 
＜取締役会＞

　取締役会は原則として毎月１回開催し、法令で定められた事項及び経営にかかわる重要事項の意思決定を行

い、取締役の職務執行を監督しております。取締役会は、代表取締役社長の古川幸二を議長とし、取締役である

稲津茂樹、小川耕一、野地彦旬（社外取締役）、松岡大治（社外取締役）、取締役監査等委員である松谷英明、

城戸和弘（社外取締役）、古川裕二（社外取締役）の８名で構成されております。

　当事業年度において、当社は取締役会を計24回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおり

であります。

役職 氏名 出席状況

代表取締役社長 古川　幸二 全8回中8回

取締役 稲津　茂樹 全8回中8回

取締役 小川　耕一 全18回中18回

社外取締役 児玉　幸信 全24回中24回

社外取締役 野地　彦旬 全18回中17回

社外取締役 三原　康弘 全24回中24回

取締役 監査等委員 松谷　英明 全18回中18回

社外取締役 監査等委員 城戸　和弘 全24回中23回

社外取締役 監査等委員 古川　裕二 全18回中18回

代表取締役社長 半谷　勝二 全16回中16回

取締役 山道　昇一 全16回中16回

取締役 糟谷　充彦 全6回中6回

社外取締役 結川　孝一 全6回中6回

社外取締役 監査等委員 伊豆野　学 全6回中6回

社外取締役 監査等委員 横山　和彦 全6回中5回
 

(注) １ 古川幸二氏、及び稲津茂樹氏は、2024年11月１日付で、代表取締役社長、及び取締役にそれぞれ就任してお

ります。

 ２ 小川耕一氏、及び野地彦旬氏は、2024年６月27日付で、取締役、及び社外取締役に就任しております。

 ３ 松谷英明氏、及び古川裕二氏は、2024年６月27日付で、取締役　監査等委員、及び社外取締役　監査等委員

に就任しております。

 ４ 半谷勝二氏、及び山道昇一氏は、2024年11月１日付けで、代表取締役社長、及び取締役をそれぞれ退任して

おります。

 ５ 糟谷充彦氏、及び結川孝一氏は、2024年６月27日付けで、取締役、及び社外取締役をそれぞれ退任しており

ます。

 ６ 伊豆野学氏、及び横山和彦氏は、2024年６月27日付けで、社外取締役　監査等委員を退任しております。

 ７ 松岡大治氏は、2025年６月27日付けで、社外取締役に就任しております。

 ８ 児玉幸信氏、及び三原康弘氏は、2025年６月27日付けで、社外取締役を退任しております。
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当事業年度の取締役会における主な検討事項は、当グループの経営方針、組織体制の方針等です。

 
＜経営会議＞

　経営会議は原則として毎月１回開催し、グループの中長期経営方針・経営戦略などの重要な目標・方針・戦略

策定に関して十分な討議を行い、その審議を経て取締役会の決議を行うことにより、取締役会における審議の効

率化を図っております。経営会議は、代表取締役社長の古川幸二を議長とし、議長が任命した者で構成されてお

ります。

 
＜監査等委員会＞

　当社は、監査・監督の強化を目的として、2016年６月24日開催の定時株主総会の承認を得て監査等委員会設置

会社へ移行しました。監査等委員会は、松谷英明を議長とし、城戸和弘（独立社外取締役）、古川裕二（独立社

外取締役）の３名の取締役監査等委員で構成されております。監査等委員会は原則として毎月２回開催し、取締

役監査等委員は取締役会をはじめとした重要な会議に出席し経営の監査を実施しております。

 
＜会計監査人＞

　当社は会計監査人に有限責任監査法人トーマツを選任し、会社法及び金融商品取引法に基づく監査を受けてお

ります。

 
＜指名報酬検討会＞

　指名報酬検討会は、取締役会の諮問機関として位置付けられ、取締役の候補者選定や報酬設定や水準などにつ

いて、客観的な見地から答申を行っております。また、検討会メンバーは代表取締役、社外取締役、取締役及び

執行役員の中から議長が指名した者で構成しております。ただし、独立社外取締役がその半数を構成することに

より、答申内容の客観性を担保しております。

 
以上の現体制が、取締役会による経営の意思決定・業務執行の監督及び監査等委員会による経営の監査を有効

ならしめる上で、当社にもっとも相応しいガバナンス体制であると判断しております。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制図は以下のとおりであります。
 

 
＜責任限定契約の内容の概要＞
当社は会社法第427条第１項に基づき、取締役（会社法第２条第15号イに定める業務執行取締役等であるものを

除く。）との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該監

査等委員である取締役及び社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないと

きに限られます。

 
＜役員等賠償責任保険契約の内容の概要＞
当社は保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保

険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることの

ある損害が填補されます。当該契約の被保険者は当社のすべての取締役及び執行役員並びにすべての子会社のす

べての取締役及び監査役であり、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

 
 (a) 取締役会で決議することができることとした株主総会決議事項

イ 剰余金の配当等

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に特段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の

配当等を取締役会の権限とすることにより、機動的な資本政策及び配当政策を図ることを目的とするもので

あります。また、これに基づき、自己株式の取得（会社法第459条第１項第１号）も取締役会で決定すること

としております。

 
 (b) 取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は６名以内とし、監査等委員である取締役は４名以内と

する旨を定款で定めております。
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 (c) 取締役選任の決議要件

当社の取締役選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって決する旨、及び取締役の選任は、監査等委員とそれ以外の取締役を区別する

旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議については累積投票によらないものとする旨も定款で定

めております。

 
 (d) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以

上をもって行う旨を定款に定めております。

 
③ 企業統治に関するその他の事項

 １．取締役並びに使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役は、取締役会において経営の基本方針、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項を決定する

とともに、職務の執行状況が法令及び定款に適合しているかを監督いたします。また、監査等委員会は、取締

役及び執行役員の職務執行を監査するとともに、必要に応じ内部監査部と連携し、グループ会社の業務内容や

財政状態を監査いたします。

当社は、「河西グループ行動規範」及び「コンプライアンス・マニュアル」を定め、法令、社会規範に則っ

た行動を義務付けるとともに、それらに反する行為については内部及び顧問弁護士に通報する制度を設けま

す。当規範とマニュアルはイントラネットに掲載し、社内への周知徹底を図ります。また、グローバルコンプ

ライアンス委員会を設置し、河西グループ全体でコンプライアンス体制の推進を整備します。

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、これら反

社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とした態度で対応いたしま

す。

 
 ２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、「情報セキュリティ規程」に基づき、情報セキュリティに関する責任体制を明確化し、情報セキュ

リティの維持・向上のための施策を継続的に実施いたします。また、株主総会議事録、取締役会議事録など取

締役の職務の執行に必要な文書については、「文書管理規程」に基づき適切に作成、保存、管理いたします。

 
 ３．当社の損失の危険の管理に関する規程とその他の体制

当社は、それぞれの業務におけるリスクをコントロールすべく、規程、基準書、要領等を定め、各業務はこ

れらに従って遂行されます。また、取締役会は業務の執行状況について定期的に報告を受け、事業運営に伴う

重要なリスクについて、対応を取締役会で審議・決定するよう諮るものといたします。

 
 ４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、経営と執行の分離により、職務執行の権限を執行役員に委譲することで、効率的な事業・業務執行

を図ることを目的として、執行役員制度を導入いたします。これにより、取締役はグループ全体の目標、方

針、戦略を定めます。一方、執行役員は取締役会で決定された方針・戦略に従い、個々の事業・業務を責任と

権限をもって執行いたします。

当社は、経営戦略会議を設置し、グループの中長期経営方針・経営戦略などの重要な目標・方針・戦略策定

に関して充分な討議を行っております。また、経営会議を設置し、取締役会のより効率的な運営を図るために

取締役会から経営会議に一定の権限を委譲し、同会議で業務執行に関する重要事項を審議し委譲された権限の

範囲内で職務を執行する体制を構築します。当社は、業務執行の組織的かつ効率的な運営を図ることを目的と

して、組織に係る規程、業務分掌に係る規程、職務権限に係る規程等を整備いたします。

 
 ５．次に掲げる体制その他の当社並びに当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ　当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

 当社は、業務が適切に遂行されるよう、子会社に取締役及び（又は）監査を行う人員を派遣いたします。ま

た、当社の地域統括責任者は子会社の業務執行状況を経営会議に定期的に報告し、必要に応じて当社の経営会

議に出席するほか、オンライン会議で参加し、適切な経営判断を得て、地域運営にあたります。
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　ロ　当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 当社は、子会社が重要な投資案件等の重要事項を実行する際には、当社の規程に従い、当社の経営会議或い

は取締役会の決議を得なければならないなど、子会社の各業務におけるリスクをコントロールすべく、規程、

基準書、要領等を定めます。

　ハ　当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

 当社は、主要地域において、当社の地域統括責任者によって開催される地域事業会議において子会社の業務

執行状況を審議する体制を敷きます。また、当社の関係会社管理規程の整備・運用により、子会社の決裁範囲

を明確にし、権限委譲を図ります。

　ニ　当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 当社の監査等委員会による子会社の業務及び財産の業況の調査が定期的に行われる体制を確保するほか、内

部監査部は子会社も内部監査の対象とし、その業務の適正を監査いたします。

 
 ６．当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役並びに使用人に関する事項、その取締役並びに使用人の取締役

（取締役監査等委員を除く）からの独立性に関する事項及び監査等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項

当社は、監査等委員会から求められた場合は、必要に応じて内部監査部員を監査等委員会の職務を補助する

使用人（以下「補助使用人」という）として指名いたします。なお、補助使用人を置く場合は、独立性及び指

示の実効性を確保するため、補助使用人の人事異動及び人事評価に関しては、監査等委員会の事前の同意を得

るものといたします。

 
  ７．次に掲げる体制その他の当社の監査等委員会への報告に関する体制

　イ　当社の取締役及び使用人が監査等委員会へ報告するための体制

 取締役は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、直ちに監査等委員会に報告しなけ

ればならないものといたします。取締役及び使用人は、監査等委員会が報告を求めた場合又は業務及び財産の

調査を行う場合は、これに協力するものといたします。

 当社は、取締役監査等委員が取締役会の他必要と認める重要な会議への出席が可能となるよう配慮し、業務

執行状況及び重要事項の決定について、監査等委員会へ報告できる体制を確保いたします。

ロ　当社の子会社の取締役、監査役又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするた

めの体制

子会社の取締役は、当社の監査等委員会が事業の報告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う場合は、

これに協力するものといたします。

当社は、当社の内部監査部による子会社の内部監査の結果についても内部監査部より監査等委員会へ報告を

行うこととし、リスク管理及び法令遵守の状況についての監査等委員会への報告体制を確保いたします。

 
 ８．監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

当社は、内部通報者保護規程を整備し、内部通報をした使用人が通報したことを理由として、通報者等に対

して解雇その他いかなる不利益な取扱いを行ってはならないことを定めます。

 
 ９．当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生ずる費用の前払

又は償還の手続、その他の当該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理に関する事項

当社は、監査等委員会が監査の実施のために弁護士、公認会計士その他の社外の専門家に対して助言を求め

るとき、又は調査、鑑定その他の事務を委託するなど所要の費用を請求するときは、当該請求に係る費用が監

査等委員会の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むことができないことといたしま

す。

 
 10．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため、内部監査部が必要に応じ監査等委員

会と連携する体制を整備いたします。
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(2) 【役員の状況】

①役員一覧

男性8名 女性0名 （役員のうち女性の比率0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社長

社長役員

全般

内部監査部

新規事業創造室

情報取扱責任者

古川幸二 1961年９月10日生

1984年４月 日産自動車㈱　入社

1987年５月 日産プリンス埼玉販売㈱　

出向

1989年８月 日産自動車㈱　第一調達部

1996年７月 英国日産自動車製造㈱　出

向

1999年７月 日産自動車㈱　第二調達

部　主担

2002年４月 同社　購買企画部　主担

2003年４月 東風日産乗用車会社　出向

2006年４月 ルノー・ニッサンパーチェ

シングオーガニゼーショ

ン　出向

2009年４月 日産自動車㈱　パワート

レーンプロジェクト購買

部　部長

2014年４月 同社　パワートレーンプロ

ジェクト購買部　部長　

兼　ルノー・ニッサンパー

チェシングオーガニゼー

ション　出向

2015年４月 ジヤトコ㈱　VP（調達部門

長）

2015年10月 同社　常務執行役員（調達

部門長）

2017年４月 同社　専務執行役員（調達

部門長）

2024年10月 当社　顧問

2024年11月 当社　代表取締役社長　社

長役員（全社、内部監査

部、情報取扱適任者）

2025年４月 当社　代表取締役社長　社

長役員（全般、内部監査

部、新規事業創造室、情報

取扱適任者）

（現任）

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

副社長役員

開発本部管掌

生産技術本部管掌

生産本部管掌

SCM本部管掌

北米地域統括

稲津茂樹 1967年11月26日生

1992年４月 日産自動車㈱　入社　栃木

工場工務部生産課

1993年11月 東海日産モーター㈱　出向

1995年12月 日産自動車㈱　栃木工場工

務部生産課

2001年４月 同社　生産人事部

2004年４月 同社　生産管理部

2006年４月 同社　生産管理部　主担

2008年４月 同社　メキシコ日産自動車

会社　出向

2013年４月 日産自動車㈱　生産管理

部　主管

2015年４月 同社　生産管理部　部長

2019年４月 ブラジル日産自動車会社　

出向

2023年４月 日産自動車㈱　生産企画統

括本部　副本部長)

2024年10月 当社　顧問

2024年11月 当社　取締役　副社長役員

（開発本部管掌、生産技術

本部管掌、生産戦略本部管

掌、北米地域統括）

2025年３月 当社　取締役　副社長役員

（開発本部管掌、生産技術

本部管掌、生産本部管掌、

SCM本部管掌、北米地域統

括）（現任）

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

専務役員

企画本部本部長

兼)経理財務グループ担当

兼)内部統制部部長

小川耕一 1968年１月15日生

1990年４月 ㈱埼玉銀行（現㈱りそな銀

行）　入行

2004年11月 ㈱りそな銀行　融資企画

部　グループリーダー

2005年４月 同行　オペレーション改革

部　グループリーダー

2010年４月 同行　芝・麻布エリア　営

業第二部長

2012年４月 同行　目黒駅前エリア　営

業部長

2014年４月 同行　室町支店長

2016年４月 同行　リスク統括部長　

㈱りそなホールディング

ス　リスク統括部長

2018年１月 同行　審査部長

2019年４月 ㈱埼玉りそな銀行 執行役員

コンプライアンス統括部担

当 兼 融資企画部担当

2020年４月 同行　執行役員　オペレー

ション改革部担当 兼 融資

企画部担当

2022年６月 ㈱りそな銀行　執行役員　

内部監査部担当／㈱りそな

ホールディングス　執行

役　内部監査部担当

2023年４月 ㈱りそな銀行 常務執行役員

プロセス改革部担当 兼

ファシリティ管理部担当／

㈱りそなホールディングス

執行役 プロセス改革部担当

兼 ファシリティ管理部担当

兼 グループ戦略部（業務プ

ロセス改革）担当

2024年４月 当社 専務役員（企画本部本

部長）

2024年６月

 
当社 取締役　専務役員（企

画本部本部長）

2024年７月 当社 取締役　専務役員（企

画本部本部長）兼)経理財務

グループ担当

2025年４月 当社 取締役　専務役員（企

画本部本部長　兼）経理財

務グループ担当　兼）内部

統制部部長）（現任）

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 野地彦旬 1958年10月30日生

1982年４月 横浜ゴム㈱　入社

2002年４月 同社　新城工場副工場長

2004年７月 同社　三島工場長

2007年１月 YOKOHAM TIRE

PHILIPPINE INC.(YTPI)代表

取締役社長 出向

2008年６月 横浜ゴム㈱ 執行役員タイヤ

生産本部長代理 兼 YTPI代

表取締役社長

2009年１月 同社　執行役員タイヤ生産
本部長

2009年６月 同社　取締役常務執行役員
タイヤ管掌 兼 タイヤ生産

本部長

2011年３月 同社　取締役専務執行役員
タイヤ管掌 兼 タイヤ生産

本部長

2011年６月 同社　代表取締役社長

2017年３月 同社　取締役副会長 兼

ALIANCE TIRE GROUP代表取

締役会長 出向

2018年３月 同社　副会長執行役員 兼

ALIANCE TIRE GROUP代表取

締役会長

2019年３月 同社　技師長 兼

YOKOHAMA TIRE MFG.

MISSISSIPPI代表取締役会長

兼 社長

2021年４月 同社　相談役

2024年４月 同社　名誉顧問（現任）

2024年６月 当社　社外取締役（現任）

リコーリース㈱　社外取締
役（現任）

ホーチキ㈱　社外取締役
（現任）

（注）３ －

取締役 松岡大治 1970年７月７日生

1994年４月 長瀬産業㈱入社　合成樹脂
第4部

2001年６月 同社　合成樹脂事業本部　
SBU 10リーダー

2005年４月 同社　名古屋支店　名古屋
営業部　自動車材料一課　
課統括

2006年３月 同社　事業戦略室

2007年10月 Nagase Singapore(Pte)Ltd.

2013年４月 長瀬産業㈱ 電子資材事業部

電子メディア部　部統括

2015年７月 同社　電子資材事業部　電
子 資 材 一 部 　部 統 括 　
兼）　ナガセ研磨機材㈱社
長

2018年９月 Nagase (Hong Kong) Ltd.　

COO 兼 Shenzhen Nagase　

Trading Ltd. COO

2022年４月 長瀬産業㈱ モビリティソ

リューションズ事業部　事
業部長

2025年４月 同社　執行役員　モビリ
ティソリューションズ事業
部　事業部長　（現任）

2025年６月 当社　社外取締役（現任）

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(常勤監査等委員)
松谷英明 1955年４月22日生

1978年４月 当社　入社

1990年２月 当社　経理部　課長

1997年９月 M-TEK INC. （現連結子会

社：KASAI NORTH AMERICA,

INC.）　出向

2004年１月 当社　経理・財務Ｇ　部長

2007年４月 R-TEK Ltd. （現連結子会

社：KASAI UK LTD）　取締

役社長

2009年４月 当社　理事

R-TEK Ltd. （現連結子会

社：KASAI UK LTD）　取締

役社長

2010年４月 当社　執行役員　

R-TEK Ltd. （現連結子会

社：KASAI UK LTD）　取締

役社長

2011年４月 当社　常務執行役員　経理

部担当

2014年４月 当社　常務執行役員

KASAI　TECK　SEE　

CO.,LTD.　取締役社長

2019年１月 当社　常務役員

KASAI　TECK　SEE　

CO.,LTD.　取締役社長

2024年４月 当社　常務役員　社長付

2024年６月 当社　取締役(監査等委員)

（現任）

（注）４
普通株式
7,000

取締役

(監査等委員)
城戸和弘 1958年３月６日生

1980年10月 等松青木監査法人（現有限

責任監査法人トーマツ）入

所

1996年５月 監査法人トーマツ（現有限

責任監査法人トーマツ）社

員就任

2003年５月 監査法人トーマツ代表社員

就任

2020年９月 有限責任監査法人トーマツ

退所

2020年10月 城戸公認会計士事務所開設

（現任）

2022年６月

 
2024年６月

当社　社外取締役(監査等

委員)(現任)

㈱ランドコンピュータ　社

外取締役（現任）

（注）４ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(監査等委員)
古川裕二 1961年９月24日生

1984年４月 ㈱協和銀行（現㈱りそな銀

行）　入行

2001年４月 ㈱あさひ銀行（現㈱りそな

銀行）　村山支店長

2002年３月 同行　企画部 次長

2005年６月 ㈱りそな銀行 経営管理部

グループリーダー

2006年３月 同行　経営管理室長

2009年３月 同行　執行役員 経営管理

部長 兼 経営管理部（特

命）担当

2012年４月 同行　常務執行役員 年金

営業部担当 兼 信託ビジネ

ス部担当

2013年４月 同行　代表取締役副社長

兼 執行役員 東日本担当統

括 兼 首都圏地域担当 兼

信託部門担当統括

2014年４月 同社　取締役 兼 執行役員

人材サービス部担当 兼 人

材育成部担当

2014年６月 ㈱りそなホールディング

ス　取締役 兼 代表執行役

人材サービス部担当

2017年４月 りそな決済サービス㈱　代

表取締役社長

2017年６月 公益財団法人りそな中小企

業振興財団 理事長

2019年６月 ソーダニッカ㈱　社外取締

役（現任）

2020年６月 ㈱佐藤渡辺　社外取締役

（現任）

2024年６月 当社　社外取締役(監査等

委員)（現任）

（注）４ －

  計   7,000
 

 
(注) １ 取締役 野地彦旬、松岡大治、城戸和弘、古川裕二の４名は、社外取締役であります。

２ 当社の監査等委員会の体制については次のとおりであります。

議長 松谷英明 委員 城戸和弘 委員 古川裕二

３ 取締役（監査等委員を除く。）の任期は、2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係

る定時株主総会終結の時までであります。

４ 監査等委員である取締役の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。
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５ 当社は、経営の意思決定を「戦略的な意思決定」と「業務執行上の意思決定」に区分し、経営の戦略性、ス

ピード、効率性を最大限に発揮しうる経営システムの構築を図るため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は以下の13名であります。

 
 

(取締役を兼任する執行役員 : ２名)

取締役 副社長役員 稲津茂樹 開発本部管掌、生産技術本部管掌、生産本部管掌、SCM本部管

掌、北米地域統括

取締役 専務役員 小川耕一 企画本部本部長、兼)経理財務グループ担当、兼）内部統制部

部長
 

 

(執行役員 : 11名)

常務役員 小林弘治 中国地域統括担当、広州河西汽車内飾件有限公司董事長・総経理、開封

河西汽車飾件有限公司董事長

常務役員 阿部健 開発本部本部長、品質保証管理責任者、北米地域ＰＭ担当

常務役員 池田誠 営業本部本部長

常務役員 石井康氏 日本地域統括担当、河西工業ジャパン㈱代表取締役社長

常務役員 松本徹 生産技術本部本部長、兼）工法開発部部長

常務役員 仲下尚吾 KASAI NORTH AMERICA INC.取締役社長

執行役員 渡部亮典 経営企画部担当

執行役員 生田雅浩 プログラムマネジメント部担当、兼）プログラムマネジメント部部長

執行役員 下原敬 生産本部本部長、兼）ＳＣＭ本部本部長、兼）生産企画管理部部長

執行役員 宮内祐樹 欧州地域統括担当、KASAI UK LTD.代表取締役社長

執行役員 太田潤 NA KTA Officer
 

 
 

６ 当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠の監査等委員である取締役１名を選出しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は

次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数(株)

杉野翔子 1945年８月７日生

1973年４月  弁護士登録

1973年４月 藤林法律事務所勤務

1994年４月  藤林法律事務所

パートナー弁護士（現任）

2007年３月 木徳神糧㈱

社外監査役

2014年６月 青木信用金庫

員外監事

2017年３月 ㈱ＭＤＩ

社外取締役

2018年６月　㈱タケエイ

社外監査役（現任）

2019年６月　日本証券金融㈱

社外取締役（現任）

－

2019年９月 ㈱ＭＤＩ

             監査役

2022年６月　㈱ジャノメ

　　　　　　　社外取締役
 

(注)　補欠の監査等委員の任期は、就任した時から退任した監査等委員の任期の満了の時までであります。
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② 社外役員の状況

当社は社外取締役４名（内２名は監査等委員である社外取締役。）を選任しております。

社外取締役である野地彦旬氏と当社との間に特別の利害関係はありません。社外取締役である松岡大治氏は、

当社株主である長瀬産業株式会社の出身であり、当社は同社と商取引があります。野地氏及び松岡氏はグローバ

ルな視点に基づく客観的かつ専門的な識見を当社の経営に反映するとともに、財務報告に係る内部統制の有効性

評価や社内における内部統制に係る諸活動結果について、取締役会にて報告を受け、経営の監督等の機能の実効

性向上を図っております。

監査等委員である社外取締役城戸和弘氏と当社の間に特別の利害関係はありません。監査等委員である社外取

締役古川裕二氏と当社との間に特別の利害関係はありません。監査等委員である城戸氏及び古川氏は財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。

当社は、独立社外取締役の選任にあたり、独立性に関する基準を定め、その選任に際しては、同基準に照らし

て判断しております。なお、当社は野地彦旬氏、城戸和弘氏、古川裕二氏を株式会社東京証券取引所の規定する

独立役員として届け出ております。

＜独立性基準＞

下記１から６のいずれかに該当する場合には、独立性を有しないものとする。

１．当社及び当社子会社（以下、総称して「当社グループ」という。）を主要な取引先として物品又はサービ

スを提供している企業（注１）の業務執行取締役、執行役、執行役員、支配人その他の使用人である者

２．当社グループが物品又はサービスを提供している主要な取引先（注２）の業務執行取締役、執行役、執行

役員、支配人その他の使用人である者

３．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭（注３）その他の財産を受けている弁護士、公認会計士、税

理士若しくはコンサルタント等、又は当社グループから多額の金銭その他の財産を受けている法律事務

所、監査法人、税理士法人、コンサルティング・ファーム等の法人、組合等の団体に所属する者

４．当社の10％以上の議決権を保有する個人、又は企業の業務執行取締役、執行役、執行役員、支配人その他

の使用人である者

５．過去１年以内に上記１～４に該当していた者

６．次の（１）から（５）までのいずれかに掲げる者

（１）前１項から５項に該当する者の配偶者又は二親等以内の親族

（２）当社の業務執行取締役、執行役員、管理職以上の配偶者又は二親等以内の親族

（３）当社子会社の業務執行取締役、執行役員、部長以上の配偶者又は二親等以内の親族

（４）過去１年以内に、当社の業務執行取締役、執行役員、管理職以上であった者の配偶者又は二親等以内の

親族

（５）過去１年以内に、当社子会社の業務執行取締役、執行役員、部長以上であった者の配偶者又は二親等以

内の親族

注：

１．「当社グループを主要な取引先として物品又はサービスを提供している企業」とは、その企業の直近事業

年度における年間連結総売上高の２％以上の金額の支払いを、当社グループから受けている企業をいう。

２．「当社グループが物品又はサービスを提供している主要な取引先」とは、当社の直近事業年度における年

間連結総売上高の２％以上の金額を、当社グループに支払っている企業をいう。

３．「多額」とは、個人の場合は年間1,000万円以上、法人・団体の場合は３事業年度の平均の総売上高の２％

以上の金額をいう。

 
③ 社外取締役又は監査等委員である社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査と

の相互連携並びに内部統制部門との連携

監査等委員３名のうち２名は独立社外役員であり、いずれも経営陣から独立した客観的・中立的な立場で、監

査等委員会が定めた監査の方針に従って、取締役会をはじめとした重要な会議への出席や業務執行状況の調査を

通して、取締役及び執行役員の職務について、その適法性・妥当性の観点から意見を述べ、監査計画に従い他の

監査等委員である取締役、内部監査部と連携し監査を行っております。会計監査人との連携に関しては、年度毎

の監査計画説明や四半期毎のレビュー結果説明等の機会を通じて会計監査上の重点監査項目や留意点の聴取を行

い、監査の実効性向上を図っております。
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(3) 【監査の状況】

① 監査等委員会監査の状況

 (a)組織・人員

当社監査等委員会は、２名の独立社外取締役を含む３名で構成されております。３名は財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。

監査等委員会は国内工場及び国内・海外関係会社の業務監査、内部統制監査等を内部監査部と連携して実施し

ております。

 
 (b)監査等委員会の活動状況

  監査等委員会の開催頻度・個々の監査等委員の出席状況

   当事業年度における個々の監査等委員の監査等委員会への出席状況については次のとおりであります。

役職 氏名 出席状況

取締役 監査等委員 松谷　英明 全18回中18回

社外取締役 監査等委員 城戸　和弘 全24回中24回

社外取締役 監査等委員 古川　裕二 全18回中18回

社外取締役 監査等委員 伊豆野　学 全6回中6回

社外取締役 監査等委員 横山　和彦 全6回中6回
 

(注)１　松谷英明氏及び古川裕二氏は、2024年６月27日付けで監査等委員である取締役に就任して

　　おります。

　　２　伊豆野学氏及び横山和彦氏は、2024年６月27日付けで監査等委員である取締役を退任して

　　おります。

 
 (c)主な検討事項

重点監査項目として、経営計画の遂行状況や内部統制システムの整備運用状況、特に海外子会社を含む企業集

団の内部統制が適正かつ効率的に運用されているかどうかにつき検討いたしました。

 
 (d)常勤監査等委員の活動

常勤の監査等委員は経営会議等の重要な会議への出席、重要書類の閲覧、非常勤監査等委員を交えた代表取締

役へのヒアリング・意見交換の実施（年２回）、その他、取締役及び経営幹部へのヒアリング、内部監査部と連

携した社内各部署やグループ各社への往査を実施し、その結果につき監査等委員会に報告しております。

 
② 内部監査の状況

当社は業務執行部門から独立した代表取締役社長直轄の内部監査部を設置し、３名の専任スタッフを配置して

おります。

当社における内部監査は、内部監査部がグループ会社を含む各部門の業務活動に関して、運営状況、業務実施

の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況等についての監査を定期的に行い、代表取締役社長に報告し

ております。

また、内部監査部は、グループ会社及び各部門に監査結果に対して改善を実施しております。この内部監査を

通じてコンプライアンス経営が確実に行われていることを検証するとともに、指摘事項の改善により、企業の信

頼度を継続的に高めております。

なお、内部監査部は、内部監査結果及び是正状況について、取締役会に報告するとともに、監査等委員会にお

いて報告し、意見交換を行っております。
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③ 会計監査の状況

イ　監査法人の名称

　　有限責任監査法人トーマツ

ロ　継続監査期間

　　22年間

ハ　業務を執行した公認会計士

京嶋 清兵衛

向井　基信

後藤　久美子

ニ 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士       54名

その他           60名

ホ　監査法人の選定方針と理由

監査実績及び監査費用が当社の事業規模に適していること、グローバルでの監査体制、専門性等を総合

的に勘案した結果、会計監査が適正に行われる体制を備えていること、当社のガバナンス強化に寄与して

いること、品質向上・価値提供に向けた継続的努力を行っていること、当社との効率的な相互連携が図ら

れていることから、監査等委員会は、有限責任監査法人トーマツを選定しております。

ヘ　監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っております。会計監査人が独立の立場を保持し、

かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めております。この評価内容につきましては、継続的な職業倫

理の遵守、独立性を重視する組織風土醸成、高品質の監査の効率的な実施、当社の多様化するニーズにス

ピーディーに対応している点を評価しております。その結果、会計監査人の職務執行に問題はないと判断

しております。
 
④　監査報酬の内容等

イ　監査公認会計士等に対する報酬

区    分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 102 － 128 －

連結子会社 － － － －

合計 102 － 128 －
 

 
(前連結会計年度)
当社における非監査業務につきましては、該当事項はありません。
上記以外に、前連結会計年度中に前々連結会計年度の訂正報告書に係る監査の追加報酬として43百万円を支払っ

ております。

 
(当連結会計年度)
当社における非監査業務につきましては、該当事項はありません。
上記以外に、当連結会計年度に前連結会計年度に提出した訂正報告書に係る監査の追加報酬として180百万円を

支払っております。

 
ロ　監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（イを除く）

区    分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 － 14 － 17

連結子会社 190 54 236 42

合計 190 68 236 60
 

 
(前連結会計年度)
当社における主たる非監査業務の内容は、移転価格税制関連業務であります。
また、連結子会社における主たる非監査業務の内容は、移転価格税制関連業務、税務申告書に関するアドバイザ

リー業務であります。
上記以外に、前連結会計年度中に前々連結会計年度の監査に係る追加報酬として24百万円を支払っております。

 
(当連結会計年度)
当社における主たる非監査業務の内容は、移転価格税制関連業務であります。
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また、連結子会社における主たる非監査業務の内容は、移転価格税制関連業務、税務申告書に関するアドバイザ
リー業務であります。
上記以外に、当連結会計年度中に前連結会計年度の監査に係る追加報酬として16百万円を支払っております。

 
ハ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
ニ　監査報酬の決定方針

当社は、一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成した財務諸表等の信頼性や適正性につい

て、利害関係者や投資家等への社会的責任として、独立した立場での法定監査を監査法人等に委託してお

ります。その保証業務対価としての監査報酬は、社会的な水準及び監査時間等を勘案し、監査等委員会の

同意を得て決定しております。

 
ホ　監査等委員会が会計監査人の報酬等について同意した理由

当監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し、かつ報告を受け、

過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当該年度の監査計画における監査時間及び監査報酬の見積りの

妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について、監査品質を維持していくために合理的な水準であ

ると判断し、同意いたしました。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容は次の４点を基本的

なポリシーとして制度を設定し、運用をしております。

1)職責に相応していること

2)優秀な人材が確保できること

3)社会的に妥当な水準であること

4)業績や成果を反映していること

 
当社の役員報酬は、固定報酬部分（基本年俸）と業績連動型変動報酬部分(短期及び中長期)とで構成してお

ります。ただし、業務執行から独立した位置づけである社外取締役及び監査等委員である取締役におきまして

は、一事業年度ごとの業績に左右される変動報酬の適用は相応しくないとの考えより、固定報酬分（基本年

俸）のみの設定としております。

 
1)取締役（社外取締役を除く。）

 報酬は固定報酬部分と業績連動型変動報酬部分とで構成しております。固定部分は、後述する基準に基づ

き一定の範囲内で決定いたします。

2)監査等委員である取締役(社外取締役を除く。)

 報酬は固定報酬分のみとし、常勤・非常勤の別に一定の範囲内で決定いたします。

3)社外取締役

 報酬は固定報酬分のみとし、常勤・非常勤の別に一定の範囲内で決定いたします。

 
当社の役員報酬に関する決議は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の報酬限度額

を、2016年６月24日開催の第85回定時株主総会において年額２億６千万円以内（うち社外取締役の報酬額は年

額３千万円以内、なお使用人分給与は含まない）と決議しております。また、取締役（監査等委員である取締

役及び社外取締役）の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第85回定時株主総会において年額５千万円以内と

決議しております。また、取締役(監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。)と執行役員等を対象とす

る、株式給付信託を活用する業績連動型報酬制度の報酬限度額は、３億21百万円以内と決議しております。な

お、本制度は2021年６月25日開催の第90回定時株主総会においては、３年をひとつの期間とする対象期間毎の

金額として、３億21百万円以内から２億16百万円以内に改定され、更に同対象期間毎の株式報酬について、477

千株以内と決議しております。

 
役員報酬における固定報酬部分と変動部分の構成割合は、以下のとおりであります。

 固定報酬

部分

業績連動型変動報酬部分　※１

合計

基本年俸
年次賞与

（短期型インセンティブ）

株式給付信託型報酬制度

（中長期型インセンティブ）

取締役
(社外取締役を除く。)

69％ 21％ 10％ 100％

監査等委員である取締役
(社外取締役を除く。)

100％ ― ― 100％

社外取締役 100％ ― ― 100％
 

 (注) ※１　変動報酬部分を上限値とした場合で全体の構成比を算出。

 
当社の固定報酬部分の算定方法は、取締役につきましては取締役会が、監査等委員である取締役(社外取締役

を除く。)につきましては監査等委員会がそれぞれ決議いたします。取締役の報酬設定につきましては、取締役

会で決議された「役員報酬基準」（以下、「本基準」という。）を適用いたします。個別の報酬額設定につき

ましては、本基準に個々の評価結果を照らし合わせることで算出いたします。

本基準につきましては、外部のベンチマーク情報を基に、同業或いは他の同規模の企業における役員報酬の

水準を勘案しながら、外部経営人材を獲得することも意識した報酬水準を定めております。また、本基準の見

直しや改訂を取締役会に上申する際には、事前に任意の「指名報酬検討会(注１)」に諮ることを必須としてお

ります。検討会においては、前述の観点に加えて当社の財務状況も踏まえた上で、総合的かつ客観的な見解や

意見を論議することにより、本基準の妥当性を維持しております。

なお、取締役の基本年俸につきましては、特に2019年度後半からの事業環境悪化に伴う業績不振を鑑み、取

締役会の決議を経て2020年度から継続して減額を実施しており、現在の減額率は16％～19％（社外取締役は

５％～7.5％）としております。
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(注１)　指名報酬検討会

取締役会の諮問機関として位置付けられ、取締役の候補者選定や報酬設定や水準などについて、客観的な

見地から答申を行っております。検討会メンバーは独立社外取締役がその過半数を構成し、また独立社外取

締役が議長を務めることにより、答申内容の客観性を担保しております。2024年度は、指名報酬検討会を６

回開催しております。

なお、取締役の報酬等は、監査等委員とそれ以外の取締役を区別して定め、報酬総額の上限はそれぞれ、

株主総会において決議された金額となります。

 
当社の業績連動型報酬は、毎年の会社業績に応じて支給される短期インセンティブと株主の皆様と利益意識

を共有し、中長期での事業目標達成へのコミットメントを強めるべく中長期インセンティブを導入しておりま

す。

 
a. 年次賞与（短期インセンティブ）

年間業績に係る賞与は、一事業年度の全社共通の業績評価指標、並びに役員個別のそれぞれの担当領域にお

ける経営課題の達成状況を評価し、予め一定範囲で定めた賞与支給率（係数；上限30％）を固定報酬部分であ

る基本年俸に乗じて決定いたします。2023年度は、会社共通の業績指標である連結営業利益が、事業環境の悪

化により期中に修正した目標値に対して未達であったため、その実績を反映する2024年度分の賞与は、不支給

といたしました。

 
 全社共通の業績評価 役員個別の評価

合計
評価指標 連結営業利益 各担当領域の経営課題

評価ウェイト 40％ 60％ 100％

賞与支給率（係数） 12％ 18％ 30％
 

 
全社共通の業績評価の指標として「連結営業利益」を用いているのは、製造業として本業の業績を示す最も

明確な経営指標であること、また、社内の各組織の取り組みが最終的に寄与すべき共通の目標として、グルー

プを含む全社で従業員の達成意識や各リソースを結集しやすい値であることがその背景となっております。

 
b. 業績連動型報酬制度（中長期インセンティブ）

  当社は、2017年６月に取締役（社外取締役及び取締役（監査等委員）を除く）及び執行役員等を対象とし

て、業績連動型報酬制度を導入しております。本制度は、取締役及び執行役員等のうち国内居住者に対して

は、株式給付信託型報酬制度を使用し、国内非居住者に対しては、業績の達成度、貢献度に応じて金銭を給付

する業績連動型金銭報酬制度を使用します。株式給付信託型報酬制度は、業績の達成度、貢献度に応じて当社

株式を給付する制度であり、報酬と当社の株式価値の連動性をより明確にし、株価上昇によるメリットのみな

らず、株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績向上と企業価値拡大への貢

献意識を高めることを目的としております。2023年度は、会社共通の業績指標である連結営業利益が、事業環

境の悪化により期中に修正した目標値に対して未達であったため、その実績を反映する2024年度分の賞与は、

不支給といたしました。

 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる
役員の員数
(名)

固定報酬 業績連動報酬

金銭報酬 非金銭報酬等

固定報酬 賞与 株式給付信託報酬

取締役
（監査等委員及び社外取締役
を除く。）

79 79 － － 6

監査等委員である取締役
(社外取締役を除く。)

11 11 － － 1

社外取締役 39 39 － － 7
 

 

 
③　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
④　使用人兼務役員の使用人給与

該当事項はありません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、当社

が今後も成長を続けていくためには様々な企業との協力関係が必要と考えております。そのため、総合的な観点

で当社の中長期的な企業価値向上に必要と判断した場合には、政策保有株式（保有目的が純投資目的以外の目的

である投資株式）として保有しております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は年１回取締役会において、政策保有株式の保有是非の見直し、並びに議決権行使の状況に関する報告

を行うことを定めており、これに基づき政策保有する目的の希薄化の有無や、保有に伴う便益・リスクが資本

コストに見合っているかを検証しております。検証の結果、保有する意義がないと判断した株式については、

投資先企業との対話・交渉を実施しながら、市場への影響等を総合的に考慮の上、売却を行っております。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 3 38

非上場株式以外の株式 1 20
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得価
額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 6 取引先持株会を通じた株式の取得
 

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却価
額の合計額(百万円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

　特定投資株式

 

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

本田技研工業㈱
14,986 10,565 取引関係の維持・発展のため

取引先持株会を通じた株式の取得  
無

20 19
 

(注) １　定量的な保有効果については記載が困難であります。保有の合理性は取締役会において検証しており、保有

方針に沿った目的で保有していることを確認しております。

 
　みなし保有株式

　該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 
⑤　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2024年４月１日から2025年３月31日

まで)の連結財務諸表及び事業年度(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツにより監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、

会計基準の内容又はその変更等についての最新情報を把握することにより、連結財務諸表等の適正性を確保する取

組を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 24,118 27,896

  受取手形及び売掛金 ※１  32,115 ※１  32,482

  商品及び製品 2,299 1,869

  仕掛品 9,380 10,580

  原材料及び貯蔵品 9,204 7,557

  その他 7,537 7,431

  貸倒引当金 △1,026 △1,709

  流動資産合計 83,630 86,110

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※５  50,689 ※５  52,962

    減価償却累計額 △30,016 △32,838

    減損損失累計額 △1,262 △1,478

    建物及び構築物（純額） ※３  19,410 ※３  18,645

   機械装置及び運搬具 ※５  102,651 ※５  111,892

    減価償却累計額 △79,437 △89,225

    減損損失累計額 △8,412 △11,007

    機械装置及び運搬具（純額） ※３  14,801 ※３  11,659

   工具、器具及び備品 26,612 30,034

    減価償却累計額 △24,309 △27,266

    減損損失累計額 △460 △337

    工具、器具及び備品（純額） 1,842 2,430

   土地 ※３  6,373 ※３  6,568

   建設仮勘定 3,024 4,502

   有形固定資産合計 45,453 43,805

  無形固定資産   

   ソフトウエア 276 392

   その他 0 0

   無形固定資産合計 277 393

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※２  2,730 ※２  2,875

   長期貸付金 38 622

   退職給付に係る資産 5,436 6,251

   繰延税金資産 3,335 3,653

   その他 1,837 1,696

   貸倒引当金 － △576

   投資その他の資産合計 13,378 14,522

  固定資産合計 59,108 58,721

 資産合計 142,738 144,831
 

 

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 70/146



 

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 24,923 22,870

  電子記録債務 3,436 3,152

  短期借入金 ※３,４  66,370 ※３,４  4,730

  リース債務 972 770

  未払金 554 572

  未払法人税等 813 603

  賞与引当金 919 972

  その他 13,651 11,883

  流動負債合計 111,640 45,557

 固定負債   

  長期借入金 ※３  3,654 ※３  68,791

  リース債務 3,182 2,834

  繰延税金負債 3,201 3,938

  退職給付に係る負債 300 312

  その他 513 488

  固定負債合計 10,852 76,365

 負債合計 122,493 121,922

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,821 5,821

  資本剰余金 5,652 5,652

  利益剰余金 △3,906 △7,089

  自己株式 △535 △535

  株主資本合計 7,031 3,848

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △23 △26

  為替換算調整勘定 848 6,231

  退職給付に係る調整累計額 2,321 2,401

  その他の包括利益累計額合計 3,146 8,606

 非支配株主持分 10,066 10,454

 純資産合計 20,245 22,909

負債純資産合計 142,738 144,831
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１  214,239 ※１  218,801

売上原価 ※２,４  191,267 ※２,４  198,016

売上総利益 22,972 20,784

販売費及び一般管理費 ※３,４  21,318 ※３,４  21,074

営業利益又は営業損失（△） 1,653 △289

営業外収益   

 受取利息 334 250

 受取配当金 33 0

 持分法による投資利益 397 314

 為替差益 1,461 538

 補助金収入 52 52

 その他 259 356

 営業外収益合計 2,539 1,512

営業外費用   

 支払利息 1,912 2,049

 借入手数料 27 206

 支払手数料 369 145

 その他 161 111

 営業外費用合計 2,470 2,511

経常利益又は経常損失（△） 1,722 △1,288

特別利益   

 固定資産売却益 ※５  499 ※５  100

 投資有価証券売却益 1,006 －

 関係会社株式売却益 － 60

 特別利益合計 1,505 161

特別損失   

 固定資産売却損 ※６  24 ※６  18

 固定資産除却損 ※７  81 ※７  26

 減損損失 ※８  967 ※８  4,213

 関係会社出資金評価損 ※９  71 －

 貸倒引当金繰入額 103 576

 事業構造改善費用 ※10  300 －

 災害による損失 － 107

 債権売却損 － 509

 子会社清算損 80 －

 事業撤退損 － 239

 関係会社出資金売却損 － 102

 特別損失合計 1,628 5,794

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,598 △6,922

法人税、住民税及び事業税 1,570 1,134

法人税等調整額 717 671

法人税等合計 2,288 1,805

当期純損失（△） △689 △8,727

非支配株主に帰属する当期純利益 869 455

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △1,559 △9,182
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当期純損失（△） △689 △8,727

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △474 △3

 為替換算調整勘定 1,395 6,013

 退職給付に係る調整額 1,260 80

 持分法適用会社に対する持分相当額 44 246

 その他の包括利益合計 ※１  2,225 ※１  6,337

包括利益 1,535 △2,390

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 125 △3,723

 非支配株主に係る包括利益 1,410 1,332
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,821 5,652 △2,346 △535 8,591

当期変動額      

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
  △1,559  △1,559

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
    －

当期変動額合計 － － △1,559 － △1,559

当期末残高 5,821 5,652 △3,906 △535 7,031
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 450 △50 1,060 1,461 9,822 19,874

当期変動額       

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
     △1,559

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△473 898 1,260 1,685 244 1,930

当期変動額合計 △473 898 1,260 1,685 244 370

当期末残高 △23 848 2,321 3,146 10,066 20,245
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 当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,821 5,652 △3,906 △535 7,031

当期変動額      

新株の発行 3,000 3,000   6,000

資本金から資本剰余金へ

の振替
△3,000 3,000   －

欠損填補  △6,000 6,000  －

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
  △9,182  △9,182

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
    －

当期変動額合計 － － △3,182 △0 △3,182

当期末残高 5,821 5,652 △7,089 △535 3,848
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 △23 848 2,321 3,146 10,066 20,245

当期変動額       

新株の発行      6,000

資本金から資本剰余金へ

の振替
     －

欠損填補      －

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
     △9,182

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△3 5,382 80 5,459 387 5,846

当期変動額合計 △3 5,382 80 5,459 387 2,664

当期末残高 △26 6,231 2,401 8,606 10,454 22,909
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

1,598 △6,922

 減価償却費 7,272 7,316

 減損損失 967 4,213

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △87 1,120

 賞与引当金の増減額（△は減少） 280 34

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 134 △16

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △415 △655

 受取利息及び受取配当金 △368 △250

 為替差損益（△は益） △847 △330

 支払利息 1,912 2,049

 持分法による投資損益（△は益） △397 △314

 固定資産売却損益（△は益） △474 △82

 固定資産除却損 81 26

 投資有価証券売却損益（△は益） △1,006 －

 災害による損失 － 107

 関係会社出資金売却損益（△は益） － 102

 補助金収入 △52 △52

 事業構造改善費用 300 －

 売上債権の増減額（△は増加） △7,197 1,230

 棚卸資産の増減額（△は増加） 620 1,325

 仕入債務の増減額（△は減少） 2,126 △3,960

 前受金の増減額（△は減少） △3,965 704

 前払費用の増減額（△は増加） 214 490

 未払金の増減額（△は減少） △359 △235

 未払費用の増減額（△は減少） 4,038 △2,510

 未払消費税等の増減額（△は減少） 421 △334

 預り金の増減額（△は減少） △1,197 △50

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,925 △226

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △924 △1,186

 その他 △162 800

 小計 587 2,391

 利息及び配当金の受取額 750 647

 利息の支払額 △1,874 △875

 補助金の受取額 52 51

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △63 △1,302

 営業活動によるキャッシュ・フロー △547 911
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △3,573 △5,637

 有形固定資産の売却による収入 3,304 205

 無形固定資産の取得による支出 △142 △78

 投資有価証券の取得による支出 △6 △6

 投資有価証券の売却による収入 1,400 －

 貸付けによる支出 △216 △33

 貸付金の回収による収入 32 29

 定期預金の預入による支出 △2,221 △844

 定期預金の払戻による収入 2,314 2,013

 関係会社株式の売却による収入 － 170

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ ※３  △927

 その他 △20 △63

 投資活動によるキャッシュ・フロー 871 △5,170

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △919 △13,509

 長期借入れによる収入 277 23,539

 長期借入金の返済による支出 △8,198 △6,783

 自己株式の取得による支出 － △0

 非支配株主への配当金の支払額 △1,165 △945

 株式の発行による収入 － 6,000

 リース債務の返済による支出 △735 △999

 財務活動によるキャッシュ・フロー △10,742 7,302

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,632 1,787

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,785 4,831

現金及び現金同等物の期首残高 30,685 21,899

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  21,899 ※１  26,730
 

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 77/146



【注記事項】

 (継続企業の前提に関する事項)

当社グループは、①当連結会計年度末において自己資本が低い水準に留まっていることから、収益力向上、財務体

質の改善・強化、安定した経営基盤の構築及び安定的な資金繰りの確保を求められていること、②2023年度に策定し

た経営再建策に従い、当連結会計年度において営業利益48億円を見込んでおりましたが、北米事業は継続的な再建へ

の取組みの遅延などの影響により経営再建策を大幅に下回り、２億89百万円の連結営業損失となったこと、③当連結

会計年度の業績には販売先OEMによる支援も含まれていること、④下記のとおり各取引金融機関と締結しております借

入契約における確約条項及び財務制限条項に抵触している状況です。

上記から、前連結会計年度に引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在してい

るものと認識しております。

 
当社グループでは当該事象又は状況を改善、解消すべく、以下の取組みを実行してまいります。
 

(1) グループの収益力向上

① 取引先との販売価格・数量等の改定交渉、材料の市況変動による高騰や労務費高騰の販売価格への転嫁、生産現

場における生産ロスの圧縮、人員体制の最適化等による人件費抑制の継続などの経営改革を断行し、グループ収益

力の向上を引き続き取り組んでまいります。

② 取引先との販売価格等の改定交渉は、着実に合意形成が図られており、グループ収益力の向上に取り組んでおり

ます。

③ 北米拠点においては、主要販売先とのOEMの協働による生産現場改善や、間接部門における早期退職の実施、並

びに事務のメキシコへの集約によるコストダウンなどの経営改革を着実に実行しております。

④ 米国関税の影響に関しては、販売先OEM等との交渉を通じて、利益圧迫を最小限とすべく取り組んでおります。

⑤ 欧州拠点において、拠点再編・不採算事業の撤退による収益改善施策を実行しております。

 
(2) 財務体質の改善・強化と安定した経営基盤の構築

① 当社グループの安定的な事業運営の継続、自己資本の充実による財務体質の改善・強化及び経営再建を確実とす

るための抜本的な構造改革施策の実施に必要な資金を確保することを目的とした、第三者割当増資による総額60億

円の資金調達（以下、「本第三者割当増資」）が2024年11月１日に完了しております。

② 2024年11月１日に本第三者割当増資に係る払込みが完了したことで、古川幸二が当社の代表取締役社長　社長役

員に新たに就任し、稲津茂樹が当社の取締役　副社長役員に新たに就任しております。2025年４月に公表した中期

経営計画「Kasai Turnaround Aspiration」の策定を主導するなど、経営再建に向けた新たな体制をスタートしてお

ります。

 
(3) 安定的な資金繰りの確保

① 2024年11月１日に株式会社りそな銀行との間の、2024年５月９日付劣後特約付準金銭消費貸借契約書に基づく、

デットデットスワップ（以下、「本DDS」といいます。）の効力が生じております。本DDSは、当社の既存借入金

（総額約176億円）の一部（総額60億円）について2033年３月31日を返済期限とする資本性劣後ローンへ転換するも

のであり、当社の資金繰りの安定化に大きく寄与するものです。

② 当社は2022年５月26日に締結したシンジケートローン契約について、2024年10月23日付で変更契約を締結し、こ

れにより最終返済期限を2028年３月31日に変更しており、短期的な債務返済に関する懸念は解消されています。

③ 当社は2022年９月30日に締結したコミットメントライン契約について、2024年10月23日付で変更契約を締結し、

コミットメント期日を2028年３月31日に変更すると共に、2024年11月１日より貸出コミットメントの総額を55億円

に増額しております。

④ 当社は2024年10月23日付で全取引金融機関との間で、「債権者間協定書」を締結しており、新たな財務制限条項

を設定すると共に、同「債権者間協定書」において定められた新たな弁済条件に基づく金銭消費貸借契約書を併せ

て締結しております。

⑤上記に加えて、投資案件の厳選及び抑制等を図るとともに、グループ収益力の向上による営業キャッシュ・フ

ローの獲得により、事業及び運転資金需要の抑制に努めてまいります。

 
しかしながら、現在進めている経営再建策の進捗のみならず、主要販売先の生産台数の動向による売上減少要因や

原材料等の供給価格の高騰によるコスト増加要因などの外部環境の急激な変化により当社の業績に影響を及ぼす可能
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性があることから、計画している業績の回復が早期に達成できない可能性があります。さらに、当社は2025年3月期有

価証券報告書の提出が法定期限内に行えなかったことにより、各取引金融機関と締結しております借入契約における

確約条項に抵触していることに加え、当連結会計年度において営業赤字となったことにより借入契約の財務制限条項

に抵触しております。この結果、当該契約に基づき、金融機関からの請求により期限の利益を喪失する事由に該当す

る可能性があります。現時点において、金融機関からの期限の利益喪失に関する請求は受けておりませんが、当社と

しては、金融機関と協議を進めており、有価証券報告書提出遅延の原因となった事象の解消及び再発防止策の策定・

実施を講じること及び、グループの収益力向上へのさらなる取組みを実施することにより、期限の利益喪失請求等の

権利を放棄いただくことに理解を得られるよう努めております。これらの取組みに対して金融機関の理解が得られ

ず、期限の利益を喪失する事態となった場合には、当社の財務状況、キャッシュ・フロー、事業継続性等に重大な影

響を及ぼす可能性があります。上記のとおり各金融機関に期限の利益喪失請求等の権利を放棄いただくことが確定し

ていないため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、当社グループの連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。

 
 
(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数           15社

主要な連結子会社名は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

 なお、Kasai (Germany) GmbHは保有する全株式の売却に伴い、当連結会計年度より連結の範囲から除外しており

ます。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

従来、非連結子会社であったKASAIKOGYO MOROCCO S.A.R.Lは、当連結会計年度において清算しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、KASAI NORTH AMERICA,INC.、KASAI UK LTD、KASAI MEXICANA S.A. DE C.V.、広州河西汽車内

飾件㈲、KASAI TECK SEE CO.,LTD.、PT. KASAI TECK SEE INDONESIA、開封河西汽車飾件㈲、東風河西（大連）汽車

飾件系統㈲、東風河西（武漢）頂飾系統㈲、武漢河達汽車飾件㈲の決算日は12月末日であります。連結財務諸表の

作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。

 
２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数  4社

持分法適用関連会社名は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

なお、東北KAT㈱は保有する全株式の売却に伴い、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表等

を使用しております。

 
３　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
② 棚卸資産

当社及び国内連結子会社

評価基準        原価法
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(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

評価方法

商品及び製品・仕掛品　先入先出法

 うち購入製品    　 移動平均法

 うち金型仕掛品等 　個別法

原材料             　移動平均法

貯蔵品             　移動平均法

在外連結子会社

評価基準    低価法

評価方法   主として先入先出法

 
③ デリバティブ

時価法

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は主として定率法を採用しております。

ただし、当社の工具、器具及び備品のうち工具並びに当社及び国内連結子会社の1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

を採用しております。

在外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物      ２～50年

機械装置及び運搬具  ２～22年

工具、器具及び備品  ２～20年
 

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。
 

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
 

② 賞与引当金

従業員賞与の支払いに備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上しております。

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ

き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。
 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
 

③ 小規模企業等における簡便法の採用
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一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
（5）重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 
商品又は製品の販売

当社グループは主として自動車メーカー向け自動車内装部品の製造及び販売を行っており、このような製品販

売については、製品を顧客が検収した時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、当該製品

の検収時点で収益を認識しております。また、当該製品の製造に係る金型取引については、通常、顧客による買

取りの意思表示である検収等が行われた時点で履行義務を充足したと判断し、当該時点で収益を認識しておりま

す。

取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を控除した金額で算定し

ております。

なお、買戻し契約に該当する有償支給取引については、支給先から受け取る対価を収益として認識しておりま

せん。有償受給取引については、加工代相当額のみを純額で収益を認識しております。

 
(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外連結子会社の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定並びに非支配株主持分に含めております。

 

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。なお、要件を満たす場合には、為替予約については振当処理を採用しており

ます。
 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段     ヘッジ対象

為替予約       外貨建債権債務
 

③ ヘッジ方針

当社グループは、為替相場の変動・金利変動に対するリスクヘッジを目的として、実需の範囲内でデリバティ

ブ取引を利用しております。したがって、売買差益を獲得する目的や投機目的のためには、デリバティブ取引を

利用しておりません。
 

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより、有効性の評価を行っております。ただし、振当処

理の要件を満たす為替予約については、ヘッジの有効性の判定を省略しております。
 

⑤ 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、外貨建債権債務の為替変動のリスク回避及び有利子負債の金利変動のリスク回避を目的

として行っており、基本的に個別ヘッジを行い、取引高は実需の範囲内とし、投機目的やトレーディング目的の

取引は行わない方針であります。
 

⑥ 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引に係るリスク管理は、財務部が行っております。

為替変動・金利変動リスクを回避するための取引であり、実需以上のデリバティブ取引が存在していないか等

に重点をおいて管理しております。また、取引により確定した為替レート・利率等は、随時担当役員に報告して

おります。なお、デリバティブ取引が発生する場合は、個別の稟議事項として案件ごとに承認を受けることとし

ております。
 

⑦ 取引に係るリスクの内容

当社グループのデリバティブ取引によるリスクとしては、為替相場及び市場金利の変動による期待利益の喪失
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というリスクを有しておりますが、それぞれ実需の範囲内の取引であり、実質的なリスクはありません。また、

取引相手は、信用度の高い取引銀行であり、信用リスクはないものと判断しております。

 
(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

固定資産の減損損失に係る見積り

① 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 45,453 43,805

無形固定資産 277 393

減損損失 967 4,213
 

 
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは事業資産については事業所等を基準とした管理会計上の区分単位をグルーピングの単位とし、概

ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位でグルーピングを行っております。減損の兆候があると判定

された資産グループについて、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を

下回る場合には、減損損失の認識の判定を実施しております。減損損失を認識すべきであると判定された資産グ

ループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可

能価額は、正味売却価額と使用価値（割引後将来キャッシュ・フロー）のいずれか高い方の金額を使用しておりま

す。

正味売却価額は、外部専門家から取得した不動産鑑定評価書の不動産評価額等に基づいて算定しております。

割引前将来キャッシュ・フローについては、取締役会で承認を得た事業計画をもとに、経営環境や需要動向を踏

まえて算定しております。経営環境や需要動向、不動産市況の変動により、これらの見積りにおいて用いた仮定の

見直しが必要となった場合、翌連結会計年度において減損損失を計上する可能性があります。

その他の資産グループにおいて、当連結会計年度に計上しました減損損失につきましては「（連結損益計算書関

係）※８減損損失」をご参照ください。

 
 

(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっており

ます。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 
（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」の適用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　

2024年３月22日）を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表

への影響はありません。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

等

 
(1)　概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討

が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての定め

を採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定め

を個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減価

償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 
(2)　適用予定日

2028年３月期の期首より適用予定であります。

 
(3)　当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額につきましては、現時点で評価中であり

ます。

 
（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債務」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に表示していた

28,360百万円は、「電子記録債務」3,436百万円、「支払手形及び買掛金」24,923百万円として組み替えておりま

す。

 
（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「貸倒引当金繰入額」は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「特別損失」の「その他」に表示していた103百万円は、

「貸倒引当金繰入額」103百万円として組み替えております。
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(追加情報)

(財務制限条項)

(1) 当社のコミットメントライン契約のうち、2022年９月30日に締結し、2024年10月23日付で変更契約書を締結し

た当社所有の寒川工場を担保としたコミットメントライン契約には、以下の財務制限条項が付されております。

① 2025年３月期以降、決算期末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額を101億3,000万円以上に維持す

る。ただし、純資産の部の金額については、連結子会社に対する貸付等債権に係る「為替差損益」の額及び「為

替換算調整勘定」の額を差し引いた額とする。 

② 2025年３月期以降、各事業年度の連結の損益計算書における営業利益を正の数値に維持し、これを損失としな

い。

③ 2024年６月末日を初回とし、各暦月末日における借入人単体の貸借対照表における現金及び預金（現金同等物

を含む。）の合計額に、借入人の相手方当事者としての金融機関が貸付義務を有するコミットメントライン契約

の未使用貸付極度額を加算した金額（以下「最低現預金」という。）を20億円以上に維持する。
 

この契約に基づく貸出コミットメントの総額及び借入実行残高は次のとおりであります。

 前連結会計年度

(2024年３月31日)

当連結会計年度

 (2025年３月31日) 

 貸出コミットメントの総額 4,500百万円 5,500百万円

 借入実行残高 －百万円 732百万円

 差引 未実行残高 4,500百万円 4,768百万円
 

 
(2) 当社が全取引金融機関との間で2024年10月23日に締結した債権者間協定書において、当社の全取引金融機関に

対する借入（但し、劣後特約付準金銭消費貸借契約の対象となる劣後債務及びコミットメントライン契約を除く。

以下「既存借入」といいます。）を対象として、財務制限条項が付されております。

なお、債権者間協定書で定める財務制限条項と既存借入に設定されている財務制限条項に齟齬がある場合、債権

者間協定書に定める財務制限条項が適用されます。

① 2025年３月期以降、決算期末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額を101億3,000万円以上に維持す

る。ただし、純資産の部の金額については、連結子会社に対する貸付等債権に係る「為替差損益」及び「為替換

算調整勘定」を差し引いた額とする。

② 2025年３月期以降、各事業年度の連結の損益計算書における営業利益を正の数値に維持し、これを損失としな

い。

③ 2024年６月末日を初回とし、各暦月末日における借入人単体の貸借対照表における現金及び預金（現金同等物

を含む。）の合計額に、借入人の相手方当事者としての金融機関が貸付義務を有するコミットメントライン契約

の未使用貸付極度額を加算した金額（以下「最低現預金」という。）を20億円以上に維持する。
 

この契約に基づく借入金残高は次のとおりであります。

 前連結会計年度

(2024年３月31日)

当連結会計年度

 (2025年３月31日)

 借入金額総額 －百万円 73,522百万円

 劣後債務残高 －百万円 6,000百万円

コミットメントライン契約の

借入実行残高

－百万円 3,732百万円

 差引 既存借入残高 －百万円 63,790百万円
 

 
(3) 当社の既存借入には、2022年５月26日に締結したシンジケートローン契約から、2024年10月23日付でシンジ

ケートローンに参加する各取引金融機関との個別の金銭消費貸借契約の形態に変更した借入金が含まれており、以

下の財務制限条項が付されております。

2022年５月末日を初回とし、各暦月末日における単体の貸借対照表における現金及び預金（現金同等物を含まな

い。）の合計額に、借入人の相手方当事者としての金融機関が貸付義務を有するコミットメントライン契約の未

使用貸付極度額を加算した金額を20億円以上に維持する。
 

この契約に基づく借入金残高は次のとおりであります。

 前連結会計年度

(2024年３月31日)

当連結会計年度

 (2025年３月31日)
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 借入金残高 25,166百万円 24,143百万円
 

 
なお、当連結会計年度末において上記(1)及び（2）条項について、財務制限条項②に抵触していることに加え、

2025年３月期有価証券報告書の提出が法定期限内に行えなかったことにより、各取引金融機関と締結しております

借入契約における確約条項に抵触しております。現時点において、金融機関からの期限の利益喪失に関する請求は

受けておりませんが、当社としては、金融機関と協議を進めており、有価証券報告書提出遅延の原因となった事象

の解消及び再発防止策の策定・実施を講じること及び、グループの収益力向上へのさらなる取組みを実施すること

により、期限の利益喪失請求等の権利を放棄いただくことに理解を得られるよう努めております。

 
(業績連動型株式報酬制度)

当社は、取締役（社外取締役、監査等委員である取締役を除く）及び執行役員（以下あわせて「取締役及び執行

役員」という。）を対象に、中長期的視野をもって、業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目

的として、当社の業績と株式価値との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い報酬制度として、業績連動型株式

報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。

本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

 
(1)取引の概要

本制度は、予め当社が定めた「株式給付規程」に基づき、一定の受益者要件を満たした当社の取締役及び執行役

員に対し、当社株式を給付する仕組みです。当社は、取締役及び執行役員に対し、役位及び業績達成度、業績貢献

度に応じて各事業年度にポイントを付与し、原則として取締役及び執行役員が退任し、受益者要件を満たした場

合、所定の受益者確定手続を行うことにより、退任時に定められた確定ポイント数に応じた数の当社株式を給付し

ます。取締役及び執行役員に対して給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、

信託財産として分別管理するものとします。

 
(2)信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託における帳簿価額は、前連結会計年度255百万円、当連結会計年度255百万円であります。

② 当該自社の株式の前期末株式155,429株及び当期末株式155,429株は、株主資本において自己株式として計上して

おります。
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(連結貸借対照表関係)
 

※１　受取手形及び売掛金の金額のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認

識関係）３．(1)顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高」に記載しております。

 
※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

投資有価証券(株式) 1,816百万円 1,940百万円

投資有価証券(出資金) 857百万円 875百万円

合計 2,674百万円 2,816百万円
 

 
※３　担保に供している資産並びに担保付債務は以下のとおりであります。

担保に供している資産

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

建物 4,856百万円 4,653百万円
機械装置 146百万円 102百万円
土地 2,883百万円 2,883百万円

合計 7,886百万円 7,639百万円
 

 
上記のうち、工場財団設定分

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

建物 2,343百万円 2,278百万円
機械装置 146百万円 102百万円
土地 362百万円 362百万円

合計 2,852百万円 2,744百万円
 

 
担保付債務

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

 短期借入金 －百万円 3,732百万円
長期借入金 200百万円 200百万円

合計 200百万円 3,932百万円
 

 
上記のうち、工場財団設定分

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

 短期借入金 －百万円 732百万円
長期借入金(１年超) 200百万円 200百万円

合計 200百万円 932百万円
 

 
※４　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借

入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 17,642百万円 10,500百万円
借入実行残高 8,013百万円 3,732百万円

差引 9,629百万円 6,768百万円
 

 
※５　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

建物及び構築物 371百万円 371百万円
機械装置及び運搬具 10百万円 10百万円

合計 382百万円 382百万円
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(連結損益計算書関係)
 

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項(セグメント情報等) ３ 報告セグメントごとの売上高、利

益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報」に記載しております。

 
※２ 売上原価に含まれる収益性低下に伴う期末棚卸資産の簿価切下げ金額

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上原価 162百万円 299百万円
 

 
※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

運賃及び発送諸費 3,316百万円 3,034百万円

給料 6,002百万円 6,305百万円

減価償却費 572百万円 615百万円

賞与引当金繰入額 92百万円 87百万円

退職給付費用 58百万円 72百万円

支払手数料 3,709百万円 2,714百万円
 

 
※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

 1,069百万円 1,398百万円
 

 
※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

建物及び構築物 445百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 6百万円

工具、器具及び備品 2百万円 25百万円

土地 50百万円 68百万円

計 499百万円 100百万円
 

 
※６ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

機械装置及び運搬具 4百万円 17百万円

工具、器具及び備品 0百万円 1百万円

土地 18百万円 －百万円

計 24百万円 18百万円
 

 
※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

建物及び構築物 0百万円 4百万円
機械装置及び運搬具 74百万円 13百万円
工具、器具及び備品 7百万円 7百万円
建設仮勘定 0百万円 －百万円
土地 －百万円 0百万円

計 81百万円 26百万円
 

 
※８ 減損損失
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以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
 

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

広州河西汽車内飾件㈲
中国　広東省広州市

自動車内装部品用製造設備 建物及び構築物、工具、器具及
び備品、機械装置及び運搬具 41

武漢河達汽車飾件有限公司
中国　湖北省武漢市

自動車内装部品用製造設備
建物及び構築物、工具、器具及
び備品、機械装置及び運搬具、
土地

393

Kasai (Germany) GmbH
ドイツ連邦共和国ニーダーザクセ
ン州ヴォルフスブルク市

自動車内装部品用製造設備
建物及び構築物、機械装置及び
運搬具、工具、器具及び備品、
土地

531

合計 967
 

　当社グループは事業資産については事業所等を基準とした管理会計上の区分単位をグルーピングの単位としてお

ります。

　広州河西汽車内飾件㈲の建物及び構築物、工具、器具及び備品、機械装置及び運搬具については、今後の使用見

込みがなくなり遊休状態となったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上いた

しました。

　武漢河達汽車飾件有限公司の建物及び構築物、工具、器具及び備品、機械装置及び運搬具、土地については、収

益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上いたしました。

　Kasai (Germany) GmbHの建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品、土地については、収益性

が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上いたしました。

　なお、これらの有形固定資産の資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び構築

物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品、土地については処分見込額により評価しております。

 
当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

KASAI NORTH AMERICA, INC.
米国 テネシー州 
マーフリーズボロ市

自動車内装部品用製造設備 建物及び構築物、機械装置及び
運搬具

3,140

広州河西汽車内飾件㈲
中国　広東省広州市

自動車内装部品用製造設備 工具、器具及び備品、機械装置
及び運搬具

２

開封河西汽車飾件㈲

中国 河南省開封市
自動車内装部品用製造設備

建物及び構築物、機械装置及び
運搬具、工具、器具及び備品、
土地

756

Kasai (Germany) GmbH
ドイツ連邦共和国ニーダーザクセ
ン州ヴォルフスブルク市

自動車内装部品用製造設備
建物及び構築物、機械装置及び
運搬具、工具、器具及び備品、
土地

313

合計 4,213
 

当社グループは事業資産については事業所等を基準とした管理会計上の区分単位をグルーピングの単位としてお

ります。

　KASAI NORTH AMERICA, INC.の建物及び構築物、機械装置及び運搬具については、営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスであることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定評価基準等に基づいた評価額から処分費用見込額を控除して算出しておりま

す。

　広州河西汽車内飾件㈲の工具、器具及び備品、機械装置及び運搬具については、将来の使用が見込まれなくなっ

たことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定して

おりますが、他への転用や売却が困難であることから、回収可能価額を零として算出しております。

　開封河西汽車飾件㈲の建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品、土地については、営業活動

から生ずる損益が継続してマイナスであることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、回収

可能価額は使用価値により測定しておりますが、見積期間内の割引前将来キャッシュ・フローに基づく使用価値が

マイナスであるため、回収可能価額を零として算出しております。

　Kasai (Germany) GmbHの建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品、土地については、収益性

が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定して

おりますが、見積期間内の割引前将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額

を零として算出しております。
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※９ 関係会社出資金評価損

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　関係会社出資金に対して減損処理を行ったものであります。

 
当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 
※10 事業構造改善費用

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　収益性の改善を図る施策を当社及び一部の海外子会社で行ったことに伴う費用であり、主な内容は早期退職者

への割増退職金であります。

 
当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）　

　該当事項はありません。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金   
  当期発生額 321 △4

組替調整額 △1,006 －

法人税等及び税効果調整前 △684 △4

    法人税等及び税効果額 209 1

    その他有価証券評価差額金 △474 △3

為替換算調整勘定   

  当期発生額 1,395 5,972

　組替調整額 － 41

　　為替換算調整勘定 1,395 6,013

退職給付に係る調整額   
 当期発生額 2,031 558

 組替調整額 △215 △398

   法人税等及び税効果調整前 1,816 160

   法人税等及び税効果額 △555 △80

   退職給付に係る調整額 1,260 80

持分法適用会社に対する持分相当額   

  当期発生額 44 246

その他の包括利益合計 2,225 6,337
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

  普通株式 (株) 39,511,728 － － 39,511,728
 

 
２  自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

  普通株式 (株) 818,664 － － 818,664
 

（注）当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数に含まれる株式給付信託が保有する自社の株式数は、そ

れぞれ当連結会計年度期首155,429株、当連結会計年度末155,429株であります。

 
３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度の期末配当は無配のため、該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

  普通株式 (株) 39,511,728 － － 39,511,728

　Ａ種優先株式 (株) － 5,827,274 － 5,827,274

合計 (株) 39,511,728 5,827,274 － 45,339,002
 

（変更事由の概要）

　Ａ種優先株式の増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　第三者割当増資による増加　5,827,274株　

 
２  自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

  普通株式 (株) 818,664 113 － 818,777
 

（注）当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数に含まれる株式給付信託が保有する自社の株式数は、そ

れぞれ当連結会計年度期首155,429株、当連結会計年度末155,429株であります。

（変更事由の概要）

　普通株式の増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　113株

 
３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度の期末配当は無配のため、該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

現金及び預金勘定 24,118百万円 27,896百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,219百万円 △1,166百万円

現金及び現金同等物 21,899百万円 26,730百万円
 

 

※２ 重要な非資金取引の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

 連結貸借対照表に計上したリース資産の取得額 285百万円 274百万円

 連結貸借対照表に計上した使用権資産の取得額 2,527百万円 －百万円

 連結貸借対照表に計上したリース債務の増加額 2,812百万円 274百万円
 

 

※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

株式の売却により、Kasai (Germany) GmbHが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の同社の資産及び負債の内

訳ならびに株式の売却価額と売却による支出（純額）は次のとおりです。
 

流動資産 2,400百万円

固定資産 51百万円

流動負債 △2,399百万円

固定負債 △72百万円

為替換算調整勘定 41百万円

株式の売却損 △102百万円

　株式の売却価額 △81百万円

株式売却に伴う付随費用 △239百万円

現金及び現金同等物 △607百万円

　差引：売却による支出 △927百万円

   

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △927百万円
 

 
(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、自動車内装部品事業における金型(工具、器具及び備品)であります。

また、一部の在外連結子会社では、IFRS第16号（リース）を適用しております。当該会計基準の適用により、当

該子会社の工場等における賃借料を使用権資産として計上しております。なお、当該使用権資産は、当連結会計年

度の連結貸借対照表において、「建物及び土地」に含めて表示しております。
 

・無形固定資産

主として、自動車内装部品事業におけるコンピュータソフトウエアであります。
 

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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２ オペレーティング・リース取引

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針

であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスク、外貨建債権債務の為替変動リスクを回避するために利用

し、投機的な取引は行いません。

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクや発行体の信用リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有す

る企業の株式等であり、財務部において定期的に時価や発行体の財務状況を把握する体制としております。

営業債務である電子記録債務、支払手形及び買掛金は、そのほとんどが120日以内の支払期日であります。借入

金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達でありま

す。

また、営業債務や借入金は流動性リスクに、変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されておりますが、当社

グループでは、各社が月次で資金繰計画を作成するなどの方法によりリスク管理をしております。

 
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。

 
２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等

は、次表には含めておりません（(注２)を参照ください）。

 
前連結会計年度（2024年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 投資有価証券    
　　　その他有価証券 19 19 －

資産計 19 19 －

(２) 長期借入金 24,636 24,594 △41

負債計 24,636 24,594 △41
 

 
当連結会計年度（2025年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 投資有価証券    
　　　その他有価証券 20 20 －

資産計 20 20 －

(２) 長期借入金 69,790 68,857 △932

負債計 69,790 68,857 △932
 

(注１) 「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「電子記録債務」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「未払

金」「未払法人税等」については、そのほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、記載を省略しております。

(注２) １年以内に返済予定の長期借入金は、「（２）長期借入金」に含まれております。

(注３) 市場価格のない株式等は、「（１）投資有価証券」に含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区分 2024年３月31日 2025年３月31日

非上場株式 2,710 2,855
 

 
(注４) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
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前連結会計年度（2024年３月31日）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超

５年以内
５年超

現金及び預金 24,118 － －

受取手形及び売掛金 32,115 － －

合計 56,234 － －
 

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超

５年以内
５年超

現金及び預金 27,896 － －

受取手形及び売掛金 32,241 241 －

合計 60,138 241 －
 

 

(注５) 短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
 

前連結会計年度（2024年３月31日）

（単位：百万円）

 
１年以内

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

短期借入金 45,387 － － － － －

長期借入金 20,982 2,427 410 81 81 653

リース債務 972 351 183 69 28 2,550

合計 67,342 2,778 593 151 109 3,203
 

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

（単位：百万円）

 
１年以内

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

短期借入金 3,732 － － － － －

長期借入金 998 2,955 59,835 － － 6,000

リース債務 770 103 140 79 96 2,413

合計 5,501 3,059 59,976 79 96 8,413
 

 
３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

おります。

 
レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
 

 
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
 

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 19 － － 19
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資　産　計 19 － － 19
 

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 20 － － 20

資　産　計 20 － － 20
 

 
(2)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
 

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
区分

時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 24,594 － 24,594

負　債　計 － 24,594 － 24,594
 

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
区分

時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 68,857 － 68,857

負　債　計 － 68,857 － 68,857
 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１ その他有価証券
 

前連結会計年度（2024年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 19 13 6

小計 19 13 6

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計  19 13 6
 

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 20 20 0

小計 20 20 0

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計  20 20 0
 

 
２ 売却したその他有価証券
 

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 1,400 1,006 －

合計 1,400 1,006 －
 

 

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 － － －

合計 － － －
 

 
(デリバティブ取引関係)

当社グループが行っているデリバティブ取引は、重要性が乏しいため注記を省略しております。
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(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりました

が、2024年６月に基金型から規約型に制度を移行し、同様の制度を引き継ぎました。

また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

当社及び一部の国内連結子会社並びに在外連結子会社において、確定拠出型の制度を有しております。また、一部

の在外連結子会社において、確定給付型の制度を有しております。

なお、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債

及び退職給付費用を計算しております。

 

２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 (簡便法を適用した制度を除く。)

 （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

   退職給付債務の期首残高 11,765 11,365

      勤務費用 537 477

      利息費用 62 93

      数理計算上の差異の発生額 △209 △824

      退職給付の支払額 △790 △854

     その他 － 47

   退職給付債務の期末残高 11,365 10,304
 

 
(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 (簡便法を適用した制度を除く。)

 （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

    年金資産の期首残高 14,977 16,798

      期待運用収益 299 335

      数理計算上の差異の発生額 1,821 △265

      事業主からの拠出額 491 483

      退職給付の支払額 △790 △854

    年金資産の期末残高 16,798 16,497
 

 
(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

    退職給付に係る負債の期首残高 134 261

      退職給付費用 44 47

      退職給付の支払額 △2 △7

      制度への拠出額 △44 △46

     連結除外による減少 － △29

      その他 129 28

    退職給付に係る負債の期末残高 261 254
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

  積立型制度の退職給付債務 11,482 10,402

  年金資産 △16,919 △16,654

 △5,436 △6,251

  非積立型制度の退職給付債務 300 312

  連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △5,135 △5,939

   

 退職給付に係る負債 300 312

 退職給付に係る資産 △5,436 △6,251

  連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △5,135 △5,939
 

(注) 簡便法を適用した制度を含みます。

 
(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

    勤務費用 537 477

    利息費用 62 93

    期待運用収益 △299 △335

    数理計算上の差異の費用処理額 △215 △398

    簡便法で計算した退職給付費用 44 47

    その他 △1 2

    確定給付制度に係る退職給付費用 128 △112
 

 
(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

   数理計算上の差異 1,816 160

   合計 1,816 160
 

 
(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

    未認識数理計算上の差異 △3,344 △3,504

    合計 △3,344 △3,504
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(8) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

    国内債券 26％ 34％

   外国債券 8％ 8％

    国内株式 23％ 18％

    外国株式 21％ 17％

   その他(注) 20％ 20％

    合計 100％ 100％
 

(注)その他には、オルタナティブ投資、短期資金が含まれております。
 

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

   割引率 0.8％ 1.4％

   長期期待運用収益率 2.0％ 2.0％

   予想昇給率 6.3％ 6.3％
 

 
３  確定拠出制度

確定拠出制度（確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度を含む。）への要拠出額

は、前連結会計年度493百万円、当連結会計年度559百万円であります。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金(注)２ 12,664  15,189

賞与引当金 245  253

未払費用 1,126  1,802

関係会社出資金評価損 119  －

貸倒引当金 71  196

減損損失 564  1,365

在外子会社の繰越税額控除 3,637  2,987

その他 3,270  4,557

繰延税金資産小計 21,699  26,352

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２ △11,554  △14,258

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △6,272  △8,195

評価性引当額小計(注)１ △17,826  △22,453

繰延税金資産合計 3,872  3,898

繰延税金負債 △537  △245

繰延税金資産純額 3,335  3,653

    

繰延税金負債    
前払費用 △80  －

退職給付に係る資産 △876  △2,000

その他有価証券評価差額金 △1  －

減価償却費 △229  －

在外関係会社の留保利益 △1,849  △1,915

その他 △702  △267

繰延税金負債合計 △3,739  △4,183

繰延税金資産 537  245

繰延税金負債純額 △3,201  △3,938
 

(注)１　評価性引当額が4,627百万円増加しております。この増加の主な内容は、当社及び一部の連結子会社におけ

る税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額の増加及びスケジューリング不能な将来減算一時差異の増加であ

ります。

２　税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
 
前連結会計年度（2024年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 201 209 248 112 571 11,321 12,664

評価性引当額 △201 △209 △248 △112 △571 △10,211 △11,554

繰延税金資産(b) － － － － － 1,110 1,110
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b) 税務上の繰越欠損金12,664百万円（法定実効税率を乗じた額）については、繰延税金資産1,110百万円を

計上しております。当該繰延税金資産1,110百万円は、河西サポートサービス株式会社における税務上の

繰越欠損金の残高１百万円（法定実効税率を乗じた額）、河西工業ジャパン株式会社における税務上の

繰越欠損金の残高89百万円（法定実効税率を乗じた額）、KASAI UK LTDにおける税務上の繰越欠損金の

残高690百万円（法定実効税率を乗じた額）及びKASAI MEXICANA S.A. DE.C.V. における税務上の繰越欠

損金の残高328百万円（法定実効税率を乗じた額）について認識したものであります。

　　当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、日本及びメキシコにおいては10年、英国において

は無期限で繰越控除が可能で、かつ、今後回収可能性があると判断し、評価性引当額を認識しておりま

せん。
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当連結会計年度（2025年３月31日）
（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 252 272 112 588 988 12,976 15,189

評価性引当額 △252 △272 △112 △588 △988 △12,044 △14,258

繰延税金資産(b) － － － － － 931 931
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b) 税務上の繰越欠損金15,189百万円（法定実効税率を乗じた額）については、繰延税金資産931百万円を計

上しております。当該繰延税金資産931百万円は、河西サポートサービス株式会社における税務上の繰越

欠損金の残高1百万円（法定実効税率を乗じた額）、KASAI UK LTDにおける税務上の繰越欠損金の残高

730百万円（法定実効税率を乗じた額）及びKASAI MEXICANA S.A. DE C.V.における税務上の繰越欠損金

の残高200百万円（法定実効税率を乗じた額）について認識したものであります。

　　当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、日本及びメキシコにおいては10年、英国において

は無期限で繰越控除が可能で、かつ、今後回収可能性があると判断し、評価性引当額を認識しておりま

せん。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

 

法定実効税率 30.6％ － ％

（調整）     

永久に損金に算入されない項目 35.7％ － ％

住民税均等割 2.2％ － ％

評価性引当額純増減 27.6％ － ％

子会社税率差異影響 21.5％ － ％

持分法による投資損益の影響 △7.4％ － ％

外国源泉税額 27.5％ － ％

在外子会社の留保利益 4.2％ － ％

その他 1.3％ － ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 143.2％ － ％
 

（注）当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以後に開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年4月1日以降に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は変更されますが、この変更に伴う影響は軽微であります。

 

４．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示

に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれ

らに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）３.会計方針に関す

る事項　(5)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
 

(1)顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高

（百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

 期首残高 期末残高 期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権     

受取手形 2 10 10 21

電子記録債権 201 235 235 131

売掛金 25,851 31,869 31,869 32,329

契約負債     

前受金 4,729 902 902 1,709
 

契約負債は、主に、金型取引における、実質的に支配権が顧客に移転した時に収益を認識する契約において、

収益の認識前に顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は「流動負債」の「その他」に含

まれております。また、契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。

前連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点で契約負債残高に含まれていたものは、4,729百万円でありま

す。

当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点で契約負債残高に含まれていたものは、902百万円でありま

す。

過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額に重要性はありません。
 

(2)残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適

用し、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社

の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社グループは、主に自動車内装部品を生産・販売しており、国内においては当社及び国内関係会社が、海外に

おいては北米（米国、メキシコ）、欧州（主に英国）、アジア（主に中国）の各地域をKASAI NORTH AMERICA, INC.

(米国）、KASAI MEXICANA S.A. DE C.V.（メキシコ）、KASAI UK LTD（英国）、広州河西汽車内飾件㈲（中国）及

びその他の現地法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ各地域での製造・販売戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「北米」、「欧州」、及び「アジア」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、自

動車内装部品の生産・販売が90％以上を占めております。

 
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と概ね

同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部利益及び振替高は、第三者間

取引価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

 （単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２日本 北米 欧州 アジア 計

売上高        

顧客との契約から
生じる収益

58,517 105,850 22,739 27,133 214,239 － 214,239

その他収益 － － － － － － －

外部顧客への
売上高

58,517 105,850 22,739 27,133 214,239 － 214,239

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

5,471 0 － 1,632 7,104 △7,104 －

計 63,989 105,850 22,739 28,765 221,343 △7,104 214,239

セグメント利益又
は損失（△）

4,042 △5,574 △991 3,822 1,299 354 1,653

セグメント資産 71,511 54,427 9,024 37,989 172,953 △30,214 142,738

セグメント負債 86,111 51,715 4,168 13,071 155,067 △32,573 122,493

その他の項目        

減価償却費 1,349 3,819 609 1,566 7,344 △71 7,272

減損損失 － － 531 435 967 － 967

 有形固定資産及び
 無形固定資産の
増加額

1,055 1,494 420 678 3,648 － 3,648

 

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額354百万円は、セグメント間取引消去であります。

セグメント資産の調整額△30,214百万円は、セグメント間取引消去であります。

セグメント負債の調整額△32,573百万円は、セグメント間取引消去であります。

減価償却費の調整額△71百万円は、セグメント間取引消去であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

 （単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２日本 北米 欧州 アジア 計

売上高        

顧客との契約から
生じる収益

52,206 116,888 27,549 22,156 218,801 － 218,801

その他収益 － － － － － － －

外部顧客への
売上高

52,206 116,888 27,549 22,156 218,801 － 218,801

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

5,701 10 － 1,405 7,117 △7,117 －

計 57,907 116,899 27,549 23,561 225,918 △7,117 218,801

セグメント利益又
は損失（△）

4,754 △6,325 △294 1,498 △367 77 △289

セグメント資産 79,343 55,778 7,167 38,083 180,373 △35,541 144,831

セグメント負債 96,884 44,739 1,304 10,960 153,888 △31,966 121,922

その他の項目        

減価償却費 1,316 4,077 429 1,555 7,379 △63 7,316

減損損失 － 3,140 313 759 4,213 － 4,213

 有形固定資産及び
 無形固定資産の
増加額

1,567 3,450 713 521 6,252 － 6,252

 

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額77百万円は、セグメント間取引消去であります。

セグメント資産の調整額△35,541百万円は、セグメント間取引消去であります。

セグメント負債の調整額△31,966百万円は、セグメント間取引消去であります。

減価償却費の調整額△63百万円は、セグメント間取引消去であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

２ 地域ごとの情報

 (１)売上高

（単位：百万円）

日本 米国 メキシコ 中国 その他 合計

58,517 79,105 26,744 18,306 31,565 214,239
 

     （注）売上高は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております

 
     (２)有形固定資産

（単位：百万円）

日本 米国 メキシコ 中国 その他 合計

14,286 13,676 7,437 4,875 5,177 45,453
 

 
３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日産自動車株式会社 114,055 日本、北米、欧州、アジア

本田技研工業株式会社 41,023 日本、北米、欧州、アジア
 

 
当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

２ 地域ごとの情報

 (１)売上高

（単位：百万円）

日本 米国 メキシコ 中国 その他 合計

52,206 86,417 30,471 14,765 34,940 218,801
 

     （注）売上高は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております

 
     (２)有形固定資産

（単位：百万円）

日本 米国 メキシコ 中国 その他 合計

14,198 12,295 8,162 3,903 5,245 43,805
 

 
３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日産自動車株式会社 111,331 日本、北米、欧州、アジア

本田技研工業株式会社 45,456 日本、北米、欧州、アジア
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（固定資産に係る重要な減損損失）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

（固定資産に係る重要な減損損失）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１  関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

 

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要

株主
長瀬産業㈱

大阪府大阪
市西区

9,699
化学品

専門商社

(所有)
直接 0.0
(被所有)

直接13.9

当社材料の
主要仕入先

材料の購入 2,141 買掛金 750

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

材料購入については、提示された見積価格、現行原材料の価格及び当社部品の市場価格から算定した価格を基

に検討交渉の上決定しております。

 
当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要

株主
日産自動車
㈱

神奈川県
横浜市
神奈川区

605,814
自動車の
製造・
販売等

(所有)
直接 0.0
(被所有)

直接13.0

当社製品の
主要販売先

製品の製造販売

 
材料の購入

7,132

 
1,568

売掛金

 
買掛金

2,325

 
391

主要
株主

長瀬産業㈱
大阪府大阪
市西区

9,699
化学品
専門商社

(所有)
直接 0.0

(被所有)
直接12.1

当社材料の
主要仕入先

材料の購入 2,495 買掛金 752

主要

株主の

子会社

日産車体㈱
神奈川県
平塚市

7,904

自動車及び
自動車部品
の製造・販
売

(所有)
直接 0.0
(被所有)

直接0.0

当社製品の
販売先

製品の製造販売 4,723 売掛金 2,769

主要

株主の

子会社

日産トレー
ディング㈱

神奈川県
横浜市
戸塚区

320

自動車部

品その他

の輸出入

及び販売

(所有)
直接 0.0
(被所有)

直接0.0

当社材料の
仕入先

材料の購入 1,058 買掛金 1,021

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)１.製品等の販売価格については、市場価格、総原価を勘案し、検討・交渉の上、決定しております。

　　　２.材料購入については、提示された見積価格、現行原材料の価格及び当社部品の市場価格から算定した価格を

基に検討交渉の上決定しております。

　　　３.日産自動車(株)は、2024年11月１日に当社の行った第三者割当増資を引き受けたことにより、当社の主要株

主となりました。取引金額については、同日以降の取引を集計しております。尚、日産車体(株)、日産ト

レーディング(株)につきましても、取引金額については、同日以降の取引を集計しております。

 
(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の兄弟会社等

 

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

種類
会社等の

名称
所在地 資本金 事業の内容

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要

株主の

子会社

Nagase

 America

 LLC.

米国

ニュー・
ヨーク州

千米ドル
3,500

化学品

専門商社
－

当社子会社の
材料の仕入先

材料の購入 2,729
支払手形及び
買掛金

383

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

材料購入については、提示された見積価格、現行原材料の価格及び連結子会社部品の市場価格から算定した価

格を基に検討交渉の上決定しております。
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当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地 資本金 事業の内容
議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要

株主の

子会社

Nagase

 America

 LLC.

米国

ニュー・
ヨーク州

千米ドル
3,500

化学品

専門商社
－

当社子会社の
材料の仕入先

材料の購入 2,505 買掛金 393

主要

株主の

子会社

Nissan North

America, Inc.

米国

テネシー州
非公開

自動車の
製造・
販売等

－
当社子会社
製品の販売先

製品の製造販
売

7,163
売掛金

 
立替金

3,312

 
1,384

主要

株主の

子会社

Nissan

Mexicana,

S.A. De C. V.

メキシコ

アグアスカ
リエンテス

州

非公開

自動車の

製造・

販売等

－
当社子会社
製品の販売先

製品の製造販
売

1,917 売掛金 2,257

主要

株主の

子会社

Nissan Motor

Manufacturing

(UK) Ltd.

英国

タイン・ア
ンド・ウィ
ア州

非公開

自動車の

製造・

販売等

－
当社子会社
製品の販売先

製品の製造販
売

 
補償金の受取

1,465

 
417

売掛金 1,462

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)１.製品等の販売価格については、市場価格、総原価を勘案し、検討・交渉の上、決定しております。

　　　２.材料購入については、提示された見積価格、現行原材料の価格及び当社部品の市場価格から算定した価格を

基に検討交渉の上決定しております。

　　　３.日産自動車(株)は、2024年11月１日に当社の行った第三者割当増資を引き受けたことにより、当社の主要株

主となりました。主要株主である日産自動車(株)の子会社との取引金額については、同日以降の取引を集計

しております。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 263円05銭 162円34銭

１株当たり当期純損失 40円31銭 241円82銭
 

 

(注)１　前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。当連結会計年度の潜在株式は存在するものの、1株当たり

当期純損失であるため記載しておりません。

(注)２　１株当たり当期純損失算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純損失(百万円) 1,559 9,182

普通株主に帰属しない金額(百万円) － 173

　(うち優先配当額(百万円)) （－） (173)

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失
（百万円)

1,559 9,356

普通株式の期中平均株式数(株) 38,693,064 38,692,970

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

 
 

2024年11月１日発行の第三
者割当増資によるＡ種優先
株式（5,827,274株。ただし
普通株式に転換された場合
の普通株式の数48,216,623
株）

 

 

(注)３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前連結会計年度末
(2024年３月31日)

当連結会計年度末
(2025年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 20,245 22,909

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 10,066 16,627

(うちＡ種優先株式の払込額(百万円)) （－） (6,000)

(うち優先配当額(百万円)) （－） (173)

(うち非支配株主持分(百万円)) (10,066) (10,454)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 10,178 6,281

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(株)

38,693,064 38,692,951
 

 

(注)４　株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託が保有する自社の株式は、１株当たり純資産

額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純損失の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

なお、前連結会計年度において当該信託が保有する自社の株式の期中平均株式数は155千株、期末株式数は

155千株であり、当連結会計年度において当該信託が保有する自社の株式の期中平均株式数は155千株、期末

株式数は155千株であります。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 45,387 3,732 1.65  

１年以内に返済予定の長期借入金 20,982 998 2.50  

１年以内に返済予定のリース債務 972 770 4.28  

長期借入金

(１年以内に返済予定のものを除く)
3,654 68,791 2.35

2026 年 ６ 月 30
日～
2033年３月31日

リース債務

(１年以内に返済予定のものを除く)
3,182 2,834 1.40

2026 年 ４ 月 30
日～
2033年１月31日

合計 74,179 77,126 －  
 

(注)１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。

 

区分
１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 2,955 59,835 － －

リース債務 103 140 79 96
 

 
 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計年度

末における負債及び純資産の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

114/146



(2)【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 (百万円) 109,479 218,801

税金等調整前
中間（当期）純損失（△）

(百万円) △3,720 △6,922

親会社株主に帰属する
中間（当期）純損失(△)

(百万円) △4,819 △9,182

１株当たり中間
（当期）純損失(△)

(円) △124.55 △241.82
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２ 【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,548 7,252

  受取手形 235 131

  売掛金 ※２  19,807 ※２  18,141

  商品及び製品 481 540

  仕掛品 3,038 4,911

  原材料及び貯蔵品 459 409

  前払費用 311 328

  未収入金 ※２  8,067 ※２  5,767

  短期貸付金 ※２  25,249 ※２  4,732

  その他 ※２  1,770 ※２  1,638

  貸倒引当金 △125 －

  流動資産合計 61,843 43,853

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※１,※４  3,627 ※１,※４  3,497

   構築物 101 98

   機械及び装置 ※１,※４  595 ※１,※４  465

   車両運搬具 0 0

   工具、器具及び備品 149 358

   土地 ※１  1,115 ※１  1,115

   有形固定資産合計 5,589 5,536

  無形固定資産   

   ソフトウエア 168 297

   その他 0 0

   無形固定資産合計 168 297

  投資その他の資産   

   投資有価証券 56 58

   関係会社株式 13,176 13,126

   関係会社出資金 1,611 1,545

   長期貸付金 ※２  9 ※２  13,490

   前払年金費用 1,152 1,493

   投資不動産 622 600

   長期未収入金 － ※２  6,209

   その他 7 8

   貸倒引当金 － △19,688

   投資その他の資産合計 16,637 16,843

  固定資産合計 22,395 22,677

 資産合計 84,238 66,531
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 9 －

  電子記録債務 3,436 2,932

  買掛金 ※２  18,133 ※２  16,511

  短期借入金 ※１，２，３  42,904 ※１，２，３  8,469

  1年内返済予定の長期借入金 20,414 998

  リース債務 27 66

  未払金 ※２  261 ※２  245

  未払法人税等 41 41

  未払費用 ※２  2,263 ※２  1,967

  前受金 642 1,166

  賞与引当金 238 301

  その他 632 520

  流動負債合計 89,007 33,221

 固定負債   

  長期借入金 ※１  3,654 ※１  68,791

  リース債務 15 157

  繰延税金負債 354 457

  その他 25 40

  固定負債合計 4,050 69,446

 負債合計 93,057 102,667

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,821 5,821

  資本剰余金   

   資本準備金 1,455 1,455

   その他資本剰余金 4,420 4,420

   資本剰余金合計 5,876 5,876

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △19,982 △47,297

   利益剰余金合計 △19,982 △47,297

  自己株式 △535 △535

  株主資本合計 △8,821 △36,136

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2 △0

  評価・換算差額等合計 2 △0

 純資産合計 △8,818 △36,136

負債純資産合計 84,238 66,531
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１  69,409 ※１  63,305

売上原価   

 製品期首棚卸高 239 523

 当期製品製造原価 6,795 7,591

 当期製品仕入高 ※１  58,632 ※１  51,572

 合計 65,667 59,687

 製品期末棚卸高 523 540

 製品売上原価 65,143 59,147

売上総利益 4,265 4,157

販売費及び一般管理費 ※１，※２  5,305 ※１，※２  10,101

営業損失（△） △1,039 △5,943

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※１  4,001 ※１  3,540

 為替差益 2,189 47

 補助金収入 1 1

 その他 ※１  281 ※１  125

 営業外収益合計 6,474 3,715

営業外費用   

 支払利息 ※１  989 ※１  1,493

 借入手数料 27 206

 支払手数料 364 145

 賃貸費用 30 32

 その他 71 90

 営業外費用合計 1,482 1,968

経常利益又は経常損失（△） 3,951 △4,196

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  7 ※３  1

 投資有価証券売却益 1,006 －

 関係会社株式売却益 － 119

 貸倒引当金戻入額 ※４  457 －

 特別利益合計 1,471 121

特別損失   

 固定資産売却損 ※５  2 －

 固定資産除却損 ※６  0 ※６  0

 関係会社株式評価損 ※７  7,989 －

 関係会社出資金評価損 ※８  1,175 ※８  529

 関係会社出資金売却損 － 81

 貸倒引当金繰入額 229 28,346

 債権売却損 － 384

 事業撤退損 － 239

 特別損失合計 9,397 29,581

税引前当期純損失（△） △3,974 △33,657

法人税、住民税及び事業税 △769 △446

法人税等調整額 60 104

法人税等合計 △708 △342

当期純損失（△） △3,266 △33,314
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 5,821 1,455 4,420 5,876 △16,716 △16,716

当期変動額       

当期純損失（△）     △3,266 △3,266

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
      

当期変動額合計 － － － － △3,266 △3,266

当期末残高 5,821 1,455 4,420 5,876 △19,982 △19,982
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △535 △5,554 477 477 △5,077

当期変動額      

当期純損失（△）  △3,266   △3,266

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
 － △474 △474 △474

当期変動額合計 － △3,266 △474 △474 △3,741

当期末残高 △535 △8,821 2 2 △8,818
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 当事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 5,821 1,455 4,420 5,876 △19,982 △19,982

当期変動額       

新株の発行 3,000 3,000  3,000   

資本金から剰余金への

振替
△3,000 △3,000 6,000 3,000   

欠損填補   △6,000 △6,000 6,000 6,000

当期純損失（△）     △33,314 △33,314

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 － － － － △27,314 △27,314

当期末残高 5,821 1,455 4,420 5,876 △47,297 △47,297
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △535 △8,821 2 2 △8,818

当期変動額      

新株の発行  6,000   6,000

資本金から剰余金への

振替
 －   －

欠損填補  －   －

当期純損失（△）  △33,314   △33,314

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
 － △3 △3 △3

当期変動額合計 △0 △27,315 △3 △3 △27,318

当期末残高 △535 △36,136 △0 △0 △36,136
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社は、北米事業の継続的な再建への取組みの遅延などの影響により経営再建策を大幅に下回ったこと等に起因し

て当事業年度において関係会社への営業債権及び貸付金に対する貸倒引当金繰入額33,979百万円を計上した結果、当

事業年度末における純資産額は△36,136百万円となり、債務超過の状況にあります。また、当事業年度において連結

営業損失を計上したことから、各取引金融機関と締結している借入契約における確約条項及び財務制限条項に抵触し

ており、金融機関による期限の利益喪失請求等の権利放棄の確約を得られていない状況です。

上記から、前事業年度に引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているも

のと認識しております。

 
当社グループでは当該事象又は状況を改善、解消すべく、以下の取組みを実行してまいります。

(1) グループの収益力向上

①取引先との販売価格・数量等の改定交渉、材料の市況変動による高騰や労務費高騰の販売価格への転嫁、生産

現場における生産ロスの圧縮、人員体制の最適化等による人件費抑制の継続などの経営改革を断行し、グループ

収益力の向上を引き続き取り組んでまいります。

②取引先との販売価格等の改定交渉は、着実に合意形成が図られており、グループ収益力の向上に取り組んでお

ります。

③北米拠点においては、主要販売先とのOEMの協働による生産現場改善や、間接部門における早期退職の実施、並

びに事務のメキシコへの集約によるコストダウンなどの経営改革を着実に実行しております。

④米国関税の影響に関しては、販売先OEM等との交渉を通じて、利益圧迫を最小限とすべく取り組んでおります。

⑤欧州拠点において、拠点再編・不採算事業の撤退による収益改善施策を実行しております。

 
(2) 財務体質の改善・強化と安定した経営基盤の構築

① 当社グループの安定的な事業運営の継続、自己資本の充実による財務体質の改善・強化及び経営再建を確実と

するための抜本的な構造改革施策の実施に必要な資金を確保することを目的とした、第三者割当増資による総額

60億円の資金調達（以下、「本第三者割当増資」）が2024年11月１日に完了しております。

② 2024年11月１日に本第三者割当増資に係る払込みが完了したことで、古川幸二が当社の代表取締役社長　社長

役員に新たに就任し、稲津茂樹が当社の取締役　副社長役員に新たに就任しております。2025年４月に公表した

中期経営計画「Kasai Turnaround Aspiration」の策定を主導するなど、経営再建に向けた新たな体制をスタート

しております。

 
(3) 安定的な資金繰りの確保

① 2024年11月１日に株式会社りそな銀行との間の、2024年５月９日付劣後特約付準金銭消費貸借契約書に基づ

く、デットデットスワップ（以下、「本DDS」といいます。）の効力が生じております。本DDSは、当社の既存借

入金（総額約176億円）の一部（総額60億円）について2033年３月31日を返済期限とする資本性劣後ローンへ転換

するものであり、当社の資金繰りの安定化に大きく寄与するものです。

② 当社は2022年５月26日に締結したシンジケートローン契約について、2024年10月23日付で変更契約を締結し、

これにより最終返済期限を2028年３月31日に変更しており、短期的な債務返済に関する懸念は解消されていま

す。

③ 当社は2022年９月30日に締結したコミットメントライン契約について、2024年10月23日付で変更契約を締結

し、コミットメント期日を2028年３月31日に変更すると共に、2024年11月１日より貸出コミットメントの総額を

55億円に増額しております。

④ 当社は2024年10月23日付で全取引金融機関との間で、「債権者間協定書」を締結しており、新たな財務制限条

項を設定すると共に、同「債権者間協定書」において定められた新たな弁済条件に基づく金銭消費貸借契約書を

併せて締結しております。

⑤上記に加えて、投資案件の厳選及び抑制等を図るとともに、グループ収益力の向上による営業キャッシュ・フ

ローの獲得により、事業及び運転資金需要の抑制に努めてまいります。

 
しかしながら、現在進めている経営再建策の進捗のみならず、主要販売先の生産台数の動向による売上減少要因や

原材料等の供給価格の高騰によるコスト増加要因などの外部環境の急激な変化により当社の業績に影響を及ぼす可能

性があることから、計画している業績の回復が早期に達成できない可能性があります。さらに、当社は2025年3月期有

価証券報告書の提出が法定期限内に行えなかったことにより、各取引金融機関と締結しております借入契約における

確約条項に抵触していることに加え、当連結会計年度において営業赤字となったことにより借入契約の財務制限条項

に抵触しております。この結果、当該契約に基づき、金融機関からの請求により期限の利益を喪失する事由に該当す

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

121/146



る可能性があります。現時点において、金融機関からの期限の利益喪失に関する請求は受けておりませんが、当社と

しては、金融機関と協議を進めており、有価証券報告書提出遅延の原因となった事象の解消及び再発防止策の策定・

実施を講じること及び、グループの収益力向上へのさらなる取組みを実施することにより、期限の利益喪失請求等の

権利を放棄いただくことに理解を得られるよう努めております。これらの取組みに対して金融機関の理解が得られ

ず、期限の利益を喪失する事態となった場合には、当社の財務状況、キャッシュ・フロー、事業継続性等に重大な影

響を及ぼす可能性があります。上記のとおり各金融機関に期限の利益喪失請求等の権利を放棄いただくことが確定し

ていないため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

 
なお、当社の財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財

務諸表に反映しておりません。

 
(重要な会計方針)

１  有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

 
(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準  原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

評価方法 商品及び製品・仕掛品　先入先出法

　うち購入製品     　移動平均法

　うち金型仕掛品等 　個別法

原材料           　　移動平均法

貯蔵品           　　移動平均法

 
３　デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法　

デリバティブ

　時価法

 
４ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

建物                    定率法

構築物                  定率法

機械及び装置            定率法

車両及び運搬具          定率法

工具、器具及び備品

うち  工具            定額法

器具及び備品    定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物            ３～50年

機械装置及び車両運搬具    ２～22年

工具、器具及び備品        ２～20年

 
(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。
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(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 
(4) 投資不動産

建物                    定率法

構築物                  定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物           ５～47年

 
５ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上しております。

 
(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて計上して

おります。事業年度末において、年金資産の見込額が退職給付債務見込額を超過している場合は、超過額を前払

年金費用として計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 
 
６ 収益及び費用の計上基準

収益及び費用の計上基準については連結財務諸表の注記事項の「(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項)３ 会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」と同一であるため、当該項目をご参照ください。

 
７ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

８ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、要件を満たす場合には、為替予約については振当処理を採用しております。

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段      ヘッジ対象

為替予約        外貨建債権債務

 

(3) ヘッジ方針

当社は、為替相場の変動・金利変動に対するリスクヘッジを目的として、実需の範囲内でデリバティブ取引を

利用しております。したがって売買差益を獲得する目的や投機目的のためには、デリバティブ取引を利用してお

りません。

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法
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ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより、有効性の評価を行っております。ただし、振当処

理の要件を満たす為替予約については、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

 
(5) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、外貨建債権債務の為替変動のリスク回避及び有利子負債の金利変動のリスク回避を目的

として行っており、基本的に個別ヘッジを行い、取引高は実需の範囲内とし、投機目的やトレーディング目的の

取引は行わない方針であります。

 
(6) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引に係るリスク管理は、財務部が行っております。

為替変動・金利変動リスクを回避するための取引であり、実需以上のデリバティブ取引が存在していないか等

に重点をおいて管理しております。

また、取引により確定した為替レート・利率等は随時担当役員に報告しております。

なお、デリバティブ取引が発生する場合は、個別の稟議事項として案件ごとに承認を受けることとしておりま

す。

 
(7) 取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引によるリスクとしては、為替相場及び市場金利の変動による期待利益の喪失というリスクを

有しておりますが、それぞれ実需の範囲内の取引であり、実質的なリスクはありません。

また取引相手は、信用度の高い取引銀行であり、信用リスクはないものと判断しております。

 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。
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(重要な会計上の見積り)

　１．関係会社株式及び関係会社出資金の評価

①当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式 13,176 13,126

関係会社出資金 1,611 1,545

関係会社株式評価損 7,989 －

関係会社出資金評価損 1,175 529
 

 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は市場価格のない関係会社株式及び関係会社出資金について、実質価額が帳簿価額を著しく下回り、かつ、

実質価額の下落が一時的でないと判断される場合は評価損を計上しております。実質価額の下落が一時的であるか

については、下落の期間や程度、財政状態や業績の見通しなどを含めた基準により判断しております。

当社は評価損を判断する基準は合理的なものであると考えておりますが、市場の変化や経済情勢等様々な不確定

要因により個々の投資に関する状況の変化があった場合には、翌事業年度の財務諸表において、関係会社株式及び

関係会社出資金の評価額に重要な影響を与える可能性があります。

 
　２．関係会社に対する営業債権及び貸付金の評価

　①当事業年度の財務諸表に計上した金額　　

　　　　　　　　　　　　　　　                                                     （百万円）

 前事業年度 当事業年度

売掛金 8,902 8,635

未収入金 2,475 982

短期貸付金 25,240 4,723

その他（流動資産） 1,545 1,554

長期貸付金 － 12,903

長期未収入金 － 6,209

合計 38,165 35,008

貸倒引当金（流動・固定） △125 △19,112

差引 38,039 15,896

貸倒引当金繰入額
（販売費及び一般管理費）

－ 6,209

貸倒引当金繰入額
（特別損失）※1

229 27,770
 

※1　当事業年度において貸付金に対するデット・エクイティ・スワップの実行にあたり、14,867百万円を貸倒引

当金繰入額として計上しております。

 
　　②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

 当社は、関係会社に対する営業債権及び貸付金について、一般債権、貸倒懸念債権、破産更生債権等に区分し、

貸倒懸念債権等特定の債権については財務内容評価法又はキャッシュ・フロー見積法により個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。回収可能額の見積方法として財務内容評価法を採用している場合は、

債務者である関係会社の経営状況を検討し、支払能力を総合的に見積っており、キャッシュ・フロー見積法を採用

している場合は、関係会社の事業計画等に基づいて将来キャッシュ・フローを見積っております。当事業年度にお

いては、関係会社への営業債権及び貸付金に対して貸倒引当金繰入額33,979百万円（販売費及び一般管理費6,209百

万円、特別損失27,770百万円）を計上しておりますが、会社の北米セグメントを構成する主要な子会社である

KASAI NORTH AMERICA, INC.及び その傘下の KASAI MEXICANA S.A. DE C.V. に対する営業債権及び貸付金に係る金

額は33,295百万円でありその大半を占めております。

　当社は貸倒を判断する基準は合理的なものであると考えておりますが、関係会社の経営状態に変化があった場合

には、翌事業年度の財務諸表において、追加の貸倒引当金の繰入又は戻入が生じる可能性があります。

 
(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計
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基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更による財務諸表への影響はありません。

 
（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」の適用）

　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　

2024年３月22日）を当事業年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による財務諸表への影響は

ありません。

 
(追加情報)

 (財務制限条項)

「連結財務諸表　注記事項（追加情報）(財務制限条項)」と同一であるため、当該項目をご参照ください。

 
 (業績連動型株式報酬制度)

「連結財務諸表　注記事項（追加情報）(業績連動型株式報酬制度)」と同一であるため、当該項目をご参照くだ

さい。
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(貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産並びに担保付債務は以下のとおりであります。

担保に供している資産

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

建物 2,751百万円 2,662百万円

機械装置 122百万円 86百万円

土地 1,095百万円 1,095百万円

合計 3,968百万円 3,844百万円
 

 
上記のうち、工場財団設定分

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

建物 2,343百万円 2,278百万円

機械装置 122百万円 86百万円

土地 362百万円 362百万円

合計 2,828百万円 2,727百万円
 

 
担保付債務

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

 短期借入金 －百万円 3,732百万円

長期借入金(１年超) 200百万円 200百万円

合計 200百万円 3,932百万円
 

 
上記のうち、工場財団設定分

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

 短期借入金 －百万円 732百万円

長期借入金(１年超) 200百万円 200百万円

合計 200百万円 932百万円
 

 
※２ 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)
短期金銭債権 37,991百万円 15,896百万円

長期金銭債権 －百万円 19,112百万円

短期金銭債務 16,306百万円 14,631百万円
 

 

※３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のと

おりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 17,642百万円 10,500百万円

借入実行残高 8,013百万円 3,732百万円

差引 9,629百万円 6,768百万円
 

 
※４ 国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

建物 371百万円 371百万円

機械及び装置 10百万円 10百万円

合計 382百万円 382百万円
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５ 偶発債務

下記の関係会社の金融機関等からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

　KASAI NORTH
AMERICA, INC.

(56,382千ドル) 8,536百万円 － (－) －百万円

計  8,536百万円 計  －百万円
 

(注) 外貨建保証債務は、決算日の為替相場により円換算しております。
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(損益計算書関係)

※１  各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

営業取引（収入分） 10,996百万円 11,134百万円

営業取引（支出分） 59,971百万円 53,578百万円

営業取引以外の取引（収入分） 4,067百万円 3,634百万円

営業取引以外の取引（支出分） 110百万円 115百万円
 

 
※２  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

給料 919百万円 937百万円

支払手数料 2,594百万円 1,224百万円

運賃及び発送費 4百万円 5百万円

減価償却費 235百万円 241百万円

賞与引当金繰入額 61百万円 60百万円

貸倒引当金繰入額 -百万円 6,209百万円
 

 

おおよその割合   

販売費 6.8％ 3.6％

一般管理費 93.2％ 96.4％
 

 
※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

建物 －百万円 0百万円

機械及び装置 －百万円 1百万円

工具、器具及び備品 －百万円 0百万円

土地 7百万円 －百万円

計 7百万円 1百万円
 

 
※４　貸倒引当金戻入額

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

当社連結子会社に対する貸倒引当金戻入額を計上しております。

 
当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 
※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

機械及び装置 2百万円 －百万円

計 2百万円 －百万円
 

 
※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
 至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

建物 0百万円 －百万円

機械及び装置 0百万円 0百万円

車両運搬具 －百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 0百万円

計 0百万円 0百万円
 

 

※７　関係会社株式評価損

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）
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子会社株式に対して減損処理を行ったものであります。

 
当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 
※８　関係会社出資金評価損

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

関係会社出資金に対して減損処理を行ったものであります。

 
当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

関係会社出資金に対して減損処理を行ったものであります。

 
(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載してお

りません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。
 

区分
前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

子会社株式 12,677 12,677

関連会社株式 498 448

計 13,176 13,126
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

 
前事業年度

(2024年３月31日)
 

当事業年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産    

    賞与引当金 72 92

貸倒引当金 70 10,661

    固定資産評価損 10 11

   繰越欠損金 4,735 8,694

   関係会社株式評価損 12,720 12,781

関係会社出資金評価損 1,411 46

    その他 117 257

    繰延税金資産小計 19,138 32,544

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △4,735 △8,694

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △14,403 △23,849

評価性引当額小計 △19,138 △32,544

繰延税金資産合計 － －

    

繰延税金負債    

    その他有価証券評価差額金 △1 －

前払年金費用 △352 △456

    その他 △0 △0

　繰延税金負債合計 △354 △457

繰延税金資産（負債）の純額 △354 △457
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度は、税引前当期純損失であるため記載を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、2026

年4月1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年4月1日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延

税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

この変更による影響は軽微であります。

 
４．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示

に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれ

らに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 
(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「連結財務諸表　注記事項(収益認識関係)」に

同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区  分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形
固定資産

建物 3,627 60 0 190 3,497 3,171

構築物 101 14 － 17 98 734

機械及び装置 595 52 2 179 465 3,773

車両運搬具 0 － 0 0 0 32

工具、器具
及び備品

149 293 0 84 358 1,019

土地 1,115 － － － 1,115 －

計 5,589 422 3 472 5,536 8,732

無形
固定資産

ソフトウエア 168 179 － 50 297 －

その他 0 － － 0 0 －

計 168 179 － 50 297 －

投資
その他の
資産

投資不動産 622 11 － 32 600 2,381

投資その他の
資産計

622 11 － 32 600 2,381
 

（注）１．工具、器具及び備品の増加については、主にPＣの入替によるものです。

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金（流動） 125 － 125 －

貸倒引当金（固定） － 34,555 14,867 19,688

賞与引当金 238 301 238 301
 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

取次所 －

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は電子公告としております。（http://www.kasai.co.jp/）

ただし、やむを得ない事由により電子公告による公告ができない場合は、日本経
済新聞に掲載しております。

株主に対する特典 なし
 

  (注) 当会社の単元未満株主は、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

    １ 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

    ２ 取得請求権付株式の取得を請求する権利

    ３ 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

    ４ 定款第７条に規定する単元未満株式の買増しを請求することができる権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

 

 
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書及びその添付書類

①事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

①2024年７月30日関東財務局長に提出。

 
(3) 半期報告書及び確認書

①第94期中 (自 2024年４月１日 至 2024年９月30日) 2024年11月14日関東財務局長に提出。

 
(4) 確認書

①事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

 
(5) 臨時報告書

①企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第２号（株主総会における議決権行使の結

果）の規定に基づく臨時報告書

　2024年５月９日関東財務局長に提出。

②企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

　2024年５月９日関東財務局長に提出。

③企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書

　2024年５月９日関東財務局長に提出

④企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書

2024年７月１日関東財務局長に提出。

⑤企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書

2024年７月23日関東財務局長に提出。

⑥企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

2025年３月21日関東財務局長に提出。

⑦企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書

2025年４月28日関東財務局長に提出。

⑧企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書

2025年６月30日関東財務局長に提出。

⑨企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況　に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書

2025年10月8日関東財務局長に提出。

⑩企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号（当社及び当社グループの財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書

2025年10月8日関東財務局長に提出。
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(6) 臨時報告書の訂正報告書

①訂正報告書（上記５月９日提出の臨時報告書に係る訂正報告書）

 2024年７月１日関東財務局長に提出。

②訂正報告書（上記５月９日提出の臨時報告書に係る訂正報告書）

 2024年７月29日関東財務局長に提出。

③訂正報告書（上記５月９日提出の臨時報告書及び７月29日提出の訂正臨時報告書に係る訂正報告書）

 2024年11月１日関東財務局長に提出。

 
(7) 有価証券報告書の訂正報告書

①事業年度 第90期 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

②事業年度 第91期 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

③事業年度 第92期 (自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

④事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2024年８月23日関東財務局長に提出。

⑤事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2024年９月27日関東財務局長に提出。

⑥事業年度 第92期 (自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑦事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

 
(8) 有価証券報告書の訂正報告書の確認書

①事業年度 第90期 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

②事業年度 第91期 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

③事業年度 第92期 (自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

④事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2024年８月23日関東財務局長に提出。

⑤事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2024年９月27日関東財務局長に提出。

⑥事業年度 第92期 (自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑦事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

 
(9) 内部統制報告書の訂正報告書

①事業年度 第90期 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

②事業年度 第91期 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

③事業年度 第92期 (自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

④事業年度 第92期 (自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑤事業年度 第93期 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

 
(10) 半期報告書の訂正報告書

①第94期中 (自 2024年４月１日 至 2024年９月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

 
(11) 半期報告書の確認書

①第94期中 (自 2024年４月１日 至 2024年９月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。
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(12) 四半期報告書の訂正報告書

①第91期第１四半期 (自 2021年４月１日 至 2021年６月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

②第91期第２四半期 (自 2021年７月１日 至 2021年９月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

③第91期第３四半期 (自 2021年10月１日 至 2022年12月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

④第92期第１四半期 (自 2022年４月１日 至 2022年６月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

⑤第92期第２四半期 (自 2022年７月１日 至 2022年９月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

⑥第92期第３四半期 (自 2022年10月１日 至 2022年12月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

⑦第93期第１四半期 (自 2023年４月１日 至 2023年６月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

⑧第93期第２四半期 (自 2023年７月１日 至 2023年９月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

⑨第93期第３四半期 (自 2023年10月１日 至 2023年12月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

⑩第92期第１四半期 (自 2022年４月１日 至 2022年６月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑪第92期第２四半期 (自 2022年７月１日 至 2022年９月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑫第92期第３四半期 (自 2022年10月１日 至 2022年12月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑬第93期第１四半期 (自 2023年４月１日 至 2023年６月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑭第93期第２四半期 (自 2023年７月１日 至 2023年９月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑮第93期第３四半期 (自 2023年10月１日 至 2023年12月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

 
(13) 四半期報告書の訂正報告書の確認書

①第91期第１四半期 (自 2021年４月１日 至 2021年６月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

②第91期第２四半期 (自 2021年７月１日 至 2021年９月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

③第91期第３四半期 (自 2021年10月１日 至 2022年12月31日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

④第92期第１四半期 (自 2022年４月１日 至 2022年６月30日) 2024年７月29日関東財務局長に提出。

⑤第92期第２四半期 (自 2022年７月１日 至 2022年９月30日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

⑥第92期第３四半期 (自 2022年10月１日 至 2022年12月31日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

⑦第93期第１四半期 (自 2023年４月１日 至 2023年６月30日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

⑧第93期第２四半期 (自 2023年７月１日 至 2023年９月30日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

⑨第93期第３四半期 (自 2023年10月１日 至 2023年12月31日) 2024年７月30日関東財務局長に提出。

⑩第92期第１四半期 (自 2022年４月１日 至 2022年６月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑪第92期第２四半期 (自 2022年７月１日 至 2022年９月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑫第92期第３四半期 (自 2022年10月１日 至 2022年12月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑬第93期第１四半期 (自 2023年４月１日 至 2023年６月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑭第93期第２四半期 (自 2023年７月１日 至 2023年９月30日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。

⑮第93期第３四半期 (自 2023年10月１日 至 2023年12月31日) 2025年10月８日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

 2025年10月8日
 

河 西 工 業 株 式 会 社

　取 締 役 会   御　中
 

 

 有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
 

 横   浜   事   務   所     
 

 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  
公認会計士 　　京　嶋　清兵衛  

      

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  
公認会計士 　　向　井　基　信

 

      

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  
公認会計士 　　後　藤　久美子

 
      

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る河西工業株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、河

西工業株式会社及び連結子会社の2025年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

【注記事項】（継続企業の前提に関する注記）に記載されているとおり、会社は、2024年4月1日から2025年3月31日ま

での連結会計年度に連結営業損失を計上したこと等により、借入契約における確約条項及び財務制限条項に抵触してい

ることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理

由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不

確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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KASAI NORTH AMERICA, INC.の固定資産の評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

　注記事項（連結損益計算書関係）※８ 減損損失に記載

されているとおり、会社は、当連結会計年度において、

会社の北米セグメントを構成する主要な子会社である

KASAI NORTH AMERICA, INC.（以下、KNAという。）の資

産グループに係る固定資産について、合計3,140百万円の

減損損失を計上している。

　KNAの業績は、主要な得意先の業績不振による生産台数

の低迷やインフレによる原材料価格、物流コストや人件

費の高騰の影響を大きく受けており、営業損失を計上し

ている。このため会社は、当連結会計年度において、KNA

が継続的な営業損失を計上していること等により減損の

兆候があると判断し、減損損失の認識の判定を行った結

果、当該資産グループの回収可能価額が固定資産の帳簿

価額を下回るため上記の減損損失を計上した。

　【注記事項】（重要な会計上の見積り）固定資産の減

損損失に係る見積りに記載のとおり、資産グループに減

損の兆候があると認められる場合には、資産グループか

ら得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿

価額とを比較することにより、減損損失の認識の要否を

判定する。判定の結果、減損損失の認識が必要と判断し

た場合、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該帳簿価額の減少額を減損損失として認識する。

なお、回収可能価額は、資産グループの正味売却価額と

使用価値のいずれか高い方の額により算定するが、会社

の検討の結果、KNAの資産グループに係る固定資産の使用

価値が正味売却価額を下回ったため、回収可能価額を正

味売却価額としている。

　会社は、固定資産の正味売却価額を外部の専門家の鑑

定評価額を基礎として見積もっており、不動産鑑定評価

額から処分費用見込額を差し引いて算定している。

　不動産鑑定評価額の算定には専門的な技能や知識を要

し、評価技法の選択・適用、類似不動産の取引事例の選

定、KNAが所在する地域の不動産市況など、複数の重要な

判断や仮定が含まれている。これらの重要な判断や仮定

がKNAの資産グループに係る固定資産の正味売却価額に重

要な影響を及ぼすことから、当監査法人は当該事項を監

査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

 

　会社は、KNAの資産グループに係る固定資産の評価に際

し、使用価値が正味売却価額を下回ったため、正味

売却価額を回収可能価額としたことから、当監査法人

は、正味売却価額の妥当性に焦点を当てた。当該妥当性

を検討するため、構成単位の監査人への指揮、監督及び

査閲も含め、主に以下の監査手続を実施した。

 
（1）固定資産の評価に係る内部統制の評価

　KNAの資産グループに係る固定資産の評価に関しては、

経理担当者による外部の不動産鑑定の専門家から入手し

た不動産鑑定評価結果の検討、固定資産残高との比較に

よる減損損失の算定、上長による決算関連資料の検証・

承認手続を含む固定資産の減損損失の認識の判定及び測

定に関する内部統制の整備状況を評価した。

 
（2）固定資産の減損損失に係る見積りの合理性の評価

・　会社が利用した外部の不動産鑑定の専門家の適性、

能力及び客観性の評価を実施した。

・　当監査法人が属する海外ネットワーク・ファームの

専門家を関与させ、不動産鑑定書の閲覧、会社が利

用した外部の不動産鑑定の専門家への質問により、

不動産鑑定評価の前提条件や採用した評価手法、評

価額決定に至る判断過程について聴取し、その合理

性を検討した。

・　土地に係る不動産鑑定評価額の算定に用いられた類

似不動産の取引事例の選択の適切性について、KNAが

所在する地域の不動産市況やKNAの保有資産の状況等

に照らして検討した。また、建物にかかる不動産鑑

定評価額の算定に用いられた再調達原価及び減価償

却費について、KNAの保有資産の状況等に照らして適

切に算定されていることを検討した。

・　不動産鑑定評価額から処分費用見込額を差し引いて

算定した正味売却価額に基づいて算定された回収見

込額がKNAの資産グループに係る固定資産の帳簿価額

を下回る金額が適切に算定され、減損損失が適切に

計上されているかどうか再計算を実施した。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連

結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及

び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、河西工業株式会社の2025年3月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、河西工業株式会社が2025年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は開示すべき重要な不備があるため

有効でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

　内部統制報告書に記載されているとおり、会社の全社的な内部統制、決算・財務報告プロセスに関する内部統制、IT

に係る全般統制及び業務プロセスに開示すべき重要な不備が存在しているが、会社は当該不備に起因する必要な修正は

全て財務諸表及び連結財務諸表に反映している。

　これによる財務諸表監査に及ぼす影響はない。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため

に、内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 

※１ 上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

 2025年10月8日
 

河 西 工 業 株 式 会 社

　取 締 役 会   御　中
 

 

 有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
 

 横   浜   事   務   所     
 

 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  
公認会計士 　　京　嶋　清兵衛  

      

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  
公認会計士 　　向　井　基　信  

      

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  
公認会計士 　　後　藤　久美子  

      
 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る河西工業株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの第94期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、河西工

業株式会社の2025年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

【注記事項】（継続企業の前提に関する注記）に記載されているとおり、会社は、2025年3月31日現在において貸借対

照表上36,136百万円の債務超過の状況にあり、また、2024年4月1日から2025年3月31日の連結会計年度に連結営業損失を

計上したこと等により、借入契約における確約条項及び財務制限条項に抵触していることから、継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されて

いる。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されてい

ない。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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北米子会社に対する債権の評価

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

　会社は、当事業年度の損益計算書において、関係会社

に対する営業債権及び貸付金に係る貸倒引当金繰入額

33,979百万円（販売費及び一般管理費6,209百万円、特別

損失27,770百万円）を計上しているが、会社の北米セグ

メントを構成する主要な子会社であるKASAI NORTH

AMERICA, INC.及び その傘下のKASAI MEXICANA S.A. DE

C.V.（以下、併せて「北米子会社」という。）に対する

営業債権及び貸付金に係る金額は33,295百万円でありそ

の大半を占めている。

　北米子会社の業績は、主要な得意先の業績不振による

生産台数の低迷やインフレによる原材料価格、物流コス

トや人件費の高騰の影響を大きく受けており、営業損失

を計上している。会社は、北米子会社に対する営業債権

の支払猶予を行っているほか、事業運営に必要な資金の

貸付けを行っているが、その回収可能性が極めて不確実

な状況にある。このため会社は、直近における主要な得

意先における事業方針の見直し等について改めて評価し

た上で、北米子会社に対する債権の回収可能性について

検討した結果、当事業年度において上記の貸倒引当金を

計上した。

　【注記事項】（重要な会計上の見積り）２.関係会社に

対する営業債権及び貸付金の評価に記載のとおり、貸倒

懸念先に該当する関係会社に対する債権の評価について

は、財務内容評価法又はキャッシュ・フロー見積法に基

づいて回収可能額を見積もることとしている。会社は、

北米子会社に対する債権の評価に際し、キャッシュ・フ

ロー見積法を採用し、北米子会社の将来事業計画等に基

づいて将来キャッシュ・フローを見積り、回収見込額が

債権残高を下回る金額を貸倒引当金として計上してい

る。

　将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる事業計

画には、生産・販売数量の予測、原材料費・人件費など

の製造費用の推移など、複数の重要な仮定が含まれてい

るが、特に主要な得意先の生産計画及び生産性改善施策

によるコストダウン効果の見込みが将来キャッシュ・フ

ローの影響に特に重要な影響を及ぼす。

　当該重要な仮定の見積りは、不確実性及び経営者の重

要な判断を伴うものであり、北米子会社に対する債権の

評価に重要な影響を及ぼすことから、当監査法人は当該

事項を監査上の主要な検討事項に該当するものと判断し

た。

　当監査法人は、会社による北米子会社に対する債権評

価の妥当性を検討するに当たり、主として以下の監査手

続を実施した。

 
（1）関係会社に対する債権評価に係る内部統制の検証

経理担当者による取締役会等の意思決定機関で承認さ

れた事業計画に基づく将来キャッシュ・フローの見積

り、関係会社に対する債権の回収見込額に基づく貸倒引

当金の計上額の算定、上長による決算関連資料の検証・

承認手続を含む関係会社に対する債権の評価プロセスに

対する内部統制の整備・運用状況の有効性の評価を実施

した。

 
（2）北米子会社に対する債権評価の合理性の検証

・　取締役会議事録の閲覧、経営者等への質問、北米子

会社の財務情報の分析により、北米子会社の経営環境

及び業績について把握したほか、北米子会社に対する

債権の回収見込みに関する経営者の認識について聴取

した。

・　子会社の財務情報の正確性について、構成単位の監

査人によって実施すべき作業の種類を決定の上、構成

単位の監査人に監査指示書を送付し、手続の実施結果

についての報告を受け、十分かつ適切な監査証拠が入

手されているかを検討した。また、北米子会社の事業

計画について、構成単位の監査人による検証状況につ

いて聴取した。

・　将来キャッシュ・フローの見積りについて、主要な

得意先の生産計画及び生産性改善施策によるコストダ

ウン効果の見込みに係る将来の不確実性について、

2025年1月から直近までの各月次予算・実績の遡及的

な検討を実施し、その結果を踏まえて将来の達成見込

みについて評価した。

・　将来キャッシュ・フローの見積りに基づいて算定さ

れた回収見込額が北米子会社に対する債権残高を下回

る金額が適切に算定され、貸倒引当金が適切に計上さ

れているかどうか再計算を実施した。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 
 

※１ 上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

146/146


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２サステナビリティに関する考え方及び取組
	３事業等のリスク
	４経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	５重要な契約等
	６研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8)役員・従業員株式所有制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの概要
	(2)役員の状況
	(3)監査の状況
	(4)役員の報酬等
	(5)株式の保有状況


	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

